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長岡半太郎の原爆開発構想

戦時中の日本の原子力開発のもう一つの考えー

深井佑造

梗慨：戦時中の日本における原爆開発は理研の「二号研究」と京都帝国大学の

「F研究」が主で、これらの研究は軽水減速の熱中性子利用を基礎としている。

所が、長岡半太郎の原爆構想は高速中性子利用である。 1939年3月に E.Fermiは米

国海軍の代表者に「熱中性子利用の連鎖反応は制御可能で、高速中性子利用では

爆弾」と述べた It)。広島市に投下された米国が開発した原爆は高速中性子利用で

ある。米国開発の原爆と長岡構想との相違は、前者が自立連鎖反応（超臨界状

態）の物理を基礎としているのに対して、長岡構想は臨界性を明言していない中

性子増倍系の連鎖反応で、核分裂反応量の補完のために信管（強力中性子源）を

併設するという概念を基にしている。 •a•u 濃縮度も前者の原爆は 94%であるの

に対して長岡構想は 50%を限界と考えている。長岡構想での信管併設は現実には

核爆発に対して十分な効果があるとは考えられない。しかし、提案されている長

岡構想の動力への応用は、約60年後の現在、日本を含む各国で研究されている加

速器原子炉の概念と全く同じである。

§1 長岡構想の論文の背景

昭和19年12月12日、雑誌『軍事と技術』に長岡半太郎は「原子核分裂を兵器に利用する

批判」を発表した (2)。これは、当時、敗戦色が濃くなって来た日本で退勢挽回の必須の

新兵器として巷に広がった安易な原爆待望論に釘を刺すために、原爆開発不可能を唱えた

論文であった。そして、長岡は米軍の広島市への原爆投下が現実の事実であった事を理解

するまで、原爆開発不可能論を信じていた。原爆投下の直後、技術院総裁の多田礼吉陸軍

中将に呼ばれて、広島市への原爆投下について質問をされた際に、 「これは原爆ではな

い」と答えている (3)0 

『軍事と技術』掲載の長岡論文には、自己の構想を公表する理由として次のように書い

ている。 ‘‘……原子核分裂は汎く注意を喚起し、新聞に雑誌に又議院に於てまで宣伝せら

れ、世間までが彼れ是れ問題に興味を感ずるようになり、余り薬が効き過ぎ、大衆は眩最

（注：幻惑）している感がある” （なお、以降の文で"***"の内に示した文章は長岡

論文に述べられている部分を再掲した）。これが長岡が憂慮した日本国民の安易な原爆待

望論である。ここで、長岡の考えと行動を理解するために、同じ物理学者で原爆待望論者

であった田中舘愛橘と関連付けて長岡の経歴を簡単に述べる。長岡は田中舘よりも 7オ年

下であり、同じ東京帝国大学物理科の卒業生であるが 5年後輩である。長岡は昭和12年4

月に第 1号の文化勲章を、田中舘は遅れて昭和19年4月に授賜されているので、研究能力

では田中舘より優れていた。長岡が1908年にノーベル化学賞を授賞した E.Rutherfordの原

子核の構造モデルに匹敵する「土星モデル」の提唱者である事は有名である。しかし、貴

族院議員への就任では田中舘が大正14年10月であったのに反して、長岡は昭和9年2月と遅
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れている。この遅れは長岡が政治と軍部嫌いであったが、田中舘は古くから軍部に関係し

(4)、むしろ政治的な行動が多かった経歴から来ている。こうした両人の経歴と性格から、

長岡は田中舘を批判する態度があったと言われている (3)。さて、長岡が憂慮した“……

新聞に雑誌に又議院に於てまで宣伝せられ、……”の事実とは、新聞の報道では昭和19年

3月29日や同年7月9日の朝日新聞の記事等、雑誌の記事では昭和 19年1月号や同年2月号の

科学雑誌『科学朝日』所載の解説記事等を指していると思われる。 ‘‘議院に於てまで"は

昭和19年2月7日第84回貴族院本会議での田中舘議員の発言を指すと考えられる。同じ議員

として議会で田中舘議員の発言を聞き、持ち前の「田中舘を批判する態度」の一環として

自己の原爆開発不可能論を公表する気持ちに駆られたと想像される（当時の日本の巷に広

がった原爆待望論の実状について、筆者は「〔マッチ箱一つ〕の行方を追って」という題

目で詳細を後日発表する予定にしている）。

それでも、当時の時勢は長岡の科学知識を軍事研究に結び付ける機会を与えた。海軍の

肝入りで昭和17年7月8日に発足した『核物理応用研究委員会』には委員として長岡は参加

している。そして、昭和18年3月6日に開催された最後の委員会では「米国といえども今次

の大戦においては、おそらくは原子力活用を実現することは困難ならん」という結論を下

した (3)。この結論も長岡に原爆開発不可能論を信じさせる一つの原因になったと考えら

れる。

しかし、当時軍関係機関からの依頼による原爆開発の研究は 2ヶ所で極秘で進められて

いた。 それらの研究は長岡が所属していた理化学研究所（理研）の陸軍委託「二号研

究」 (6) と京都帝国大学荒勝文策教授教室の海軍委託「 F研究」 (6) である。従って、長岡

が当時の原爆開発研究の内容に全くの無知であったとは考え難い。公式の計画について、

ある程度の研究内容を知っていた上での原爆開発不可能論であれば、科学者としての立場

から彼自身の原爆開発に対する科学的な構想があったと考えるのは極めて自然ではないか。

そこで、 『軍事と技術』の長岡論文「原子核分裂を兵器に利用する批判」の内容を物理的

に詳細に検討をすれば、長岡の原爆構想が当時の公式な「二号研究」や「 F研究」の構想

とは別の ー戦時中の日本の原子力開発のもう一つの考えーが浮かび上がって来るであろ

う。 さて、彼の論文作成の過程を記した長岡日記の部分には (3)、

昭和19年9月22日、理研……。終日 U235に就き調べる。原子エネルギーを実行に

移すは困難多数あり。信管の製作が大難関である。

10月9日、核分裂の批判成る。皆川［理］と之を論じ約 2時間を費やす。

とあり、 10月12日には出来上がった原稿を『軍事と技術』誌に送付している。ここで、注

意すべきは長岡論文の作成に、ウラン連鎖反応の物理に詳しい理研の皆川理副研究員が関

与している点である。皆川は実験核物理学の専門家で、サイクロトロンを使用して Dイオ

ンを加速し標的 Li核や Be核に当て、発生した高速中性子と熱中性子を RhとWに照射

して、生成した放射性核種 102Rh と 18•w からの (3 +や (3-崩壊の半減期を測定するという

研究業績がある (7)。又、昭和18年度の日本数学物理学会年会には計数管の問題を発表し

ている (7)。通常実験物理屋は共同研究者との共著が多いのに彼は全部の研究を単独で発

表している。謝辞欄では、理研の英文論文には上司である長岡と仁科芳雄に「their kind 

interests throughout this work」と共通に表しているが、 Phys.Rev. の2論文では長岡には「his

interest and kind encouragement throughout this work」、イニ科には 「his kind suggestion and 
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discussion」と分けて謝している。皆川は昭和8年、東京帝国大学物理学科卒業後、理研長

岡研究室に助手として就職した独立独歩の真摯な実験物理屋という印象がある。 『軍事と

技術』に長岡が論文を発表する際に、皆川に核物理学の専門家として相談を持ちかけた理

由が納得出来る。又、皆川は玉木英彦と調査して発表した日本数学物理学会誌昭和15年7

月号の共著論文「中性子衝撃に依る重い原子核の分裂 (II)」に (8)、Halban-Joliot-Kowarski, 

Fliigge, Perrin, Adler , Halban-Joliot-Kowarski-Perrin, Adler-Halbanの論文を参照して、当時のウ

ランの核分裂連鎖反応の研究の現状を詳細に論じて、 「然し乍ら……精しい data及び計算

に入って来る種々な dataのより正確な値が無ければ chain reactionの起こる可能性を決定す

る事は出来ない」と述べている。以上に述べた皆川の核物理学の知識が 10月9日の長岡と

の約 2時間に亘る議論によって、長岡に受け入れられ彼の論文に影濃く反映されたと考え

られる。

従って、発表された長岡論文の内容は科学的には当時としては信頼性の裔い内容を基礎

にしていると考えてよい。そこで、以下は長岡論文の物理的内容を長岡・皆川の構想と呼

ぶことにする。更に、当時の日本の原子核物理研究の主流は、理研の研究員達による多く

の論文発表に見られるように (9)、高速中性子による種々の核反応に対する研究であった

という背景も無視する事は出来ない。

§2 長岡論文の結論

長岡は‘‘敢て卑見を要約すれば”と書いた後、結論を次のように述べている。

"O諸元素に就き核分裂の状況を調べ、これを数値的に測定すること。

即ち •••u のみに拘泥せぬこと。

0信管の考案製作を急ぎ貯蔵を可能ならしむること。

0同位元素の分離を迅速にする方法を研究すること C

等を主眼として進行せねば、……、空中の楼閣とはこんなものであろうかと存じます,, C 

更に、重ねて“信管を製作するが先決問題であります。これが不可能ならば先の見透しは

つきませぬ”と結んでいる。

上に示した第 1 項目の“核分裂物質として •s•u 以外の元素”を考慮して研究を進めよ

という提案は、長岡・皆川の構想に関連する 2項目以下の提案とは異質のように感じられ

る。そこで、ここで第 1項目が具体的に何を想定しているのかを考えて見る事にする。長

岡の論文に“或は又 2s2ThをU と混和して分裂して見たらば、 (238) (注：長岡の論文

では、 (238)は238uを(235)は236uを示している）も分裂しはしまいかと疑を抱くのであ
る”と述べているので、先ず、第 1項目の問題として Thを考えた事は確かである。当時、

2"2Thの高速中性子による核分裂は確認されていた。しかし、続いて“トール（注： Th) 

はウランより原料豊富であるけれども、数百万エレクトロンヴォルトの中性子を打込まね

ばならぬ故、 Rn-Beでは分裂しないかも判らない”と否定的な見解を述べている。こ

の見解にも、皆川が持っている核物理の知識の影が見える。現在では、高速中性子による

核分裂効果は ••au も 2"2Th も略同程度である事が判っているが、高速中性子による ••au

核分裂発見の方が 2"2Thの場合よりも早い。当時、理研ではサイクロトロンを用いて高

速中性子による 2"2Thの核反応の研究が行われていたという事情から (9)、長岡の論文に
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“…… 2a2T hをUと混和……”という希望的なアイデアが生まれたと思う。実は、彼ら

がThの核分裂について“…・・・Rn-Beでは分裂しないかも判らない”と書いているの

は問題であると思う (10)0 

第 1項目に関しては、 239p Uの問題を避ける訳には行かない。米国でPuが生産されて

長崎市に原爆として投下された事実は周知の事である。 W.Heisenbergはドイツでも 1940

（昭和15)年夏には C.F. v. Weizsackerによって 239p U の生成と核分裂性が理論的に予言さ

れていたと言っている (11)。平成7年10月2日朝日新聞夕刊「幻の原爆開発」の記事に理研

の田島英三の談話として「ウランに中性子が当たる94番目の元素ができ、それが核分裂を

起こすことは推定できた」とある (12)。この推定は皆川・玉木の日本数学物理学会誌の 2

件の共著論文「中性子衝撃に依る重い原子核の分裂」の内容分析から確認出来る (13)。か

ようにして、 239p Uの問題は長岡の提案を受けるまでもなく関係研究者の意識にはあっ

た。

日本の話ではないが、この項目に関しては当時のドイツの考えの方は進んでいた。再び、

Heisenbergによると (11)、1942(昭和17)年6月6日のドイツの公式の原子力開発計画（通称U

計画）の第 2回会議で Heisenbergは2s1paを原爆の爆薬として考えた事を次のように報告

している。 「Paの必要量を用意する事は実際的ではないが、 Paを核爆薬として考えた。

何故ならば、この原子核は 0.1 MeV程度の中性子エネルギーにて核分裂を起こし、続い

て高速中性子による連鎖反応の可能性を持つからである」。 •a•u は半減期 7. 038X 1い年

の a崩壊で 2a1Thに変換する。そして、 2a1Thは半減期 25.52時間の B崩壊で 2s1paに

変換する。即ち、天然U中に 2a1paは ppmのオーダーの微量で存在する。これを化学的

に天然Uから取り出す事は原理的には可能であるが、微量のため実際は役に立たない。

さて、 2項目以下の提案は長岡・皆川の構想に関連するので、長岡の論文から関係する

字句を次章に抜き出す事にする。ここで、注意すべきは次の点である。長岡も皆川も真摯

な科学者であるので、当時の科学・技術の知識水準を十分に認識した上で、自己の論旨を

展開する事に慎重で次のような形式を採用している。自己の述べた内容に対して、その実

現が非常に困難で、又、当時の科学・技術の水準では正確に見通しが得られないと考えら

れる点に関しては、断定出来ない、又は、否定的な見解を続いて述べるという形式を採用

している。そこで、関係するとして引用した文章について、彼らが、その論旨が不確かさ

を持つと考えて、更に述べた部分を、続けて次の括弧【＊＊＊】内に示した。そのような

形で展開されている議論が多い事に注意して、ここでは、括弧【＊＊＊］の字句に囚らわ

れる事なく、括弧【＊＊＊】の前段で述べられている内容こそが長岡・皆川の構想を示し

ていると考えた。

§3 長岡・皆川の原爆構想

3. 1 核爆発エネルギー

長岡論文には‘‘原子核分裂を利用する爆弾は材料少量であっても、激甚なる効果を生ず

る点に特徴がある。従って普通の火薬を充填するものより、この形は小にして重量は軽く、

その威力は普通弾を超越する”と書かれている。即ち、原爆は小型であるにも拘らず通常

の爆弾よりも強烈な爆発威力があるという特徴を述べて、その爆発動作の原理を次のよう
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に説いている。 ‘‘…•••原子核の転換分裂等の操作には専ら中性子に頼らねばならない。…

・・・、中性子には正当な速度を与え、処理せんとする原子に当てねばならぬ……、大量の爆

薬を要する代わりに原子核に包蔵されるエネルギーを小量の原子群で置換えるが主眼であ

る••• …”。 “••• …原子核分裂に在っては……、核一つに付、一個の中性子を捕獲して分裂

するのである。一塊の原子群を分裂するには少なくとも原子の数だけは中性子を供給せね

ばならぬ。その数は莫大なものである。……、中性子は空気中に存在しないから、十分な

量を特殊な方法により送り出し、原子核が捕獲するように仕向けねばならぬ。 【これが大

なる難関であって】、……信管の問題と絡んで来る”。

長岡・皆川の構想にある“中性子には正当な速度を与え”とは、彼らが後に述べている

ように高速中性子利用の事である。熱中性子利用では •s•u に熱中性子が吸収されると吸

収された割合の内 85%だけが核分裂する。残りの 14%の u•u は分裂しない事は当時の京

都帝国大学の荒勝文策研究室でも観測されていた (6)。高速中性子利用では、この割合は

93% (表 B1参照）で殆ど核分裂する。従って、彼らの‘‘核一つに付、一個の中性子を捕獲

して分裂する”と言う表現は略正しい。そこで“一塊の原子群を分裂するには少なくとも

原子の数だけは中性子を供給せねばならぬ"事になる。即ち、この構想では、

中性子の必要量＝核分裂する U核の数＝核爆発エネルギー (1) 

という方式を示している。裔速中性子利用であるから、 23•u と •sau の両原子核が核分裂

する（なお、長岡論文では“ウラン”や "U" という語は天然ウランを指している）。

“一塊の原子群”を lgのUとして、核分裂によって発生する核爆発の威力を計算する。

lgのUに含まれる原子核数は 2.sx1021個であるから、

中性子の必要量=2.5Xl021個＝核分裂エネルギー： 1. 9X 107 Kcal (2) 

即ち、 1 gのUの核分裂エネルギー量=TNT換算： 21 ton (3) 

となる。ここで、 1回の核分裂によって発生するエネルギーを 200MeV、TNT火薬換

算率を 90 0 Kcal/KgTNTとした。 8月6日の広島市への原爆投下直後、米国大統領 H.S. 

Trumanは「広島に使用した原爆は TNT20ktonの威力に相当する」という声明を発表した。

声明と (3)式から広島型原爆では約 0.9 KgのUが核分裂し、

広島型原爆の核分裂中性子全数： N = 2. 5 X 1024個 (4) 

である事が判る。昭和19年3月29日と同年7月9日の朝日新聞記事には「〔マッチ箱 1つ〕

のUで London市全体を壊滅させる事が出来る」とある。マッチ箱は日本規格家庭並型で

5. 6cm X 3. 6cm x 1. 8cm = 36. 3cm・の体積で、長岡論文でも‘‘ウランの如き比重 19に近

きもの"とあるので、掌に乗ってしまう〔マッチ箱一つ〕のUの重さは約 0.7 Kgになり、

これは広島市投下の原爆と略同じ爆発威力に相当する。

3. 2 "信管" (強力「中性子源」）の問題

中性子の必要量を如何にして得るかという問題に移る。長岡・皆川の構想では中性子を

発生する‘‘信管”を必要としている。中性子を得る手段としては、核物理実験で用いられ

る「中性子源」と「加速器」がある。爆弾に課せられる軽量性からすると、当然、 「中性

子源」の採用が考えられる。 ‘‘核の分裂に入用な装置を戦場に於て実験室と同様に整備す

ることは許されない。必ずや簡単な信管に相当するものを案出せねばならぬ、••…• 【原子

核の分裂を造作もなく誘導し得ると考えては、錯誤の甚しきものである】"。 “【高圧高

温等によりウラン核の分裂を誘起し得るべしとの考は放棄せねばならぬ】。畢意分裂を促
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す信管を造るには、その際原子に侵入する中性子に都合好き速度を与えねばならぬ故、…

…、核構造に実質上必要なる要素をこれに適用するように努めねばならぬ"。 「中性子

源」は“ラドン (Rn) とベリリウム (Be) を用いて中性子を発生せしむる。…。ラド

ンは五日足らずでその性能を半減する故 (14)、力>;. る信管を使用前に作り貯えて置くこと

は不可能である。……。次の問題はラドンを発生するラジウムの量である (14)。所要のウ

ラン核を分裂せしむるに費やされるラドンは、近時の戦争では可なりの量を要するであろ

う。……。大戦前消息通の報ずるところによれば、ドイツには当時約 300グラムのラジウ

ムがあった。若しドイツで原子核を兵器に使用する企固があったとすれば、……、現時ド

イツが保有するラジウムは 1既を超えているかも知れない（……）。これ程の分量があれ

ば今記したような信管を使用した兵器用の分裂試験を施行できる【が、その有無は判然と

しない】"。

これらの考えを基にして、結論に "O信管の考案製作を急ぎ貯蔵を可能ならしむるこ

と”を提案している。 a崩壊する原子核からの a粒子による Be(a, n)反応を用いるの

は核物理的に合理性がある。そして、 (a, n)反応の強さは入射する a粒子の運動エネル

ギー値に依存する。しかし、この「中性子源」の強度と寿命は両立しない。強度を重要視

すれば単位時間当たりに a粒子発生の多い核種を選ばねばならぬ、これは a崩壊の短い半

減期の原子核である。即ち、この「中性子源」は寿命が短くなる。現在では、 a-emitter 

としては 22•R a、221Ac、2uAm、242cm、209p O (半減期： 102年）と自発核分裂 (s.

f.) の 2•2Cfが考えられている。長岡の論文に主張されているように、 「中性子源」の軽

表 1 中性子源の強度（単位： n/s. g) 量性を重視すれば単位重量当たりの発生中性子

反応 半減期 強度 数が問題になり、これは209p O の場合を除き

•••Ra -a 1. 6X 103年

221 Ac -a 21. 773年

241 Am-a 433年

242 Cm-a 162. 813 

1. 30X 107 

l.11Xl09 

7. 33X 106 

8.48Xl09 

表 1のようになる (16)。この表は長岡が結論で

強く主張した当時から見た未来の“信管”の姿

である。しかし、現在の核物理実験での中性子

源の採用時の判断基準は軽量性にあるのでなく、

a -emitter ゃ・ •2 Cfの入手可能性にある。当時

は 22•R a以外には入手が出来なかった (16) (17)。そこで、長岡論文に書いてある‘‘現時ド

イツが保有するラジウムは 1既”が長岡・皆川の構想での「中性子源」の最大限の強度：

Sを実現せしめたとすると、 Sは次のようになる。

262 C f s. f. 2. 64~ 2. 30 X 1012 

S = 1. 3 X l O 1 0 n/s (5) 

3. 3 中性子増倍媒質系の提案

長岡・皆川の構想では臨界性を明言していない連鎖反応体系で中性子数の増倍を意図し

ている事が次の文章から窺われる。 ‘‘原子核分裂は…...、その材料の多くはウラン系の元

素に属し中にもウラン同位元素 236uが着眼されている。これは速い中性子でも遅い中性
子（即ち熱中性子）でも分裂し得る……。而して 2ssuは極く速い中性子でなければ分裂

しないから、双方を同時に分裂するには、可なり速い中性子を使はねばならない。然し行

く行く研究が進めば終に (235)の分裂に伴って発する中性子が (238)に働いて、自ら分裂せ

しむることも可能ではないか【と楽観する人もあるが、今は単に想像に過ぎない】。然る

にUでは (238)が主体であって、 U百分中 (238)は 99.28を占め (235)は僅かに 0.71に過ぎ

ない。……。又 (238)をも連鎖的に分裂するに成功すれば、更に偉大なる成果を拳げる…
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“……ウランは同位元素の集合体である故、数個のウラン同位元素が連鎖的に分裂

可能でなければ、実用にはならない”。 “兎も角 Uの全同位元素を連鎖的に分裂させる方

法を講ぜねば分裂エネルギーの効用を非常に減殺し、能率は悪くなる。この要路にある阻

塞を突破するが、研究題目である。 【将来の発展はこの障擬が除かれるや否やで決すると

思う】"。

長岡論文は、高速中性子利用の 20•u と 2sau の混合系での臨界性は全く明言しておらず、

そして、前節に示したような「中性子源」からの高速中性子の直接照射によっても、それ

単独では十分に核分裂反応量が得られそうもないとも考えている事が判る。しかし、この

混合系で中性子数の増倍を考えているようなので、強力な「中性子源」による核分裂反応

量で補完すれば、こうした混合系でも原爆が出来るのではないかと期待していたと思う。

皆川・玉木の論文では、天然Uに対する高速中性子核分裂断面積を0.lbと示している (8)0 

現在の核データを、核分裂反応で発生した中性子エネルギー・スペクトルを用いて平均し

た核分裂断面積を評価すると、付録 B に示したように、 20•u については 1. 233 b 、 ••au

については 0.2996bになる（即ち、天然Uは 0.3033b) 。従って、長岡・皆川の構想で

期待しているように、 「中性子源」からの高速中性子による 20•u と 2sau の核分裂によっ

て中性子増倍効果は可能である。

長岡論文が発表された同じ時期、昭和19年11月学術研究会議原子核分科会の席J:.、彦坂

忠義によって「原子核エネルギー利用の一方法に就いて」という論文が発表された (18)0 

彼は「若し同位元素分離をせぬままでウラニウム分裂の連鎖を起させ得るならば、其利便

は量り難い。幸い本論の結果では、高速中性子を使ひさへすればそれが出来さうだとの見

込みに成った。……、基礎量の測定値が不十分である為に、上の結論も結論だけの価値は

高いとは言へぬであらう。ただ著者は全然注目さへされたことの無かった高速中性子法が

なかなか有望であること、……を、出来るだけ定量的に示したかったのである」と結んで

いる。上の彦坂の結論の最後の記述から、長岡と彦坂との接点はなく、又、彼らの研究の

グループ同士も全く交流がなかった事が読み取れる。前半は天然Uの体系でも連鎖反応が

実現するという結論であるが、長岡論文の‘‘……ウランを使用する場合には堆積する量を

必要とする。これに昼夜間断なく入射して来る宇宙線を遮断するのは容易ではない。……。

併し宇宙線がある物質に当たって中性子を誘発しないとは云われない。然らば自発的爆破

を招く虞れもなきにしもあらず、……。大量のウラン鉱を処理している所でこんな椿事が

起ったとは、嘗って聞いたことがないからまず安全と看倣してよかろう”という記述から、

もし、長岡が彦坂の結論を聞いたならば、これは現実には正しくないと指摘したであろう。

彦坂論文は、天然Uの無限大体系で20au核分裂を含めた体系全体の核分裂反応量を高
速中性子利用では重要な研究項目である2aauの非弾性散乱反応を考慮した計算である。
系内の中性子エネルギー・スペクトルは2aauの非弾性散乱反応によって核分裂スペクト
ルよりも低いエネルギーの中性子の部分が相対的に大きくなる。そして、 2aauの核分裂
反応のしきい値：約 1MeVの存在によって、上に示した 0.2996 barnの平均核分裂断面

積は更に低下する。こうした効果を十分に考慮した論旨の展開である。しかし、高速中性

子利用の連鎖反応では体系からの高速中性子の漏れの効果が更に重大な検討項目である。

昭和18年度の日本数学物理学会年会では、彦坂は「U分裂エネルギー利用の問題」という

題目で研究発表をしている (19)。発表の内容の詳細は伝わっていないが、抜粋として「U
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分裂の際生まれる中性子が更に次の分裂をひき起こしてゆく反応の連鎖を考察し、鎖が切

れずに続き得るための条件の内、特に容器の大きさの問題を吟味する」という文言が残さ

れている。即ち、彦坂は昭和19年11月学術研究会議の発表の約 1年前には、連鎖反応では

体系からの中性子漏れの効果：容器の大きさの問題が重要な点である事を十分に理解して

いた筈である。しかし、 1年後の「原子核エネルギー利用の一方法に就いて」の論文で中

性子漏れの効果を無視する計算をして、 「高速中性子を使ひさへすればそれ（注：連鎖

反応）が出来さうだとの見込みに成った」という結論を発表するのは、連鎖反応研究につ

いての彼の論理に飛躍があると考えられるであろう。

現在の知識では、無限大の寸法の...u と ••au の混合系で高速中性子利用により連鎖反

応を実現出来る •••u 濃縮度の限界値は、 5. 56士0.02 %である (20) 0 

3. 4 長岡・皆川の構想での 21&u濃縮度

長岡の論文の結論に、 "O同位元素の分離を迅速にする方法を研究すること”と書かれ

ているのは、前節に示したように、中性子増倍媒質系の •••u と •••u の混合系では天然u

の組成では役に立たず、 「二号研究」の場合と同様に •••u 濃縮技術の開発が必要と考え

ているからである。その目標の濃縮度は“若し Uの原子量235なるもののみが役に立つと

いう帰結になれば、 238からこれを分離する操作は容易ではない。これに要する時間と努

力とを考えれば、 235のみを利用する計画は実行に移し難い,, と述べているように、広島

市投下の米国の原爆に使用された94%236U濃縮度を考えているのではなく。 ‘‘こんな信

管で易しく (235)のウランが分裂するならば、連鎖的に (238)まで含めて分裂せしむること

が可能てはないかと思われるけれども、いかにせん (235)は僅かに 140分の 1位の量だけ

存在するから、その分裂に依って発生する中性子は寡くして (238)を分裂するには不十分

であろう。従って、 (235)を抽出して (238)と同量位にしたならば、ウランの全同位元素は

分裂するのではあるまいか、 【(235)の出す中性子のエネルギーが測定されてあれば問題

は自ら解決するけれども生憎それが判明しない】”とある。即ち、長岡・皆川の構想での

... u濃縮度は 50%を考えているのが判る。
昭和 19年11月17日、東京第二陸軍造兵廠の信氏中将に対して理研の仁科芳雄は次のよう

に答えている (6)。 「U235含有率 0.7%卜 10%トノ間ニハコノ数量 （注：臨界量の事）

二余リ変リハナイガ含有率ガ 50%以上トモナレバ大分変ッテ来ルカモ知レン。然シ 50%

ニスルコトハ相当困難デアルシ、 100%ニスルコトハ不可能ダラウ」。即ち、当時関係研

究者は •••u 濃縮度 50%位までは濃縮可能で限度であるが、米国のような濃縮度 94%の

296 uは生成不可能と考えていた。長岡・皆川も仁科らの考え方に同調していたと思われ
る。

§4 長岡・皆川の原爆構想検討

前章に述べた長岡・皆川の原爆構想は、臨界性を問題にせずに 23ou と •sau との混合体

である核爆薬：中性子増倍媒質に強力なる「中性子源 ((5)式の s) 」を併設する方法で、

高速中性子利用により短時間に TNT20ktonの爆発威力に相当する (4)式の N個の全中性子

数を発生する体系を作るという概念である。 「中性子源」は長岡論文によると‘‘その装置

をカドミウム (Cd) パラッフィン若くは硼素化合物の如きもので包めば、中性子の脱散

-8 -



を防ぐことが可能であるから、爆発せしむるときその封包を破れば中性子は逸散する”作

用を持っている。原爆で連鎖反応を急速に起こさせるためには効果があると思える瞬間に、

核爆薬に中性子を注入して反応を開始させる事が必要であるので、これは十分に考えられ

た構想である。 a粒子は紙一枚でも透過を阻止する事が出来るので、中性子発生の必要の

ない時は a-emitterとBeを別々に薄い隔壁で隔離させておき、連鎖反応を起こさせたい瞬

間に薄い隔壁を破断すれば、原爆を効果的に作動させる事が出来る。

広島型原爆との相違は、強力「中性子源」の併設と中性子増倍媒質は so%118U濃縮度

が限度と考えたという 2点である。以下に、この 2点の問題を検討する。先ず、前者の問

題について、長岡・皆川の構想では中性子増倍媒質の臨界性に言及していないので、この

体系の臨界状態のK値は 1を超える場合から 1以下の状態までの広い範囲について検討す

る事にする。

4. 1 K > 1 (超臨界状態）の場合
最初に、超臨界状態の場合を考察する。これは広島型原爆と同じであるから、その特性

を特定して、それが強力「中性子源」の併設によって如何に変わるかを検討する。所が、

検討に必要な広島型原爆の詳細な特性は現実には公表されていない。そこで、ここでの評

価方法は付録Aに説明を与えた Adler-Halbanの連鎖反応の物理的解釈を基にする (21)。更

に、臨界計算は中性子エネルギーを 1組に縮約した 1組近似の拡散方程式を用い、付録B

に説明したように、実測値に一致するように拡散方程式に用いられる核定数を決定する簡

便な方法で広島型原爆の必要な特性を求める。不完全な情報源であるが、 R.Serber cu>、J.

Rotblat en>、L.W. McNaught cuiの著書に掲載されている U原爆の諸特性に関係する数値を

まとめて、表 2に示した。表中の nは連鎖反応におけるサイクル数である。

表 2 u原爆の諸特性
発表者 Serber Rotblat McNaught 計算値

K 2 2 1. 18 

n 80 56 80 333 

消費量： 1kg 1. 25kg 1kg 1kg 

原子核数 5 X 1025個 3. 2 X 10°"個 2. 5 X 10""個

反応時間 0. 8 X 10-9秒 0. 56 X 10-e秒 10-e秒 2. 7 X 10-e秒

臨界量：

無反射体 60kg 49kg 48. 8kg 

u反射体 15kg 18kg 15kg 15kg 

装填量 臨界量の2倍 25kg 25kg 

この検討で最初に注目するのは、原爆の核爆発で連鎖反応が継続している反応時間であ

る。表 2の値は爆発後に推定した爆発エネルギー値から逆算した結果である。この方法以

外に、発生核分裂エネルギーによって核爆薬体が膨張し低密度になり超臨界値から未臨界

値に低下するまでの時間を動力学的に計算する方法も発表されている。 Serberの著書にも

紹介されているが、具体的に数値を発表しているのは、全米科学アカデミー第 3報告の

0. 3X 10-e秒である（●&)。以上のように、表 2の値を含めて一般に言われているように反
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応時間は 10―6秒と考えてよい。

更に、基本量としてサイクル時間：入の値を検討する。ここでは、付録Bに計算値とし

て (B-4)式の l= 8 X 10―°秒を与えた。上の表に引用した殆どの文献にも入=10―’秒

を示しているので、 (B-4)式の値は妥当である。この検討では臨界量と核爆薬装填量の情

報が必要である。無反射体のnau金属球 Godivaの実測値： 93. 9%濃縮度，密度 18.75g/cc, 

臨界質量 48.8kgの値が得られているが、反射体付きのデータは G.A. Graves, H. C. Paxton 

の Oralloy測定値があるに8)。実際の核爆薬は必ず鉄製容器に収められている筈である。

従って、この場合は反射体はFeになる。 Fe以外にnauとBeのデータに興味がある。

そこで、 Be、NAU、Fe反射体付きの値を Oralloy測定値から次頁の表 3に掲載した。

表 3 反射体付きの臨界質量値(unit:kg)

反射体 厚さ：1 inch 

Be 

u■u 

Fe 

29.2 

30.8 

36.0 

2 inch 

20.8 

23.5 

29.3 

4 inch 

14. 1 

18.4 

25.3 

20 cm 

16.28* 

無限大

16. l 

23.2 

＊の値は Topsy体系の測定による。

広島型原爆の詳細構造は公表されていない。従って、ここでは発表されている資料から

推測する事にする。 Rotblatは表 3のデータを検討したと思われ、 「表でわかるように、ベ

リリウムの方がウランよりもすぐれた反射体であるが、……、両方の物質を組み合わせ

たものが使われているようである」と書いている。臨界質量について、 McNaughtは「…

…十分な厚さの効果的な中性子反射体におおわれていたとしても、大ざっぱにいって、

約 15kg の n•u が必要です」と述べている。この両者の意見と表 3 の値を参照にして、原

爆の核爆薬は4inch 厚の nau と Be の混合反射体に包まれた u•u 金属球で、その臨界質量

を15kgとする。

反射体として Beと2aauが優れているのは、 Beの(n,2n)反応、 2aauの高速核分裂反

応による。即ち、 Fe反射体のように炉心（核爆薬）から逸出してくる高速中性子を散乱

で単に反転させるという効果だけでなく、 Beや ZAAUでは反射体内で中性子を増加させ

て炉心に戻すという付加的な効果がある。更に、続けて McNaughtは「実際には、……こ

の臨界値をかなり超えた質量を用意します。たぶん25kg位は必要でしょう」と説明して

いる。即ち、この25kgが原爆に必要な装填量と考えられる (27)。一般的に装填量と無反射

体の臨界質量との関係は、

装填量＝無反射体の臨界質量 X反射体による節約効果x装填率 (6) 

と与えられる。この場合、反射体による節約効果は 0.31、装填率は 1.67である。 Serber

は表 2に示したように、装填率を 2と考えている。

装填量については、約60kgという情報もある (21)。Serberの装填率 2というのは最大限

界値と考えねばならない。広島型原爆は砲弾方式で超臨界状態を作る。これは分離してい

る2体の臨界体を通常の爆薬で急速に合体させるという方法である。この 1体分の臨界体

は僅かであっても未臨界状態でなければ味方にとつては危険である。今、装填量を60kg
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とすると、分離されている 1個の臨界体質量は30kgになる。表 3の実測値を参照にする

と、核爆薬を納めた鉄製容器の厚さは 1 inchを超える事が出来ないという事になる。こ

れは現実的ではないと考えられよう。即ち、装填量 60kgは根拠が明確ではないと考えて

しヽる。

ここでは、上に説明した McNaughtモデルによる装填量と臨界量を用いて、長岡・皆川

の構想を評価するのに必要な原爆特性を計算する。付録BのB. 4節に計算の詳細を説明

した。計算結果は表 2の「計算値」という襴に示した。即ち、広島型原爆は 2.1x10-a秒

の反応時間で TNT20ktonの爆発エネルギーをもって爆発したと考える。そして、長岡・

皆川の構想の評価は、これと同じ反応時間と爆発エネルギーを持つ原爆が構想による信管

: (5)式の強力「中性子源」の使用によって、どの程度装填量が節約出来るかという問題

に帰着する。詳細な計算は付録BのB. 4節に述べたが、ここでは簡単に述べる。連鎖反

応の任意の 1サイクルで、 「中性子源」から核爆薬に注入される中性子数： sは(B-4)式

によって、

s = 1. 04 X 1び個 (7) 

となる ((B-13)式）ので、この分による中性子で霊NUは核分裂してエネルギーを発生する。

従って、核爆薬自体の連鎖反応による発生中性子量は N/s だけで十分である。これ

は核爆薬の持つk値を前より低下させる。低いK値は装填量の減少になる。計算の結果、

前の必要装填量 25kgは 23.83kgになる。これは、

僅か 4.7%の節約 (8) 

である。結論としては、長岡・皆川の構想の強力「中性子源」は殆ど使用する意義はなか

ったと考えてよい。

4. 2 K :ii 1 (超臨界状態以下）の場合

核爆薬の装填量を更に減少させて、臨界質量になった場合： K=lの時には、付録Aの

(A-3)式によって、 ueuの核分裂量： N' は同じ反応時間内で、
N'=3.5Xl0亀個 (9) 

となる。ここで、表 2から n= 333を用いた。この値を (4)式と比較すると、全く広島型

原爆の核分裂中性子量には及ばない事が分かる。

更に、装填量を減少させて、 K<lの場合は付録Aの(A-6)式と現実の中性子増倍媒質

系の製作の制限条件によって、△ k=0.01が限度とすると、 (A-4) 式によって n•u の核分

裂量： N' は同じ反応時間内で、

N'=  1.0XlO"個 (10)

となる。これも (9)式と同様に広島型原爆の核分裂中性子量に全く及ばない。

4. 3 長岡・皆川の構想における 211LJ濃縮度の問題

広島型原爆は IS&U濃縮度は 94%という高濃縮の核爆薬であった。一方、長岡・皆川の

構想では最高で 50%濃縮度を考えていたようなので、濃縮度による原爆の特性への影響

を考察する。考察すべきは次の 2点である。

〇装填量の重量性 0 188Uからの自発核分裂中性子の問題

前者は Paxton-Provost の無反射体の球形臨界質量 (10) から判断した。後者は付録 C の •uu

とneuの単位重量当たりの自発核分裂中性子値を各々の濃縮度に応じた各組成量に乗じ
た値である。濃縮度について各々の値を表 4に掲載する。
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表4 濃縮度について臨界質量と自発核分裂中性子数

濃縮度（％） 臨界質量 (kg) 倍率 自発核分裂中性子数 (n/s)

10 3740 76.6 4. 48X 104 

20 705 14.4 7. 54 X 103 

30 350 7. 17 3.29Xl03 

50 146 3.0 9. 90X 102 

93.9 48.8 1.0 1. 78 X 102 

(6)式によると、装填量は無反射体の臨界質量の 0.52倍であるから、長岡・皆川の構想

で最高 50%濃縮度では上の表から約 76kgになろう。しかし、広島型原爆の約 3倍である。

自発核分裂中性子の核爆薬に対する作用は「中性子源」とは本質的に異なる。原爆では

超臨界状態になった時点で、中性子源からの中性子が照射され連鎖反応が開始されなけれ

ばならない。一方、自発核分裂中性子は核爆薬自体から発生しいるので、核爆薬を常時照

射するという厄介な存在である。現実には連鎖反応系は必ず未臨界状態から超臨界状態に

推移して行くようになっている（これは本来の状況で原爆も例外ではない）。もし、原爆

で低い K値の状態の時に連鎖反応が起こってしまうと、発生した核分裂エネルギーによっ

て核爆薬本体が膨張し崩れて K値が更に低下して爆発に必要な所定の核分裂エネルギーが

原爆内に集積する事が出来なくなる。これが不発弾： flZZleの状態である。 Pu原爆の場

合は特に 240p U からの自発核分裂中性子が深刻な問題である。 J.C.Markによると、核兵

器に使用される Pu核爆薬に含まれる 240p U の組成は 5.8%以下が必須の条件であるとし

ている (29) C p u原爆の装填量を 10kgとすると、自発核分裂中性子数は付録Cの値から

5. 7 5 X 10 6 n/sと計算される。 U原爆では 2体のU爆薬臨界体を通常の爆薬で合体させる

砲弾型で合体速度は 3X 104 cm/sであるoPU原爆で速度3x 10• cm/sの爆縮型を必要とす

るのは、自発核分裂中性子数の大きさによる (29) 。表 4 の zs•u と zs•u の混合体系の自発

核分裂中性子数は無反射体の場合であるから、装填量への因子 0.52倍を考慮して Pu原

爆の 5.75 X 106 n/sを比較すると、全ての場合で低い値になる。従って、低濃縮度のU原

爆は Pu原爆のような爆縮型を必要とはしないであろう。 1943年4月の Serberの原爆用の

教科書には (ZZ)、240Puの問題は取り上げられていないが、自発核分裂中性子については

Z38 u反射体の使用の場合にのみ問題にしている。米国の広島型原爆で濃縮度を94%とし
た理由は明確ではないが、多分、重量性からの決定であったのであろう。これらの事実か

ら、米国では低濃縮度の核爆薬は初めから多分考えられていなかったと推察される。

4. 4 長岡・皆川の原爆構想の結論

長岡・皆川の原爆構想は広島市に投下された米国開発の原爆と同じ高速中性子利用であ

るが、核爆薬に信管：強力「中性子源」を併設して所定の核爆発エネルギーを得ようとす

る概念であった。しかし、この構想は広島型原爆の特性と比較すると、全くと言ってもよ

い程効果はなく、長岡の論文の最後に強調されている‘‘信管を製作するが、先決問題であ

ります。これが不可能ならば先の見透しはつきませぬ”の意見は原爆開発には全く無意味

であったと思われる。
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§5 長岡・皆川の原子動力源構想

5. 1 加速器原子炉との相似性

長岡論文は原子力の動力源への利用について次のように述べている。 ‘‘若し話を転じて

動力の源として原子核のエネルギーを使用し得るやを論ずれば、その用途は多々あるべき

を悟る。一例を申せば大なる蒸気汽罐内で分裂を行い、石炭を焚くことを全廃する可能性

がある。この場合には蒸気汽罐と信管とは固定して据え付けねばならぬ故、数百噸の信管

を備えても差支ない。従って信管にはサイクロトロンを改作簡単化し規定の速度を中性子

に与え得る。若しウランを利用すれば (235)に限らず、多量にある (238)も用立つから便利

で有効である”。そして、この場合の“信管”のサイクロトロンで用いられる核反応は

“中性子を発散せしむるには、重水素原子を互に衝突せしめても可能である (D-D) 。

或はリチウムと重水素でも行はれる (Li-D)" と述べられている。従って、提案され

ている長岡・皆川の構想の動力への応用は、約60年後の現在、日本を含む各国で研究され

ている加速器原子炉（加速器駆動炉）の概念と全く同じである。

ここで、指摘したい点は、長岡論文の最後に強調されている‘‘信管を製作するが、先決

問題であります。これが不可能ならば先の見透しはつきませぬ”の意見が加速器原子炉の

現在の研究・開発には生きているという事実である。長岡はサイクロトロン加速器を‘‘信

管”としたが、戦後は加速器も発達し強力「中性子源」としては「陽子線形加速器」から

の lGeVに加速された 300mAの陽子ビームを標的である重い原子核に当てて、標的原

子核を核破砕して多くの中性子を発生させるという方法が開発された。発生した中性子は

•s•u と usu の混合体系に入射して、ここで倍増されて核分裂反応により混合体系が熱源

となる。この点から正に長岡・皆川の構想を源流にしていると言える。そして、中性子倍

増混合体系は未臨界状態であり、それは熱中性子利用でも高速中性子利用でもよい。この

加速器原子炉の最大の特徴は、通常の原子力発電所に想定されている万が一の反応度事故

が塾亙ユこ起こらないという点にある。それは倍増体系が常に未臨界状態である点から来て

いる。現在、加速器原子炉は開発・研究中であり、将来の実用発電源としては未だ多くの

課題を背負っている。付録Dに参考用に問題点を説明した。

5. 2その他の動力源への応用

彼らは構想の適用例として原子力潜水艦に言及し、現在も利点として考えられている種

々の理由をも推定している。 ‘‘例えば潜水艦の潜行に電池を用いず、原子核のエネルギー

を利用する計画をなされぬでもない。蒸気タービンを原子核のエネルギーによって回転さ

せる方針も考えられる。……、汽罐には分裂した原子の破片が残滓として堆積するから、

その除去方法も講じなければならぬが、ジーゼルエンヂンと電池とは取外される美点があ

る。……。た、，'この方法によれば速度が従来より頗る増加し、敵艦を追跡するに有利にな

るかも判らない。又水上航走と水中航走とに別々の機械を使用し二重な推進を行ふことは

止めらるるから、艦内には余裕を生じ、魚雷その他も沢山積載する利便がある”。現在、

原子力潜水艦は多くの国で実現したが、それは長岡・皆川の原子動力源構想とは異なり、

熱中性子利用の自立した連鎖反応（強力「中性子源」を必要としない）を基にした高濃縮

度核燃料の軽水減速炉を動力源としている。

更に、原子力航空機・＼の応用も述べている。 ‘‘飛行家は核分裂によるエンヂンを期待さ
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れている。成程数字から見ると、ガソリンを使用せず遠方まで小量の原子を消費して飛行

し得るようであるが、……。又長時間の飛行には、絶えず分裂を起さなければならぬ故、

適応する中性子を送る装置を設けねばならぬ。これは信管と同種類のものでまだ解決して

いない,,。長岡も開発には消極的であったが、戦後は自立した連鎖反応を基にした原子力

航空機への開発・研究は米国で進められた。しかし、乗員や地上の人や物への放射線遮蔽

の重い重量の点が解決出来ずに中止された。そこで得られた技術や知識は放射線遮蔽が重

要でない宇宙ロケットの開発に向けられた。しかし、これも開発半ばにして計画は放棄さ

れた。

§6 長岡論文にある通常火薬との混合問題

戦時中、原子力の問題を研究し軍部との関わりのあった研究者は、彼らの関わり方が僅

かであっても核爆薬と通常火薬との関連について言及している。むしろ、軍への PRとし

て核爆薬と通常火薬との混合問題を取り上げたのではないかと思われる。長岡論文も軍関

係者が読むと考えられる雑誌への投稿であるから通常火薬との混合を問題にしたのは当然

の考えであろう。それは‘‘軍事専門家は一笑に付せらるるかも知れないが、原子分裂を利

用するに、従来の火薬を無視するは不得策であることを指摘したに過ぎない”と書いて、

彼の構想を展開している。

核分裂が発見された直後に、この問題に関連した論文が米国の E.Feenbergと仏国の P.

Fafre, C. Magnan, H. Muraourによって発表されている (30)。これは酸化Uと沃化窒素の混合

物に熱中性子を照射した結果、核分裂生成物の沃化窒素による減速で発生したエネルギー

が部分的な加熱を引き起こし爆発が起こったという報告である。この論文に対して、皆川

・玉木は「然し乍ら之は a —粒子等に依っても同様な事が行われるので、 local heatingと考

えれば別に驚くべき事ではない」と述べている (8)。この皆川の知識は長岡論文の内容に

反映されている。これは‘‘敢て愚見として一案を披露すれば、従来使用せる火薬と分裂せ

る原子群とを併用する方法である。イ段に前に説いた信管が簡単な形で成功したとして、こ

れを装備した分裂すべき原子群を、火薬で充たせる爆弾の中心部に納め、火薬には信管

（注：これは通常の爆弾着火用の普通の信管である）を付せず、大砲若くは或る他の機械

により打出し、目的物に衝突し、原子分裂が行はれたとすれば分裂によって生ずる高熱は、

火薬をも爆発し、火薬の生ずるガスを激しく熱して著き高圧を与へるにより普通の爆撃に

於けるより、幾倍かの破壊区域に拡大して、弾の周辺を破砕するであろうから、その威力

の顕著なるを云ふを挨たず、かくして先に論ずる過不及の調節も、単に原子群のみを打込

む場合に比し、一段の好成績を暴げると考へる”と云う長岡の文章に表れている。更に、

彼は“論者は或は日はん；分裂すべき原子を一塊となさず、火薬中に平等に混和すれば更

に効果を著くするであらうと、これ一理あるやうであるが、原子エネルギーは火薬に比し

甚大であるけれども、かくすれば原子の分布は疎散する。信管の発する中性子は、ウラン

原子の各々に当たる能はず、原子を悉皆分裂するに至らない。従って折角の原料を可なり

棄てることになるから、不成績に終るだらう”と述べているので、この混合問題は必ずし

も得策であるか否かと疑いを持っていたようである。

このような混合問題を軍部に対して当時の核物理研究者が説明した例として、昭和16年
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5月23日に平塚にあった第二海軍火薬廠で、京都帝国大学の萩原篤太郎が「超爆裂性原子

U235二就テ」という講演を行った記録がある。この際、萩原は「又此ノ核分裂現象ヲ利

用シテ、 《ウラン》ヲ沃度等ノ窒化物二混合シテ、之ヲ中性子照射ニョッテ爆裂サセル研

究モー昨年米国ヤ佛国ニアッタノデアリマスガ、ソノ後ノ経過ハ不明デアリマス」と述べ

ている (31)。これは FeenbergとFafre等の研究を指している。もう一つの例は、昭和19年11

月17日に東京第二陸軍造兵廠の信氏中将が理研の仁科芳雄を訪問して原子力開発の現状を

質問した際の問答の中にある(&)。原爆の動作原理についての仁科の説明で臨界量（この

場合、 10kg: 《-OK》)を基として、この臨界状態になった基本臨界量から発生した中

性子によって、基本臨界量に付加する 10kg: 《-OK》が核分裂して爆発エネルギーにな

ると述べた。これについて、 「問： Uハ基ニナルモノニシテーOKヲ必要トスルモ爆薬卜

スル場合ハコノーOK (注；付加量）二代ッテ一般ノ爆薬ヲ用ヒテハ駄目力。 答：夫

ハ駄目ダ小量ノ Uデハ連鎖反応ガ止ンデ了フ即チ中性子ハ235U二当ラナケレバ他へ逃ゲ

テシマウノデアル」 とある。東京第二陸軍造兵廠の職員は第二海軍火薬廠の萩原講演を

聴講しているので、この問題に関して信氏中将は職員からの報告を聞いて知識は持ってい

た (32)。そこで、上のような質問になったと思われる。仁科は長岡と異なり、核爆薬と通

常火薬との混合体の利点を明確に否定していると理解してよいと思う。

§7 おわりに

『軍事と技術』掲載の長岡論文は、当時、日本の巷に広がっていた安易な原爆開発待望

論を戒めるという動機で発表された。自己の構想を公表する理由として種々の事実を挙げ

ているが、特に“……又議院に於てまで宣伝せられ、……”と述べている部分に注目した

い。昭和19年2月7日の貴族院議会で長岡議員は田中舘議員の原爆開発推進論の発言を聞い

た。その事実が彼の論文中の上の“…•••又議院に於てまで宣伝せられ、…•••”であろう。

§1章に述べたように、長岡と田中舘とは研究者として同じ道を歩んで来た。長岡は自分

に深く関係している原子力研究分野での、自分より研究能力が劣っていると考えていた田

中舘の公式の場面での開発推進論の発言に不快感を抱いた。それが一つの動機になって原

爆開発不可能論の論文を執筆する事になった事は長岡の当時の日記より明らかである。し

かしながら、世間は田中舘の原爆開発推進論の方に好意的であった。一例として、 1990年

10月18日発行の木村一治の著作には「田中舘愛橘先生は帝国議会で〈マッチ箱ぐらいの原

子爆弾は東京全体を焼き払うことができる〉と証言した」と書いている (33)。これと同様

の事は 20世紀終わり時点でも数多くの出版物にも見受けられる。しかも、木村の本は19

93年に英訳出版され、この部分は「Dr. Aikitu Tanakadate, the oldest physicist and the top elder in 

the Japanesescientific community, testified (it was in 1944, I remember) at the Imperial Congress that an 

atomic bomb the siな ofa matchbox could ignite all of Tokyo city.」と翻訳されている (33)。日本で

は原爆は実際には開発される事はなかったが、田中舘の原爆開発推進論は歴史的には長く

日本の人々の記憶には残り、且つ、もしかすると欧米の諸国にも広まる可能性が生まれる

と考えられるが、これに反して、長岡の原爆開発不可能論は歴史の流れの底に沈んで、人

々から返り見られていない。この面での勝負は田中舘に軍配が挙がった。
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付録 A 連鎖反応の物理
A. 1 基本問題

中性子連鎖反応の現象を分かりやすく説明するには、 1939年 Adler-Halbanが Nature誌に

発表した方法が最適であろう (21)。皆川・玉木の日本数学物理学会誌の解説論文にも

Adler-Halbanの論文が引用されているし (8)、又、通常の解説書にも Adler-Halbanの方法が

広く採用されている。そこで、ここで Adler-Halbanの方法を基に長岡・皆川の構想を検討

するための連鎖反応の物理を説明する。

連鎖反応という言い方は、中性子が •••u に吸収されて核分裂して、中性子を放出し、

その中性子が他の236uに吸収され核分裂して再び中性子を放出し、その中性子が又、他

の •s•u に吸収され核分裂して再び中性子を放出し、……という具合に、中性子→ •s•u 核

分裂→中性子→ •••u 核分裂→……と鎖のように中性子を媒介にして核分裂反応が連続し

て繰り返して進行するという現象から来ている。以上は、核分裂反応をする物質として

... uを例にして説明したが、 239p U等の核分裂性原子核の場合でも同様である。かよう

に、連鎖反応では一定の間隔をおいて同じ現象が繰り返して起こるので、その間隔をサイ

クルと呼ぶ事にする。

ここで、連鎖反応の物理を具体的に説明する前に、次の 2点の前提条件がある事を注意

しておきたい。

［第 1条件］連鎖反応が続いている間は、その物理状態は不変である。実際は、連鎖反応

を続けている体系内では核分裂性原子核が消耗している筈であるが、その消費量は無視さ

れる。

［第 2条件］連鎖反応の開始は、必ず反応系の外からの中性子の注入による。但し、注入

された中性子は核分裂性原子核に確実に吸収されて核分裂反応を起こさねばならない。

初めに、...uを例にして話を進める。...uを含む体系に［第 2条件］に従う、外から
の確実に核分裂をする 1個の中性子が入射して、 1個の...uが核分裂し幾つかの中性子
が発生する。そして、次の...uに吸収される中性子の数は 2個であると仮定する。これ
で第 1番目のサイクルが終了する。従って、ここまでで、 1 + 2 = 3 個の •••u 原子核

が消耗する。第 1サイクルで発生した 2個の中性子の内、 1個の中性子によって別の

•••u が核分裂して、次の別の •s•u に吸収される中性子の数は［第 1 条件］によって同様

に2個であるから、第 2サイクルが終了した時点では、 1+2+4=7個の236u原子核

が消耗する。以下同様にして、 第 3サイクルの終了時には、 1+2+4+8=15個の

•••u 原子核が消費される。ここで、話を一般化する。核分裂後に次の zs•u に吸収される

中性子の数を K個する。そして、同時に長岡・皆川の構想に従って、各サイクル期間中に

常に s個の中性子が連鎖反応系外から供給されて確実に 236uを核分裂させるとすると、

この連鎖反応体系内で消費される...u原子核、即ち、...uを核分裂させる中性子の全数

: Nは次式のように表される。

N=s+sK+sK2+sK"+sK4・・・ ……+  s K D …… (A-1) 

ここで、 n は任意のサイクル数、この K は •s•u が核分裂して発生する平均の中性子の数

: vとは異なり、常に K<v である。 K値の物理的定義と評価については次節に詳細に

述べる事にする。更に、注意すべきは反応中はK値が常に一定に保たれねばならないとい
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う点で、これが上の［第 1条件］に示された問題である。

実際の原爆で、上の 2点の前提条件が持つ意味を述べる。先ず、 ［第 1条件］が充たさ

れるためには、原爆に装填されるべき核爆薬量は原爆での連鎖反応体系内で消費され核爆

発として発生するエネルギーの元になる核分裂性原子核数が無視出来る程の多量でなけれ

ばならない。これは必然的に原爆の爆発効率が 10%以下になり非効率的な爆弾になると

いう理由に導かれる。次に、 ［第 2条件］について考える。一般に、連鎖反応を起こさせ

るために、中性子増倍体系を臨界又は超臨界状態にするという事は必要条件であるが十分

条件ではない。この状態になった中性子増倍体系でも外部から中性子を注入しない限り連

鎖反応は起こらない。原爆でも、連鎖反応の開始前は未臨界状態： Kく 1である。そして、

その体系の K値を急速に、 K>lに持っていった瞬間で、確実に核分裂反応を起させるよ

うに多量の中性子を注入し、極短時間内で多量の核分裂反応を起こさせるという方法が原

爆での爆発を成功させる方法である。そして、 2sou原爆では 2体の未臨界状態の中性子

増倍体系を通常の爆薬を用いて合体させるという砲弾型、 239p U 原爆では密度の低い大

きめの未臨界中性子増倍体系を爆薬を用いて爆縮して高密度状態を作るという爆縮型方式

を採用して、急速に K>lの状態にする。

A. 2 臨界性の問題

中性子増倍体系での連鎖反応の状況はK値に強く依存する。 (A-1)式について、

K > 1 (超臨界状態）の場合：これは等比級数であるから次式に変換される。

N = s・ 
K n+i _ 1 

K-1  
(A-2) 

ここで、 nは最終のサイクル数で、このサイクルで連鎖反応は終息する。

K=  1 (臨界状態）の場合： (A-1)式は次のようになる。

N = s・(n + 1) (A-3) 

K<  1 (未臨界状態）の場合：サイクルが無限に続くとすれば(A-1)式は収束し、

N=  
s 
1-K  

= -2...._ 
△ k 

(A-4) 

となる。ここで、△ Kは一般には余剰反応度と言われて、△ k=K-1で定義されるが、

この場合は負の余剰反応度で、

△ k = 1 -K (A-5) 

である。又、 (A-4)式はK値が 1に近づくと無限大になって、 (A-3)式との整合性が無くな

る。そこで、 K値には次式で示される制限条件がある。

l>K;;;;n/(n+l) (A-6) 

A. 3 中性子反応率の平衡関係と K値

任意のサイクル内では、サイクルが始まった段階で 1個の中性子による核分裂反応で発

生した v個の中性子が、サイクル終了時に次の核分裂反応のためにK個に減少して、その

•s•u 原子核を核分裂させる。即ち、サイクル内では核分裂反応で（発生）した中性子は

連鎖反応体系から系外へ（漏れ）たり、 •s•u を含む体系内全ての構成材物質に（吸収）

されたりして、その数を減らして K個になって、次のサイクルで •s•u 原子核を核分裂さ

せるという、中性子反応率の平衡関係が成立している。これは次のような Kの定義式で表

される。
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K=  
（発生）

（吸収）＋（漏れ）
(A-7) 

ここで、 0 を中性子束、 I:£ を核分裂断面積、 I:.を吸収断面積とすると、 （発生） は

V LバP、 （吸収）は La <I>と書ける。一方、 （漏れ）は原爆のような高速中性子利用の連

鎖反応体系では厳密には中性子輸送理論という厄介な計算法を用いねばならないが、ここ

では、その代わりに実測値のデータを基にして、中性子エネルギーを 1組にまとめた 1組

近似の拡散理論を用いるという簡便で実際的な方法を用いる。そこで、 （漏れ）はDを拡

散係数とすると一D▽. <t>と表され、更に、次の式で表される方程式から Bが求められる。

▽ 2<1>+B2<l>=O (A-8) 

そこで、 (A-7)式は <I>=fa 0によって、 Kの定義は次の式に変換される。

K=  
V L f 
:E.+DB2 

(A-9) 

又は、

B"= 
VL£/K-:E. 
D 

(A-10) 

付録 B 原爆連鎖反応体系の物理量

B. 1基礎反応断面積

長岡・皆川の構想を検討するために、 1組近似の拡散方程式を使用するが、この際には

平均化した基礎反応断面積としてく、'0I〉、く 0 I〉、<a• >、<a• 〉の値が必要である。こ

の核データの内、<a .>を除いて他の値は、入射中性子エネルギーについて測定された核

データ値を (34)、次式で示される核分裂スペクトル： F (E) 

F (E)= 0.28 exp(-E) sinh(✓2E) (E;MeV) (B-1) 

を用いて平均化する。<a• 〉は (A-10)式でK=lとした臨界の場合の計算式により求める c

臨界実測値は反射体のない球形 •••u 金属体系 Godiva のデータ： 93. 9%濃縮度，密度 18.75 

glee, 臨界質量 49.lkg(臨界半径： R e 8. 54 cm)、を濃縮度は100%と近似して計算する。

Uでは高質量数のため非等方散乱は無視出来るので、

D=l/3L. (B-2) 

と置ける。そして、体系が球形であるから (A-8)式を解いて、

B=冗 /(Rc+0.71/L.) (B-3) 

を得るので、 (A-10) 式の臨界方程式は L•のみを未知数とした等式になる。これを数値計

算すれば、<a• 〉の値を得る事が出来る。全ての計算結果を表 B 1に示した。

表B1 236Uと2aeuの基礎平均反応断面積

核種 く、,a ,> (barn) くa, > (barn) 

... u 3.217(3.38) 1.233(1.3) 

•asu 0.820 0.2996 

< a• 〉 (barn)

1.323(1.4) 

0.3749 

< a , > (barn) 

6. 387 (6. 1) 

上の表で括弧内の数値は山室・高橋の著書に掲載されている数値である (36) C 
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B. 2 サイクル時間の計算

連鎖反応体系内で、あるサイクルが開始されて終了し、次のサイクルが開始されるまで

の時間：入を求める。これは、核分裂で発生した中性子が体系内を構成物質の原子核と衝

突しながら飛び回り、最終的には核分裂性原子核：ここでは 236uに吸収されて消滅する
までの時間である。勿論、 •••u に吸収されると直ちに核分裂を起こして次のサイクルの

ための中性子が発生すると考える。即ち、体系内での中性子の平均自由行程を中性子の運

動エネルギーに見合う速度で走る時間がサイクル時間：入と定義される。ここで考えてい

る連鎖反応体系は •••u 金属であるから、表 B 1のくa.>値から平均自由行程は、 1/~.= 
15. 73 cmと求められる。一方、中性子エネルギーを核分裂スペクトルの平均値： 2 MeV 

とすると、この場合の中性子の運動速度は 1.97 X 10 9 emfsになるから、入は次のように

なる。

入=8 X 10-9 秒 (B-4) 

B. 3 反射体付きの場合の計算法

現実の原爆の核爆薬は Godivaの実験のように反射体無しという状態で連鎖反応に入る

とは考えられない。即ち、何等かの反射体なり、反射体の機能を兼ねる鉄製の容器に包ま

れている筈である。そこで、半径R cmの球形の核爆薬体：炉心を完全に包み込むように、

厚さ Tocm の球殻状の反射体が設置されている構造の体系を考える。この構造の連鎖反

応の臨界方程式は通常の初等原子炉理論の教科書に与えられている。ここでは、 Los

Alamos Primerに述べられているように (22)、反射体の吸収断面積が無視出来るので、臨界

方程式は次式で与えられる。

D (1-BRcotBR) =Dr (l+R/T) (B-5) 

ここで、 T = T o + 0. 71/ l: , , (B-6) 

又、 Bは (A-10)式、 Dは(B-2)式である。反射体の構成物質は炉心と異なり軽い原子核の

場合もあるので、中性子との非等方散乱効果を考慮して、拡散係数は

D,=1/3.E .. (B-7) 

とする。ここで、 L"は輸送断面積である。

本文の表 3には、反射体を 23BU、Be、F e とした場合の球形 •s•u 金属炉心の臨界質

量（即ち、 K= 1) の実測値を示した (26)。表 3のToと臨界半径Rの値を用いる事で

(B-5)式から L"が計算出来る。表 B2に計算結果を示した。

反射体

ZAAU 

Be 

Fe 

表B2 各種反射体の L"の計算値

厚さ (cm) 2. 54 

0.349 

0.371 

0.285 

5.08 

0. 342 

0.382 

0.274 

10. 16 

0.333 

0.412 

0.251 

20 

0.313 

G.&P. 

(0. 25) 

(~0.25) 

(0. 19) 

表の最後の欄の括弧内の数字は Graves-Paxtonが算定した値 (28)で具体的な算定法は不明で

あるが、この値は (B-5)式の計算方法の妥当性を示したと考えられる。

B. 4 長岡・皆川の構想を評価した計算スキーム

この付録に示した計算式を用いて、本文の長岡・皆JI[の構想を評価出来る。ここでは、
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その計算スキームを説明する。先ず、評価の基準となる広島型原爆の特性を (A-2)と(B-5)

式によって導出する。

0 McNaughtモデルの広島型原爆の特性の計算

本文で検討したように、核爆薬の臨界質量と装填量を各々 McNaughtが提案した値： 15 

kg (5. 75 cm), 25 kg(6. 82 cm)とする。ここで括弧内の数字は半径である。更に、反射体

の厚さは 4inch= 10. 16 cmとする。表 B 1 に示した •s•u の平均反応断面積と臨界性のデ

ータ値を (B-5)式に用いる事によって、先ず、この場合は

L "=  0. 392 (B-8) 

という値を得る。これと表 B2の掲載値と比較すると、反射体に 238uとBeとした場合
の中間の値になっているので、予想していたように McNaughtが提案した反射体の構成材

料は 238uとBeの混合体が最良であるという Rotblatの考えに沿っている事が分かる。以
降の計算には (B-8)式の値を用いる。

次に、 McNaughtが提案した核爆薬の装填量の反応度 Kの値を求める。この場合も前と

同様に (B-5)式に用いて Bを求め、 (A-10)式から K値を計算する。結果は、

K = 1. 18 (B-9) 

となる。広島型原爆は長岡・皆川の構想のような「中性子源」は無いので、

s = 1 (B-10) 

である。そこで、本文の (4)式の N= 2. 5 X 1024 個の 23•u の全数を消滅させるサイクル

数 nは(A-2)式によって求める事が出来る。結果は次のようになる。

n = 333 (B-11) 

1サイクル時間は (B-4)式で与えられているので、この原爆の全反応時間は、

反応時間＝入• n = 2. 7 X 10-6 秒 (B-12) 

となる。即ち、核爆薬装填量は 25 kg で •a•u と Be から構成された厚さ 4 inchの反射体

を持つという McNaughtモデルの広島型原爆は 2.7 X 10-• 秒の反応時間で TNT20ktonの

爆発威力を示して核爆発する。

〇 長岡・皆川の構想による‘‘強力信管”の効果

本文 (5)式の「中性子源」の最大限の強度： Sを McNaughtモデルの広島型原爆に設置

したと仮定すると、核爆薬の装填量がどの程度節約が図れるかを検討する。ここで、 2.7 

X 10-6秒の反応時間で TNT20ktonの爆発威力： (4)式の N値は上の計算と同じとする。

1サイクル時間は (B-4)式で各サイクル期間中に核爆薬は s個の中性子照射を常に受けて

•s•u が核分裂して爆発威力に寄与している。即ち、 s は

s = s . 入= 1. 04 X l記個 (B-13) 

であるから、前と同様に (A-2)式の左辺は本文の (4)式の Nに相当し、 (B-11)式の nと

(B-13)式を用いて (A-2)式の K値を計算する。結果は次のようになる。

K=l.16 (B-14) 

Kの値が得られれば (A-10)式から Bが解る。こうして (B-5)式の R以外の数値が与えられ

る事になるので、この場合の核爆薬の半径Rと装填星が計算出来る。

“信管,,効果を考慮した装填量： 23. 83 kg 半径： 6. 71 cm (B-15) 

これを McNaughtの値： 25 kgと比較すると、僅か 4.7%の節約にしかならない。
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付録 C 各原子核の自発核分裂中性子値

核爆薬原子核の自発核分裂で発生する中性子数の基礎データを表Cに掲載する。

表c 各原子核の自発核分裂中性子値

項目 ● ••u 23au 2a9 Pu 240 Pu 

発生核分裂中性子数 1. 695 1. 960 2.069 2. 160 

半減期 年 3.5Xl017 s.2x101• 5.5Xl0'6 l.2Xl011 

発生中性子数 n/s. g 2. 73 X 10-4 1. 33 X 10-2 2. 08 X 10-• 9.92Xl02 

付録 D 加速器原子炉の特性と問題点

加速器原子炉は長岡・皆川の構想が現代に生きている唯一の開発計画であると考えられ

る。開発に伴う問題の解説は筆者の専門外の知識を必要としているので、正確で詳細な説

明は難しい。そこで、かなり大雑把で正確さを欠くが、以下に説明を加える。正確で詳細

さを必要とする向きは、この分野の専門家に聞くこと。

大電流で高エネルギーの荷電粒子：この場合は陽子ビームを得るためには、線形加速器

が有用である。特に、標的が小さい場合にはビームを絞る事が重要である。荷電粒子の加

速は多数の段で高周波電子管にてエネルギーを与え、高電流のため相互の電気斥力 (space

charge)によって広がろうとするビームを電磁力によって絞る (bunching)多数のコイルを必

要とする。本文に示した lGeV陽子 300mAのビームが得られる線形加速器は開発中であ

る。標的となる原子核は核内に多量の中性子を含む重い核がよい。 1個の lGeV陽子によ

る核破砕反応で発生する中性子数は、 Pb:17, W:22, Am:24, U:32, Np :34であるが、

Am,U,Npは発生した中性子によって核分裂反応が生じ、小さな標的が過度に加熱して

冷却が困難となり溶融する恐れがあるので、 Wが最良と言われている。核分裂、 DT核融

合反応は発熱反応であるが、核破砕反応は吸熱反応である。ここで必要とする lGeV陽子

300mAのビームのエネルギーは 300Mw(=109 V X 0. 3A)の入力であるが、この内 200Mw

程が標的から発生した中性子に与えられ、残りは標的核から同時に発生する核内からの陽

子等に与えられて標的を加熱する事になる。

ビームの陽子数は 300mAの電流値から、 1.88X 1018 p/s(=300X 10-3 A/1. 6X 10-1• 

coulomb)と計算される。この陽子ビームが全てW標的に入射して核破砕によって何程の中

性子が発生するのかは専門外の筆者には分からないが、仮に、標的の効率を 10%とする

と、発生中性子は 0. 1 X 22X 1. 88X 1018=4. 14X 1018 n/sとなり、本文の (5)式の長岡・

皆川の構想の「 Ra中性子源」より遥かに多量である。この 4.14X 1018 n/sの中性子が、

中性子源を取りまく K=O. 98の未臨界 •uu _•asu の混合系に入射したとすれば、混合系内

の全中性子数は付録Aの(A-6)式によって、 4.14X 1018/0. 02=2. 07X 1020 n/sになる。未臨

界混合系で 1個の中性子によって核分裂反応が 1回起こるとすれば (200MeV=3. 2 X 10―11 

w・s/fission)、系内で発生する熱出力は約 6600MW(=3. 2 X 10-11 w・s X 2. 07 X 1020 n/s)に

-21 -



なる。 1個の中性子によって核分裂反応が 1回起こるのは高速中性子の場合の近似であり、

熱中性子の場合は ai/a .=0.84の因子を考えるべきではあるが、標的核から発生した中性

子は高速中性子で未臨界混合系で減速して熱中性子になったとすれば、減速した際のエネ

ルギーは混合系内に蓄積されて熱となるので、概略、熱出力は約 6600MWと考えてもよ

いと思う。ここで、混合系外への中性子の漏れと核燃料以外の構成材に吸収された中性子

の割合はK=O. 98の未臨界度に含まれていると考えた。更に、この熱で蒸気を作りタービ

ンを回して電力に変換する。この際の効率を 30%とすれば、発電機端電力は 2000Mweと

なる。

ここで、一つの問題がある事を示す。核分裂やDT核融合反応は発熱反応であるが、核

破砕反応は吸熱反応であるという事実から発電所内の電力消費量が大きくなるのである。

核分裂原子力発電所の軽水炉の場合の所内電力消費率は約 4%で、開発中であるが将来開

発される可能性のある DT核融合発電所の予想される所内電力消費率は約 10%である。

線形加速器の荷電粒子の加速に使用される高周波電子管への入力電力から荷電粒子の加速

エネルギーヘの変換効率を考えると、所内電力消費率は約 30%以下は望めそうもない。

そこで、少し厳しすぎるが、ここで消費率を 40%とすると、送電端電力は 1200Mweとな

る。この値は一般の軽水型原子力発電所と同程度の規模である。即ち、電力を売らなけれ

ばならない発電所での所内電力消費率が他と比較して大き過ぎるという経済性の問題があ

る。

更に、付け加えると、本文では反応度事故が絶対に起こらない安全性のあるシステムと

述べた。この事は真実であるが、なお、加速器原子炉の発電所には安全系が必要な事を注

意しておきたい。それは、未臨界混合系でも核分裂反応が起こるので長期の運転で核分裂

生成物：FPや transuraniumが蓄積される。本来、核分裂原子力発電所の安全対策とは FPを

環境に対して閉じ込めるという事である。そこで、想定している重大事故とは炉心の冷却

が失われて、炉心中の FPの崩壊熱によって炉心が破損して放射能を持った FPが環境に

放出される事を防ぐのに主眼が置かれている。この事故は当然未臨界混合系を持った加速

器原子炉の発電所にも考えられる事故である。そこで、非常用炉心冷却装置 (Emergency

Core Cooling System: ECCS)と未臨界混合系を収納する格納容器の設置は当然必要である。

かようにして、現在では経済性の問題を含めて加速器原子炉発電所が一般の軽水型原子

力発電所のように商業化される道は遠いと思われる。
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山崎正勝
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No. 1 

July 1945 荒勝先生ノメモ

'"' u核分裂ノ連鎖反應
今水 lOOOc.c.中二 U30smgヲマゼタルモノガアルトキ、単位体積中ノ原

子数ハ夫々

3mL m 
nu=声 /1000+9 

lllL 
匝＝

1000+-
m ， 

8 1 
no= -nu+ -nn 
3 2 

コレニ thermalneutronガ1個入ルトキ、 fissionニョリ新生スル

neutronガ吸収ニヨリ消滅スルモノヨリ多イコトガ必要條件デアル

加 {<TlissO(v_ l) _ <T已｝ー研咋t°20 

0: thermal neutronヲ示ス．

即チ

娩{a戸 (11―l)-a戸｝ー Ula炉=0

ヨリ必要ナル mが決定スル．

次ニカ':,.ル割合ノ u゚ 8水溶液ノ半径Rノ球ヲ考ヘル卜
中心ヨリ rノ距離ノ neutrondensity F(r,t}ハ

器=¾△ (Fv) + {忙 1)nua{;iss-no噂
JissO 

+ ab{v x 0.85 nua 
亨 H -:;;;;;{)弓二頑―1}
但シ、 v= fast neutron mean vel. 

入=fast neutron mean free path 
1 

nua日+noaも,"'tt+ nH叶1att

之ヲ解イテ，誓 2':0ナルタメニハ
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R~1r/a 

ナル結果ヲ得ル．

3 但シ， a'~x{(u -l)nua炉ー no噂

+n心 {11X 0.85 
nua5ss(J 

n碕"'+Dn砥'-1})
Ill字

故二連鎖反應ヲ起ス極小半径Reハ

7r 
Re=ー デアル。
a 

コレヨリ， U凸ノ極小質量 Mkgハ

4 
M=吋 R3

m 
X 10―3 
m 

3 1000 + -， 
u235ノpercentageガ増ストキハ，

u235ノミガfissionヲ起シ， u23sノミガ共鳴吸収ヲナス

ト考へ，

トスル

a 
fiss0 
U・p 

(T 
resO 
U-p 

= ufissへ犀x占

年 /JX巳 p : percentage 

計算二用ヒタル各断面積次ノ如シ．

fiss 
au = 0.1 X 10-24crn2 Anderson等
a。ab 0.01 x 10-24cm2 Ladenburg 

びHab = 1 x 10-24cm2 Fleithmann 
a u fiss0 = 2 x 10-24cm2 Anderson 
a。a. 邸 = 0.1 x 10-24cm2 Ladenburg 
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a u res0 1.3 x10-24cm2 

(7 u scatt ＝ 6 x10-24cm2 

a。scatt ＝ 0.6 x 10-24cm2 
aH scatt ＝ 2 x10-24cm2 

平衡温度 1000°c

v=2.5ノトキ

235 10% 

第一関門式

いOs
U30s 

nu vびf・0 

l.2ton 

20Kg 

nu(び゚ +ares0) + a炉nH2: 1 

von・Halban 

Ladenburg 

Ladenburg 
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第一回研究会 琵琶湖ホテル
ママ

2065年7月21日

u23s核分裂の ChainReactionの可能性に対する推定ウラン原子核の中性子

衝撃に依る核分裂の過程がその際放出される二次中性子に依って持績され所謂

Chain Reactionとして進行する可能性ありや否やの問題は Fliigge(Naturwiss.

互(1939)402)、Perrin(C.R. 塞 (1939)1394,1537)、Adler(C.R. 迎9
(1939)辿）その他の人々に依って理論的に吟味されてゐるが計算の途中に

行ってある近似の度合、用ひられてゐる実瞼値等が厖々であるために決定的な判定

を下し得ないやうに思はれる。特に、これ等の人達が擦散の微分方程式を解い

てゐるが、その方法は敷学的には巧妙であってもその際必要な諸瑕定は実際
m7 

と可なり離れたものであるために得られた結果がどの程度迄正しいかを定めるこ

とが困難である。そこで我々は最も原始的な方法をえらび実瞼値に極度に・

って Chainreactionの可能性を調べて見ることにする。

先づ、発生される中性子を出来るだけ逃がさないために無限に多量の水中に

ウラン金属をおくことにする。その際にウランを水中に廣く分布せしめることは徒

らに所要量を増すのみであるから金属塊として水中の或る位置におかれてゐるも

のと考へておく。このウランの量が非常に多量に必要であって、そのためにウラン

塊の占める体積が中性子分布状態に強く影響する結果になるやうであれば、

ウラン金属内での中性子攘散の方程式をとく必要が起るのであるが、逆に

ウランの所要量が少くその中での中性子の分布が一定と見倣し得る場合

にはウラン原子核の個敷のみを問題にすればよい。以下この瑕定の下に推定を行い、結果

から見てこの條件が満足されてゐれば自己矛盾がないと云ふ方法で進む。

実際、後に判るやうに純粋に分離された u23sのみの金属塊に就いてはこの

條件が満たされてゐる。

さて、以上の個定の下に現在得られる実瞼値を用ひて最も直接的に

Chain Reactionの可能性しらべることを試みよう。それには 1.水中の一点

0に単位の強さの速中性子源をおいた場合の水中における中性子分布状態

と2.1個の中性子がu23s核に衝突して分裂を起す確率とその際発生する

中性子の個敷とを知ればよい。 この二つの測定は u23s核を分離すること

なしに現在の実瞼室の装置にて行ひ得るものである。 以上の測定値を用ひ

れば水中の 0点に速中性子源の代りにウラン金属塊をおき中性子にて衝

撃した場合に 0点にに於て輩位時間に発生する中性子の個敷nNは次式で与

へられる。

加＝「/'0(vo -l)pu町(v)vpN(r,v)nN4記 drdv
v=O r=O 

こゞで rは0点からの距離、 Pu(r)はウランによる核分裂の断面積、 PN(r,v)

はVなる速度の中性子の密度、 Voは一回の核分裂に依って発生する中性子

の個敷である。 ChainReactionとなる條件は明らかに nN2'. 1であるから、

上式を用いて

「fro(vo -l)pu町(v)vpN(r,v)4ゲ drdv2'. 1 
v=O r=O 

が分裂の持績される條件となる。 それ故、以上の諸数値、即ち Vo,町(t•)

p(r心）が実瞼で確かめ得れば何等の個定なしに ChainReactionが起るため
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に要するウラン金属の練量nu(=芋r8pu)が求められる等である。勿論この
場合roが大きくなって PN(r,v)が強く変化するやうな結果になればこの計算の

瑕定が満されない。その様にならないとすればp(r,v)はp(O,t')におきか

へてよいから上式は更に簡輩に

nu(vo -1) f00 町(v)vp(O,v)dv~1
v=O 

となり、所要ウラン核の綿敷は

nu~ 1 
(110 -1) 

！ 
町(v)vp(O,t')dv 

で与へられる。

この式中の諸敷値町(t•), p(O, v)を現在の実瞼に依って求めることは多少

困難であるから、次に梢不確かではあるが、 Pfが中性子の速度に逆比例する

と云ふ事実を用ひて、（この事実は u23s核の核分裂断面積がおそい中性子に

対して非常に大きいことから理論的には推測されてゐる。）簡箪にすれば、

即ち

町(v)=町。竺
1' 

（但し、 Voは熱中性子の速度、町。はその中性子に対する核分裂断面積）

とおけば上式は

nu~ 1 1 1 (vo -I) 霞可

となる。

更に実瞼と比較する際に起る困難は、実瞼に於ては中性子の密度p(O)

自身が測定されず中性子による種々の核の Activityの強度が測定

されてゐるから、その結果を用ひて pの値を推定する必要が起る。そこで

我々は AmaldiFermi(Phys. Rev. 迎(1936)899)が水中におか

れた中性子源のまわりで種々の物質に惹起される Activityを測定

した結果を用ひ、中性子の密度が Activityに比例すると瑕定し、極

めて粗い計算に依って p(r)を推定し次の結果を得た。

；心~~10915.~I!:! I ::: I ::~I 門；
上表から、 p(r) は位敷 cm 迄は殆んど常敷と見倣し得るから、 p(O)~5 X 10-9 

とおき、 ChainReactionの起るために必要な u23s金属の練量として

Mu > 
1 235 

(LはLoschnidtsNo. 
- Vo -1 a, 詑op(O)L

） 

~I.Ix 103 gr. 

（一行不明） 町。=2 X 10-24 
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を得た。但しここで Vo=2とおき、町。には熱中性子に依る核分裂の断面積

の実験値を用ひた。尚、この結果から見て、ウラン金属塊の半径roは2.4cm

程度であるから上の表と比べ今迄に用ひた簡輩化の瑕定はみたされてゐる

ことが判る。即ち、結論として純粋に分離された u23s用ひて ChainReaction 

を起す場合には 1Kgr. 程度のものが必要であると云ふ結果が得られた。

以上。
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熱中性子二封スルウラニウムノ

原子核ノ分裂断面積及ビ

吸収断面積二就イテ

昭和二十年六月二十三日

荒勝研究室
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熱中性子二射スルウラニウム原子核分裂断面積

及ビ吸収断面積ニツイテ

昭和二十年六月二十三日

荒勝文策

花谷暉一

序論

ウラニウム原子核ノ核分裂ハソノ断面積熱中性子対シテ最モ

大デアルカラソノ値 a,uは純学問的二興味アルノミデ無ク應用

上ノ見地カラモ核分裂ノ連鎖反應ノ可能不可能ノ問題二重要ナ

意味ヲ持ツモノデアル。然ルニソノ測定値ハ今日迄只 Anderson,

Fermi等 (1)ノ値 2X 10-24c記ガアルノミデコレガ一般二信用セ
旧字

シモ種々ノ実瞼計画二引用サレテヰル状態デアル。例ヘバウラ

ニウム原子核分裂毎ノ放出二次中性子ノ値ッハニ次中性子放

出断面積 (vX a『)ヲ測定シコレヲコノ値 afニテ除スルコト

ニョッテ得テヰル。即チ Joliot等(2)}ヽ vx叶ヲ実測シ

(7土1.4)X 10-24c記ナル値ヲ得、 Anderson等ノ

叶=2 x 10-24cm2カラ V= 3.5士0.7ヲ得夕如キ類デアル。
更二又、叶ヲ知ル事ヨリウラニウム原子核ノ熱中性子堕塑

断面積 a名(=(1『＋吐）ヲ測定スル事ニヨリウラニウム原子

核ノ熱中性子吸収断面積 a:{ガ得ラレル。コノ a:{ハ（核分裂
従ッテ中性子放出）ヲ伴ハザル熱中性子吸収ノ量ヲ表ハスモノト

シテ重要ナ値デアル。尚コノ値ハ 25volts附近ノウラニウ
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(2) 

ムu23s原子核ノ熱中性子二対スル強イ共鳴吸収ノ吸収帯ノ幅ヲ知

ル上ニモ必要ナ量デアル。カクノ如ク重要ナ意味ヲ有スル量ナル

ニモ拘ラズ其ノ測定ガ全ッテ限ラレタ少敷ノ人々ニョッテノミ行ハ

レテヰルノデ我々ハコ>二全ク獨立ニコノ値afヲ実瞼測定シタ
ノデアル。ソノ結果叶=(2.9土0.2)x 10-24cm2ヲ得夕。

コレハ Anderson等ノ測定値 2.0x 10-24cm2ヨリ少シ大キイ。

以下コレニ就キ報告シテ置キタイ。

実瞼方法

我々ハ嘗研究室二於テ既ニヨク使ヒ慣ラサシ性能ガ知ラレ

タ型ノ中性子計敷管ノ電離槽{3}容器中二直径 2.15cm長さ 20.15

cm面積 136c面壁ノ厚サ 0.2mmナルアルミニウム園筒二個

作リ其ノ内面二夫々 66mgノLi2C03(0.49mg/cm2ノ厚サ）

及ピ 169mgノU30s(l.24mg/cm2ノ厚サ）ヲ塗布シタルモノ

ヲイオン捕集針ヲ心軸トシテ挿入シ電離槽ヲ作ッタ此ノ電離槽ヲ

容積 30cmx 30cm x 50cm、壁ノ厚サ5cmノパラフィン

函中二蔵メテ 50mgRa+Be中性子源ヨリ出ル中性子ヲ能率ヨク

速シタル中性子雲二曝ラシコレニヨルLi6ノ破壊並二u235ノ分類

ヲ比較測定スル事ヲ実行シタノデアル。（第一図参照） コノ

際Ra+Be容器ヨリノ 7線ハ厚サ5cmノ鉛塊ニテ遮リコレニ

ヨル計敷上ヘノ影響ヲ満足スベキ程度二阻止スル事ガ出来夕。

サテコノ実瞼條件二於テ Li 電離槽ニョッテハ Li~+ 吋→

He~+ Hfナル反應ニテ生ズa粒子或ヒハ Hf粒子ニヨル脈
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(3) 

第一図

今

·:.~·))戸
苓ゴ1l',,: • ・, 呪

動（蹴りヲ u電離槽ニョッテハU核分裂片ニヨル脈動ヲ夫々レ感
Illヤ

度ノ異ル状態二調節セル直線型増幅器ヲ用ヒテ計敷スルモノデア
ママ Ill字

ルガ後二記ス如ク測定技術二注意卜熱練ヲ致ス事ニョリ熱中性子

ニヨルLi原子核崩壊敷nゲ及ピU原子核分裂数nJノ比ヲ
信頼シ得ル正確度デ求メル事ガ出来熱中性子二対スルLi原子核

崩壊断面積 <1J八及ピ U核分裂断面積(1yノ比ヲ測定スル事ガ
出来タノデアル。

コノ場合ノ照射熱中性子敷ヲ Nトシ Li原子及ビu原子ノ
原子敷ヲ n仄研トシ試料面積ヲ Aトスレバ

9
a
 L
f
u
f
 

n

n

 

b
f
u
f
 

a

6

 

N

N

 

nLijA 

研/A

デアルカラ
aLi nLi nu 

?f =~/-;f 
ガ得ラレル

従ッテ今別二 6『ヲ測定シコレヲ知レバ直チニ叶ガ得ラレルノ
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(4) 

デアル。

コノ実瞼二於テ最モ注意スベキ点ハLi電離槽内Li原子崩壊

ノ際放出サレルa粒子並二m粒子ノ数卜 U電離槽内ノ U原子核
分裂粒子ノ数トヲ同ジ精度デ計敷測定スル事デアル。

我々ノ此ノ実瞼二於テハLi破壊粒子a及ピHf粒子ノ測定

ノ場合ハ増幅器ノ感度ヲバ相当高メテヰルノデアルガ増幅器ノ雑

音ヨリ来ル小ナル脈動二比シ確然区別シ得ル大ナル脈動トシテ計

敷スル事ガ出来コレニョリ熱中性子ニョルLi原子崩壊敷nfiヲ
精密二計測スル事ガ出来夕。又、 U原子核分裂測定ノ場合ハ増幅器

ノ感度ハ著シク低下シー個ノ a粒子ニヨル脈動ハプラウン管上ノ

零線二埋没セラレル程度二落シテ測定シタノデアル。コノ際U力

ラ出ル多クノ a粒子ニヨル高次ノ同次放電二基クモノト思ハレル

脈動ガ観測サレルガソレヨリハ逢カニ大ニシテ明カニ区別出来ル。

分裂粒子脈動ガ明確二観測シ計敷サレタ。カクシテ正確ナル

咋/afノ比ヲ得ル事ガ出来タノデアル。

実瞼値並二実瞼結果
Li電離槽ノ場合ノ a或ヒハHf粒子脈動敷ヲ明確二計敷スルタ

メニ増幅器第一員空管ノ遮蔽格子電圧ヲ変化シ調整シ増幅器ノ感度
旧字

ヲ次第二上ゲ同ジ中性子強度ノ状況二於テ計敷器ニカカリ来ル計

敷ノ変化ヲ検ベタノデアル。

ソノ毎 10分計敷結果ハ次ノ通リデアル。（第一表第一図）
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(5) 

ば計数管ノ増幅度卜

中性子計敷管能率トノ関係

n
 
500 

400 

300 

UrtllflUflO:) 

200 

100 

20 21 22 23 24 
V 

SG volts 

電離層ノ内面二塗布セル Li2C03並二 U30s ノ層ハ其ノ破壊

粒子乃至分裂粒子ノ到程二比シ遥カニ薄クコレ等粒子ノ資料中

ニテ止リ 終ルモノハ殆ンド無イ筈デアル。

然シコノ結果ヲ見ルト、増幅度ノ低イ間ハ電離層中悪條件ニ

現ハレ来ルH尺或ヒハ a粒子ノ脈動ハ未ダ充分増幅サレズ

録数器（八進法慎空管録敷器）ニカ>ラナイ程度ノモノガアル

事ヲ来シ、ソレガ増幅度ノ上昇卜共二次第二録数二懸リ来リ。

其ノ計数ハ或ル程度増ス事ヲ示ス。然ルニ SC.volts ガ21V

SG.volt Cd ナシ Cd アリ

20 283土22

21 3915士91 183土6

22 4029士12 205士8

23 4032士22 260土25

24 4817土73

第 表
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(6) 

カラ 23Vノ間ノ部分デハ粒子ニヨル凡テノ脈動ハ充分増巾セラ

レ計敷ハ残ス所ナク行ハレ一定トナル。コノ間増巾度ハ SG.volt

ノ変化卜共ニドンドン高クナリ、脈動ノ大キサハ直線的二増加ス

ルガ脈動ノ計敷ハ一定トナル。

更ニコレ以上増巾度ヲ高メルト、計数ガ増加スル。コレハ増巾

器ノ雑音ガ不要二増巾セラレ録敷器二入ル程度トナルタメデアル。

コノ一定計敷領域ノ存在スル事ハ、 Li崩壊ノ際a粒子或ハ

H1粒子ガ増巾器ノ雑音ヨリ充分大キク明確二区別サレテヰル事
ヲ示スモノデアル。コノ事ハ、ソノ時ノオシログラフ写員ヲ観レ

バ明瞭デアッテ疑フ余地ガ無イ。（添付写真参照）

Li6 + n°= H3 + a 反應二於ケル H3ノ到程ハ 5.7cm
a粒子ノ到程ハ 1.5cm デアル。然シテ計敷管内壁二塗布セ

ル Li2C03層 0.49mg/c面 ハ其空気相嘗厚味ハ約

0.4cm二嘗ルモノト思ワレル。

又、 Uノ分裂粒子ノ到程ハ約 1.8cm―-l.3cm程度デ、
Uヨリ放出サレルa粒子ノ到程ハ 2.7cmデアル。

一方計敷管内壁二塗布セル U30s層l.24mg/cm2ノ相嘗

空気層ノ厚味ハ分裂粒子二対シ 0.3cm程度卜推定セラレル。
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(7) 

Cd板有（増巾器雑音） Cd板無(Li6崩壊H叫a)

故ニコノ一定計敷領域二於ケル計敷條件二於テ電離槽ヲ覆フ Cd

（厚サ 1mm)ノ有無ニヨル計敷ノ差異ヲ計レバ、熱中性子ニヨル

Li原子核毎10分崩壊数 nゲガ正確二知ラレル。カクテ第一

表ノ示ス所二従ヒ一定計数領域穂計数約 50000ノ測定ニョリ

平均毎10分 ノ計敷 n『=3778土36
ヲ得ル。

次二 U3び電離槽ノ場合ハ、ソノ原子ヨリ出ル a粒子ノ脈動

ヲ押ヘルタメニ増巾器ノ感度ヲ充分落シテ、ソノ a粒子ノ高次ノ

同次放電ニヨル相嘗大キナ脈動モ充分小ニシテ、オシログラフ

デノ振レガ 1cm以下ニナル様ニシテ置ク時、電離槽ヲ覆ヘル

Cd板ヲトッテ、 U原子二熱中性子ヲ照射スルト、オシログラフ

デ高サ 4cm近イ充分大キナ脈動ノミガ増加シテ現レル事ヲ観

測シタ。コノ時 1cm以下ノ振レ（主トシテa粒子ノ同時放電卜

比較サレル様ナ小ナル振レ）ハ全ク増加ヲ見ナカッタ。即チ網分

裂粒子約 500個ノ計敷ニョリ平均毎 10分測定ノ結果ハ
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(8) 

Cd無

Cd有

-4cm 

2cm以上ノ振レ

53士3

1士0.4

ヲ示シタ。カクテ U原子核分裂粒子ハ 2cm以上ノ脈動トシテ明

瞭二観測スル事ガ出来夕。

Cd板有 (U原子a同時放電） Cd板無(U原子核分裂粒子）
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上ノ結果ヨリ熱中性子二対スル毎10分U原子核分裂敷Jヽ

n『=52土3

トナル。更二

恥 C03 66mg 中ノ Li 原子敷 nLi= 1.1 X 1021 
U30s 167mg 中ノ u原子敷炉=3.63 X 1021 

ヨリ熱中性子二対スル Li原子及ピ U原子核分裂断面積ノ比

ヲ得ル

(T 
Li n Li u 
-'fr=-{- n 一万
町町 n

= 24士1

故二、別二 6『ノ値ヲ知レバ外ノ値ガ得ラレルワケデア

ル。吾々ハ目下叶‘＇ノ値ノ測定ヲ別々二行ッテヰルガ今シバラ

ク諸観測者 (4)(5)(6)ニョッテ既二略一致シテ得ラレタ

咋=70 x 10-24 cm2 

ヲ用フレバ

6『=(2.9士 0.2)x 10-24 cm2 

ヲ得ル。
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(10) 

前二吾々ガ測定セル熱中性子二対スル U原子捕獲断面積ノ値

(,~=叶＋咄
= (4.0土2.1)x 10-24cm2 

ヲ用フレバU原子核ノ熱中性子吸収断面積ハ

。:I=(1.1土2.1)X 10-24cm2 
ナル値トナル。

コノ結果ヲ表ニスレバ

。~C u I af I a:f 観測者

3.2 12 I 1.2 Anderson, Fermi(l)等

1.3土0.45 Joliot t2)等

4.0士2.112.9士0.211.1士2.1 荒勝等

トナル

吟味
我々ハ此ノ寅験ヨリ

6『=(2.9士0.2)x 10-24cm2 

ヲ得タノデアルガ、コレハ Anderson等ノ測定敷 2x 10-24cm2 

ヨリハ少シク大デアル。

コノ我々ノ測定値ヲ用ヒルト、前二 Joliotノ測定セル

ッ砂=(7.0士1.4)X 10-24cm2 ヲ借用スレバ毎核分裂放
f 

出二次中性子数ハ

V = 2.4土 0.5 トナル。
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コノ値ハ Andersonノ測定値ヨリ推定セル Joliotノ値

II= 3.5士 0.7 ヨリハ遥二少イ

今参考ノタメ他ノ研究者ノ得シ IIノ測定値ヲ列記スレバ

v = 2 Anderson 等
= 2.3 Szilard 等｝

デアル

因二前二我々ノ測定シタ vxa『

I/ X叶>(4.8士3.0)x 10-24cm2 

ヲ用フレバ uノ値ハ

V > 1.7土1.0

ノ値デハ

トナル。然シコノ値ハ今日ヨリ批判スレバ実瞼上測定上ノ諸

困難ヨリ見テ最小限界値卜見ルベキデアル。

前二当研究室二於テ推定セシッノ値 2.6(萩原 (8))

並二 2.4(木村、花谷）ハ未ダ測定技術上初期時代ノ推定二

ヨルモノデ今日検討吟味ノ用二供スル事ハ妥当デナイ。

兎二角 uノ正確ナル測定ニハ尚更メテ測定スル必要ガアル。

我々ハ新二分裂観測用計数管ヲ作製シ強キ

D-D中性子源ヲ用ヒル事ニョリー層精化サレタル測定ヲ準備

シッ>アル。

本研究二用ヒタ中性子源ハ畏友故黒田秀博氏ノ好意ニヨルモ

ノデアル。其ノ研究費ハ文部省特別科学研究費並二海軍技術研

究所委託研究費二負フモノデアル。
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ココニ感謝ノ意ヲ表スル。

又実瞼技術上多クノ援助ヲ与ヘラレシ助教授理学博士木村毅ー氏

並二堀重太郎理学士、二感謝スル。
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ウラニウム原子核ノ熱中性子

捕獲断面積ノ測定

附網衝突断面積ノ測定

昭和二十年六月二十三日

荒勝研究室
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序論

ウラニウム原子核ノ熱中性子捕獲（吸収並ニ

核分裂ノ和）断面積ノ測定．附ソノ純衝突断面積測定

昭和二十年六月二十二日

(1945) 

荒勝文策

花谷暉一

木村毅一

ウラニウム原子核ハコレヲ中性子 (1)' 又ハ重水素核 (2)ヲ以テ衝撃シ或ハ

'Y量子 (3)ヲ照射スル事ニョッテ所謂分裂現象ヲ起シソノ核ノ核内エネルギー

ノ発散ヲ表ス事ガ明瞭トナッテヰル。コノ現象ヲ用ヒエネルギー源ヲ得ントス

ル可能性ヲ検討スル基本的数値ヲ測定スルーツノ過程トシテソノ核分裂断

面積ノ最モ大ナル，熱中性子二対スル捕獲断面積，分裂断面積の測

定ヲ行ッテ見タノデアル。 サテコノ現象ノ寅用化ノ問題ハーニコノ核分裂
IU字 Ill字

ノ連鎖的反應誘発ノ可能性ニアル。コノ現象ノ連鎖的反應が可能ナリヤ否
略ヤ

ヤヲ決定スル第一條件トシテハウラニウム原子核ガ種々ノ核反應ニョリ中性子

ヲ捕獲シ其中コレニョッテ自ラ分裂スル際二分裂スル際二分裂過程トシテ新二ニ次的中性

子ヲ放出スルガ其ノ放出中性子数ガ捕獲中性子数 l二対シ 1ヨリ大

ナルベキ事デアル。従ツテ熱中性子ノ範囲デコノ事ガ成立スルヤ否ヤヲ検ベルコト
略，f

ハ第一必要ナ事柄デアル。所ガコノ條件値タルウラニウム原子核ガ多クノ過

程ニヨリ熱中性子ヲ平均一個捕獲スル毎二分裂作業ニョッテ放出サレル中

性子ノ数ハ IIX CT『／（叶＋咄）デ表サレル。 但シ uハ核分裂毎

ノ放出二時中性子数、 叶及ピc,;:'Iヽ 夫々熱中性子二対スルウ

ラニウム原子核ノ核分裂及ピ吸収ノ断面積デアル。 故二核分裂連贔
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略ヤ

反應ノ第一條件式ハ

V X CT『/cr『＋吐>1 (4) 

或ハ

vxa『/a名>1 

デアル。

但シ U ac = a f + a;; プアッテ捕獲断面積卜呼ブモノプ
IR't 

アル。実際ハコノ條件式ガ事実成立シテモ核分裂ノ連鎖反應ガ起ルトハ

限ラナイ。 ソレハ此ノニ次中性子ノエネルギーハ非常二大デコレガ熱エネルギー

ニマデ減速サレル内二核分裂ヲ起サズニウラニウム原子二吸収サレ或ハ中性子

減速物質タル含水素物質中ノ水素原子二吸収サレ消滅シコノ放出中性子ガ

熱中性子ニナルマデニ 1ヨリ小トナル可能性ガアリ更二又ソレガ 1ヨリ大デア

ルニシテモソレガウラニウム原子二衝ッテ核分裂ヲ起サズニ系外二放散シ消

滅スル事ガアリ得ルカラデアル。 コレ等ノコトヲ考慮シテ責際核分裂ガ起リ得ルヤ否

ヤノ問題二対シ合理的考察及ビ賓瞼ハ実二必要デアル。 （コレ等ノ考察二

就イテハ Fliigge(5l、Perrin(6l及ピ Adler(7lノ考察計算ガアルガ後更メテコノ問

題二就イテ論述シタイ。）
略字

然シ今我々ハ先ヅコノ vxa『/a名>1ナル第一條件式ノ成
立スルヤ否ヤヲ実瞼的二確メ置ク必要ガアル。

I/ X afノ値即チ熱中性子二対スル（ウラニウム原子核分裂ノ際ノ）

二次中性子放出断面積ハ前二我々ノ測定シタモノデアリ又他ノ研究者ニョッテ

モ測定サレタ値ガアル。即チ

I/ X <, 『> (4.8土3.0)X 10-24cm2 
4 x 10-24cm2 

7 x 10-24cm2 

木村花谷(8)

Anderson等
(9) 

Joliot等(4)

一方叱二就テハ af 卜 a~ ガ別々二測定サレ a『=2 x 10-24cm2 : Anderson, 
Fermi等 (10)
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咄=1.0 x 10-24cm2 

= 1.2 x 10-24cm2 : Anderson, Fermi等(11) 

= (1.3士0.45)x 10-24cm2 : Joliot, Kowarski等(12)

ガ得ラレテヰル。 Anderson及ピJoliot等ハコレ等ノ値ヨリ判断シ 11X a『/a名>1
旧字 略字

ヲ満足スルモノト推定シコノ現象ノ連鎖的反應ノ第一條件ハ成立シテヰルト言

明シテヰル。更二別二Anderson,Fermi, Szilard<13lハ200KgノU30s

ヲ使用シテ半寅用的ナ責瞼ヲ進メ、放出二次中性子ガ熱エネルギーニナル

マデノ核分裂ヲ伴ハザルウラニウム原子ヘノ吸収ニヨリ減少スルコトヲモ含ンダ

測定値即チ穂捕獲過程ニョリ平均熱中性子一個捕獲スル毎二放出

サレル中性子中ウラニウム原子卜共存スル水素原子ニョリ減速サレ一部吸収

サレテ後尚残リトシテ得ラレル熱中性子数ヲ測定シ、ソノ値 1.2ヲ得夕。

又コレヨリ逆二計算ヨリ vxa『/ag= 1.5 ナル値ヲ得テヰル。
18字 略字

コレ等諸外國ノ人々ノ測定ノ結果ヲ見ルト連鎖反應ノ第一條件式

ハ成立セルモノト見ラレル。然ルニ一方 6名ヲ直接測定シタ多クノ研究者

ノ結果ヲ通覧スルニ

ac u = (2士4) x10-24cm2 Reddemann等(14} 

＝ 5 x10-24cm2 Anderson等（ 9) 

＝ 5.9 x10-24cm2 Thomson等(15) 

＝ 9.6 xl0-24cm2 萩原(16)

= (ll士3) x10-24cm2 Whittaker等(17} 

略字

ノ値ガアル。コレト前記 ノ諸値トヲ組合セルト多クハ第一
旧字

條件式卜成立ガ不可能デアルト思ハレ原理的二核分裂ノ連鎖反應ノ可

能性ノ否定サレタ結果トナッテ来ル。
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略字

ソコデ我々ハコノ第一條件ノ成立スルヤ否ヤヲ明確ニスルタメニ更メテ

agノ測定ヲ行ッタノデアル。 以下報告スル如ク本寅瞼二於テ得夕測定
結果ハ

a名=(4.0士 2.1) X 10-24 crn2 

トナッタ。コレヲ前二吾々ノ得タ

1/ X a『>(4.8士 3.0)x 10-24 cm2 

トヲ使ヘバ

l/ X a『/a名=1.2 
18字 略字

ナル結果トナリ、従ッテ核分裂ノ連鎖反應ノ第一條件ハ満足成立

セル結論ヲ得タノデアル。

猶、 コノ叱ノ測定ニイテ於テハ他ノ多クノ研究者ハ先ヅ熱中性子二

対スルウラニウム原子ノ練衝突断面積 6出ヲ求メ 更二別ニソノ散乱

断面積 (T~catt ヲ測定シテ 6名＝びfat ― u~catt ヨリ u名ヲ得
テヰルノデアルガ我々ハ光デufotヲ測リ更二熱中性子二対シテハ散乱
ノミ行ヒ吸収ヲ行ハザル鉛 (21)(23)二対スル o盆ヲ測定シ次ニウラニウム及ピ鉛

資料ノ位置ヲ変へ異ッタ位置二於ケルソレゾレノ見掛ケ練衝突断面積

ヲ測定、比較シテu名ヲ求メタノデアル。即チ吐らttノ測定ヨリ推定スル事

ヲセズ鉛ヲ仲介シテ直接 6名ヲ得夕所二新シイ試ミガアルト思ハレル。

更二 6出ノ値ハ熱中性子ノウラニウム中ノ平均自由行路ヲ決定ス
旧字

ルモノトシテ、核分裂ノ連鎖反應ノ考察二重要ナモノデアリ多クノ人々二

ョッテ測定サレタモノデアル。 此所二得夕値ハソレ等ノ測定卜良ク一致スル

モノデアル。

寅瞼方法
鴫字

賓瞼・幾何学的條件ハ第一図ノ如キモノデアル。

即チ半経20cmノバラフィン中性子砲ノ内部二蔵メラレタ 50mg
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Ba+ Be中性子源ハ大略平衡ナ中性子束ヲ射出スル。コノ中約 10%ハ

熱中性子デアル事ハ簡単ナル測定ニョリ既二知ラレル。（此ノ際 Raヨリ出ル

'Y線ニヨル係数ヘノ影響ハ中性子砲中ノ厚サ 15cmノ鉛塊ニヨリ殆ンド

除カレル。）熱中性子ノ検出ニハ既二前二報告セシ通リ BCh瓦斯約一

気圧二封入セル有効体積 848cm3ノドーナッツ型電離槽二道線型

増幅器ヲ直結使用シタ。 中性子砲ノ開口以外ノ前面ハ厚ガ 1cmノ

硼ニテ遮蔽シコレト厚ガ 1mmノCd板ヲ覆ヘル BCd電離槽トノ間ハ

厚サ 1mmノ同心円塔ニテ包ミ熱中性子流ガ環状ノ部分ノミヲ通ル如ク

シテアル。 コレ等ノ事ニョッテ測定ノ幾何学的條件ハ非常二良クナッテヰル。

賓瞼二於テハ BCh電離槽ヲソノ前面カラ中性子砲ノ前面マデ70cm

離シテ置キ、夫々 1762grU30s及ピ 2000grPb試料ヲ厚サ0.5mm
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ノ薄鉄板容器二入レ（試料面積共二 529cmりコレヲ必要二應ジ電離槽

ヨリ 30cmノ所（コレヲ Iノ位置卜名付ケル）及ビ電離槽直前 (IIノ位置卜名

付ケル）二置イテ中性子強度ヲ計数スル方法ヲ用ヒタノデアル。

Iノ位置二於テ、 U30s及ピPb試料ヲ厚サ lmmCd遮蔽板ノ有無二

ツイテ熱中性子ヲ照射シ、ソノ透過度ヲ測定スル事カラ熱中性子二対スル

各試料ノ穂衝突断面積ヲ得ル。更二IIノ位置に於テ、ソノ位置ニ

於ケル見掛ノ穂衝突断面積ヲ測定シ Iノ位置カラ値ノ変化ヲ知
リ鉛、熱中性子二対シテハ散乱ノミ行ヒ吸収ハ伴ハレザルト云フ事カラ (21)(23)

U30s二対スル熱中性子ノ捕獲ノ断面積ノ測定値ヲ得タノデアル。

即チ Iノ位置二於テ試料容器卜同ジ薄鉄板注入アルトキノ中性子

計数ノ Cel板ノ有無ノ差ヨリ Iノ位置二於ケル熱中性子数強度Nr

ヲ得ル。次二 U30s試料ノアルトキノ中性子計数ノ Cd遮蔽板

有無ノ差ヨリ、試料 U30sヲ透過セル熱中性子強度 N平ヲ得ル。

同様二 Pbノ場合ノ熱中性子強度ヲ Nやトスル。但シ各試料ヲ通

過セル後ノ中性子ハ試料容器ノ後方ノ薄鉄板ノ影響ヲ受ケルカラ、コ

レ等ハ員ノソノ場合ノ透過熱中性子強度ヲ輿ナイ。コレヲ補正スル

タメニ Iノ位置二薄鉄板1枚置キ（計2枚）ソノ場合ノ熱中性

子強度 Nやヲ測定スル。

コレヨリ、員ノ各試料透過熱中性子強度ハ

N『＝凡 Nr
炉 -N平， N炉＝” 

トナル事明カデアル。

•N炉

今、 U30s及ピPbノ穂原子数ヲ知.n尺 nPbトシ試料面積ヲ A

トスレバ、 U30s及ピPb二対スル熱中性子線衝突断面積叶；t1 afoょ
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ハ夫々次ノ式ヨリ得ラレル。

Nf = Nie―"批 X詑 /A,

Nfb = Nie―c岱げnPb/A， 

.・. a似＝袷log鈴
Pb 

.. atot1 = A N ァ log姑
1 

次二IIノ位置二於テ同様ニIIノ位置二於ケル見掛ノ線衝突

断面積咄t2'a比ガ測定出来ル。

サテ、 Pbハ熱中性子二対シ散乱ノミ行ヒ、吸収ヲ行ハザルモノト

思ハレル事 (21)(23)ヨリ上二得夕各穂衝突断面積ハ次ノ如ク書ク事ガ出来ル。

O似＝咄P+ k1a~att 

必2= 咄戸知~catt 

<, Pb tot1 

<, Pb tot2 

= k k2 <,Pb scatt 
= k k2 <,Pb scatt 

但シ咄PIヽ 熱中性子二対スル U30s原子核ノ示ス捕獲断面積

afcattヽ O'scattIヽ 熱中性子二対スル U30s原子及ピPb原子ノ散乱

断面積 k1k2 kハ夫々、幾何学的條件ニョッテ決定スル常数デアル。

上式ヨリ容易二

Pb U Pb U 

a 
u atot atot - atot atot 
cap = 1 JJb2 JJb2 t 

atot1 - atot2 

ヲ得ル。又叫t1a此ハ Iノ位置ノ幾何学的條件ノ良イ事カラ

k1 = 1, k = Iデアリ Iノ位置デ測定サレタ綺衝突断面積ハ員ノ穂衝
突断面積卜見テヨイ。カクシテ上記責瞼方法ニョッテ各断面積ガ得ラレル

ノデアル。

此ノ実瞼デハ比例増幅器ノ電源ニハ十分満足ナ Gingrich式電圧

安定装置ヲ持ツ交流電源ヲ用イタ。 測定中ハ中性子計数電離槽二

平衡シテ増幅器二附セルa計数管二標準酸化ウラニウムノ a源ヲ用イテ

常二増幅感度ノ一定ヲ保ツ様調整ヲ行フト共二上記熱中性子強度

N1, N{u, N四， Nや等ハ常ニー分毎二交互二計数シ上記注意ニモ
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拘ラズ起ル増幅器感度ノ動揺ニョル影響ヲ避ケル様努カシタ。

猶、中性子計数ハカルー分計数ヲ合セテ十分計数トシテ表ハシタ。カクシ

テ得ラレルコレラ十分計数値トシテノ各中性子強度ノ平均ハ多クノ回（ママ）

数ノ測定二対シ何レモ2%以下ノ測定誤差ヲ持ツニ過ギナイ。

実瞼値
上記実瞼方法ニョッテ得ラレタ、 Iノ位置二於ケル毎十分中性

略ヤ

子計数ハ第一表ノ如クデアル。

試料 Cd 無 Cd 有 差（熱中性子）

無シ (Fe一枚） 1023士4 379土2 644士4=N1

UaOs 862土3 371士4 491士4=Nt

Pb 901士4 364土2 537士5=N四
Fe(Fe計二枚） 993士3 382士2 611土4=Nr

蕃—表
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熱中性子二対スル酸素原子練衝突断面積 CT~= 3.3 X 10―24cm2(20) 

トスレバ熱中性子二対スルウラニウム原子核練衝突断面積及ビ鉛

原子核ノ縮衝突断面積ハ夫々

トナル

必=(22.5士0.5)x 10-24cm2 
心 =(11.4士0.3)X 10-24cm2 

コレ等測定結果ヲ他ノ研究者ノ観測値卜比較シテ表二示スト次

ノ如シ。
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試料 Ut戊 O'scatt Ucap 

U{metal)+ 23.1士0.5 12士3 11士3 Whittaker等 (17)

U(metal) 23.3士0.5 Dunning 

U(島〇s) 20土2 Goldsmith等 (19)

U(いOs) 22士3 20士5 2士4 Reddemann等 (14)

U(U30s) 22.5士0.5 18.5士2.1 4.0土2.1 Arakatsu. Hanatani 

Kimura. 

U(UaOs) 3.2 Fermi <10>等 (11)

U(UaOs) 5 Anderson等 (9)

U(U30s) 5.9 Michiels等 (15)

U(U30s) 9.6 Hagiwara (16) 

Pb 8.6 Dunning等 (20)

Pb 12.5 Goldhaber等 (21)

Pb 9.2 Mitchell等 (22)

Pb 11.4士0.2 Arakatsu. Hanatani 

Kimura 
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上ノ値ヲ用ヒルト各場合二於ケル熱中性子強度次ノ如シ。

照射熱中性子強度 N1 = 
島Os透過熱中性子強度 Nf = 

Pb透過熱中性子強度 Nfb = 

4

6

8

 

士

士

士

4

0

7

 

4

1

6

 

6

5

5

 

＝

＝

 

b
 

u

p

 

Z
1
N
f
 

沿
z母
Nl

又 U30s1762 grノu原子数糾=38.5 X 1023 
U30s 試料面積 A = 529 cm2 

ノ値ヨリ熱中性子二対スル Iノ位置二於ケルU30s練衝突断面積
u 
atot1ハ
心＝沙 log奇=(31.3士0.5)X 10-24 cm2 
ヲ得ル。 コノ値ハニ年前著者等ガ豫報的二測定セシ値

(41士5)X 10ー24cm2ョリハ著シク精化サレタモノデアル。

又 Pb 2000 grノPb原子数が'b = 58.6 X 1023 
Pb 試料面積 A = 529 cm2 

ノ値ヨリ熱中性子二対スル Iノ位置二於ケルPb穂衝突断面積

af::1ハ

心 =~log 恙 ={11.4 士 0.2) X 10-24cm 

トナル

次二IIノ位置二於テ次ノ如キ毎10分計数ヲ得夕。

コレ等ノ値ヨリ IIノ位置二於ケル各熱中性子強度次ノ如シ

照射熱中性子強度

店Os透過熱中性子強度

Pb透過熱中性子強度

N2 = 

Nf = 

N2 匹 ＝ 

＝
＝
 

b
 

u

p

 

9

2

9

2

 

N

N

 

恙
z凡炉

651土6

557土9

600士10
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試料 Cd無 Cd有 差（熱中性子）

無シ (Fe一枚） 1031土5 380士5 651士6=N2

U30s 912土6 371土5 541士B=Nt

Pb 951士6 369士5 582士8=N四
Fe(Fe計二枚） 1012士6 380土5 632士B=N{e

略字

第 二表

コレ等ノ値ヨリ Iノ位置ノ場合卜同様ニシテIIノ位置二於ケル各

見掛ノ網衝突断面積

心=(21.4士0.4) x 10-24cm2 
6仇= (7.2土0.2) X 1Q-24cm2 

ヲ得ル。 上二得夕各純衝突断面積ヨリ熱中性子二対スルUaOs

捕獲断面積 6はPヲ得ル。 即チ

Pb U 

a u ＝ 
びtot • atot ー心•心

cap'p'f,  Pb2'  
釘ー 0-2

= (4.3士2.1)x 10-24cm2 

コノ値ハ酸素ヲモ含ムモノデアルガ熱中性子二対スル酸素原子

捕獲断面積 ao = cap 0.1 X 10-24cm2(23)トスレバ熱中性子二対

スルウラニウム原子核捕獲断面積叱ハ

叱=(4.0士2.1)x 10-24cm2 
ヲ得ル。

猶 I ノ位置二於ケル穂衝突断面積叶~t1 , at:, よハ幾何学的
條件カラ員ノ縮衝突断面積ヲ輿ヘルモノト思ハレルモノデアルガ
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吟味

コノ実瞼ニオイテ得ラレタ aね， aばハ大体他ノ観測値卜

一致スルガ、 6名ノ値、 (4.0士2.1)X 10-24cm2 ハコレヲ叶卜 a~

ノ和トシテ、 町，叩ヲ別々二測定シテ得ラレタ他ノ研究者ノ興

ヘシ agノ値ヨリ少シ大デ、直接観測サレタ他ノ観測者ノ測定値ヨ
リハ一般二小トナッテヰル。

此ノ実瞼ノ結果前二我々ノ観測セル vxa『=(4.8士3.0)x 10-23cm2 
ヲ用ヒルト、ウラニウム原子核ノ毎熱中性子捕獲ノ際放出サレ

ル中性子数

vxa『/er名＝村=1.2 

トナリ更二実数均一 UaOsニタイスル 吐；P = (4.0士2.1)X 10-24cm2 
ヲ用ヒテモ尚

vxa『／心＝峠=1.1 

トナル。
Iii'/ 略'(

故二此ノ測定結果ヨリ核分裂連鎖反應ノ第一條件ヲ成立セル事

ヲ見タノデアル。 然シ更ニコノ新タニ放出サレタ 1,2個ノ速中性子

ガ熱エネルギーマデ減速サレル間二 25 volts所迫デ起ル強イ

共鳴吸収（核分裂ヲ伴ハザル）ノ為二消滅シ、 1個ヨリ以下ニナレバ
lll'i' 

事実上連鎖反應ハ起ラナイノデアル。 コレガ1個以下ニナラナ

イタメニハ ソノ共鳴吸収帯ヲ通過スルトキソノ 84%以上ガ

無事通過シテ熱エネルギー域二達ス必要ガアル。 コノ通過度ハ

直接実瞼及ビ 共鳴エネルギー、共鳴吸収断面積ノ大サ 吸収帯
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ノ幅等ノ知識ヨリ計算ニョッテ得ラレルガ、実際多クノ研究者ノ

直接測定ノ結果通過度トシテ

(84士3) % 

80 % 

85 % 

Joliot等 (12)

Anderson等 (13)

Perrin (6) 

ヲ得テヰル実状デアル。 コレラノ数値並二上二我々ガ得夕結果
Ill'? 

ヨリ結論トシテ実際上連鎖反応ハ起リ得ナイトハ断言出来ナイ。

此ノ事ハー一、前二得タ 1/ X O'U 
f ノlowerhm1t ノミヲ輿ヘル

卜思ハレルカラデモアル。 従ッテ今後、レ・uuノ精密正確ナル

測定ヲ行フト共二Uノ共鳴吸収係数散並二共鳴ノ幅等、正確ナル

知識ヲ得ル事ガ重要トナルモノデアル。 又特二必要ナル事柄ハ

中性子ノ逐時減速サレルニ当リ u23sノ共鳴吸収帯ヲ通過スル状況

ニ関シ立入ッテ研究ヲ行フ事デアル。

最後二本研究ヲ遂行スルニ当リテ海軍技術研究所研究費並ニ

文部省特別科学研究費二負フ所多カッタ。 又、中性子源ハ

研究者ノ一人（荒勝）ガ畏友故黒田秀博氏ヨリ受ケシ好意ニヨル

モノデアル。 尚本研究ノ実瞼二際シテハ理学士堀重太郎氏

研究学生高井宗三氏ノ助ケヲ得夕。 コ＼ニコレ等イズレニ
略字

対シテモ甚深ノ感謝ヲ表ス次第デアル。
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金属ウラン製造法
戦時研究 F研究
京都帝國大學教授研究員
岡田辰三

(1)研究目的

邦化ウラン製造原料トシテノ金属ウラン粉末ヲ工業的二製造スル

ニアリ。

(2)研究成果

ウラン化合物又ハウラン酸化物ヲ原料トナシ、 5KF・U02凡ヲ

経テ KU凡ヲ温式法ニテ造リ、コノモノゞ熔融塩ノ電解ヲ行

ヒテ、電流効率60~ 65%程度ニテ連績的ニウラン金属粉末
ノ製造可能ナル事ヲ確メタリ。

(3)研究ノ詳細

金属ウランヲ得ル為ニコレ迄UCl4、U02等ヲ Na、Ca、又

ハC等にて還元ヲ行ヒタルモ、最モ優レタル方法ハ熔融塩ノ電解

卜思考シテ次ノ方法ヲ採用セリ。

（イ）原料KUFsノ製造

硝酸ウラン [U02(N03)・6比O](U含有量47.4%) 100gヲ

ヲ400ccノ水二溶解シ、之二 KF92g (理論値ノ約 1.7倍）

ヲ300ccノ水二溶カシタル液ヲ加へ、 5KF・2U02凡ヲ沈殿
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セシム。
誤字

コレヲ濾過冷水ニテ洗漑シタル後、熱水約 1立ニテ再ビ溶解

セシメタル後、蟻酸200ccヲ加ヘテ太陽光線二嘗テル。還元

反應ガ進行スルニ従ッテ CO2ノ気泡ヲ生ジ、反應ハ進ミ KUF5

ノ沈殿ヲ生ズ。反應終了後モ、尚液ガ黄色ヲ呈スルナラバ、更

二蟻酸ヲ添加シテ日光二晒シ、全部KUF5ノ沈殿ハ 100℃ニテ

乾燥ス。 KUF5 ノ収得量ハ92%程度ナリキ。

（口）電解工程

電解槽トシテハ、ベークライトヲ浸マセテ燒成セル黒鉛均禍

ヲ使用ス。大サハ内径6cm、深サ 13cm、厚サ1cmノモノデ

アル。陽極トシテ堪禍ヲ使用シ、陰極トシテハ、モリプデン板

ヲ使用シ、陰極ノ電流密度ハ 100~ 150 am/ dm2トセリ。

電解浴トシテハ、 NaCl200g、CaCh180g = KUF 5 30g 
ヲ溶解セリ。電解條件トシテハ、温度770~ 780℃、電解電圧

5V、lOAニテ大体30~45分毎二電解シテ陰極ヲ引キ上

ゲ、次二KU凡ヲ補充シテ電解ヲ継績スルエ程ヲ取リタリ。

（ハ）熔剤卜共二引キ上げタル陰極ハ冷後、水中ニテ溶剤ヲ溶

解シ、比重ニテ酸化物、炭素粉卜分離シ、後5%CH3COOH 

ニテ洗ヒ再ピ水ニテ洗灘シ、浮遊物ヲ除キ、注意シテ乾燥ス。

lOA、30分間ニテ毎回6~7grノ金属粉末ヲ得タルニ就キ、

電流効率ハ60~65%ナリキ。
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（二）金属粉末ノ純度

試料金属ヲ硝酸二溶解シ、 NHぶl卜NH40Hニテ沈殿セシメ

灼熱(800~900°Cニテ 2時間）後、 U30sトシテ秤量セル

結果ハ下表ノ如シ。

Metal-U採取量 IUaOs I U純度
No.I I 0.20470 0.23395 96.9% 

~ No.3 0.35436 王0.35437 99.5% 
又、同試料ヲ員空中ニテ秤量シ、後、酸素ニテ酸化シ、員空中

ニテ秤量ナシテソノ酸化物トセシ酸素増量ヨリ試料金属粉末ノ

純度ヲ検シタルニ、上記化學分析卜試料番号ノ同一ノモノニ

就キ、下記ノ如キ結果ヲ得タリ。

酸化物ノ色 採取量 脱着量 酸化物中 酸素含量

ノu （採取量基準）

No.I 灰緑色 0.0918g 7.19% 0.0772g 9.39% 

No.2 II 0.0960g -4.583% 0.0881g 8.23% 

No.3 II 0.0924g -6.06% 0.0893g 3.36% 

(4)今後ノ方針

今少シ大キナ柑渦ヲ使用シ、瓦斯炉ニテ加熱シ電解ヲ行ヒ、金

属ウランヲ多量二造リ、工業的製造ノ指針ヲ得ントス。

且、浴組成並二金属粉末ノ純度向上二尚一段ノ研究ヲ進メン
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昭和20年7月21日
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博士論文梗概





第2次大戦期日本の科学技術動員に関する分析

ー旧日本海軍の電波兵器開発過程を事例とした一

On the Japanese Mobilization of Science and Technology in the World War II 

・A Case Study: Japanese naval radar・ 

河村豊

Kawamura Yutaka 

1 . 解説

本論文は， 2001年 11月に学位認定された学位申請論文「旧日本海軍の電波兵器開発過程を

事例とした第2次大戦期日本の科学技術動員に関する分析」を要約したものである．主として同

論文の序論および各章の小括を利用した．したがって，詳細な内容に関しては本体の論文および

この論文作成のために発表された主要論文をご参照いただきたい I).

2. 研究の背景

第2次世界大戦中に，電波兵器，核兵器，生物化学兵器など物理学や化学，生物学の知識を応

用した各種の新型兵器が開発され，これら新型兵器開発を促進するために，従来までの新技術開

発方式とは異なる新しい方式が，日本を含むアメリカ，イギリス，ドイツなどで実施された．例

えば，物理学の知識を利用する電波兵器や核兵器などの場合，既知の科学知識を応用するという

手法に止まらず，開発に必要な工学的原理を解明する必要から，研究者に特定の基礎研究を実施

させる対策が取られ，また短期間に開発する必要から，計画的で大規模な開発体制が組織された．

新兵器開発に向けたこうした新しい方式は，兵器開発における科学者動員や戦時研究動員，科学

技術動員あるいは戦時研究開発などと表現され，戦時中の兵器開発のあり方を示す特徴として，

さらに戦前の科学研究制度を組み替える起源や戦後のプロジェクト型研究開発の起源を知る特

徴として近年，注目されてきている．

日本の場合では，戦時中に電波兵器や核兵器を開発するために，物理学者などを動員する特殊

な兵器開発方式が取られた．しかし兵器開発そのものの成功には直接にはつながらなかったこと

や，敗戦後に軍の兵器開発組織が解体されたことなどの理由で，日本の戦時科学研究および技術

開発の動員形態には，これまで強い関心は払われてこなかった．一部には戦時期における各種の

開発体制，人材養成，工業技術などが戦後復興期の日本に役割を果たした点，戦時中の技術開発

のあり方が戦後日本の技術開発や科学技術政策などを形作る歴史的条件となった点，生物化学兵

器や原爆などの非人道的兵器とされる技術開発の実態を明らかにする点などの関心から，戦時中

の日本における兵器開発について分析が行われている．しかし，これまでの歴史研究では，敗戦

直後に連合国側が行った技術調査や開発を担当した1日軍事技術者らの証言資料や見解をもとに，

旧日本陸海軍の上層部が非合理的な判断をおこない開発の妨害となったことや，各省庁や陸海軍

が縦割り組織に固執して統合的な開発組織を機能させなかったという側面が強調されてきた．し

たがってこうした議論には，回想録などの資料に頼り過ぎているという実証面での弱点に加え，

技術開発能力を高めるためには中央統制型の技術行政組織の設置が唯一の方法であるとの前提

を単純に日本に当てはめるなど，分析視点の面でも弱点が存在している．技術開発能力を短期間
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に拡大させ，具体的な成果を生みだすための対策は，その国ごとの歴史的な条件や戦時下の人員，

物資などの条件で決まるもので，アメリカと単純に比較を行うことや，単なる理想型を探求した

議論では歴史分析にはならないだろう．したがって，戦時期の科学研究や技術開発の特徴を評価

するためには，まず日本の戦時期における新兵器開発が具体的にどのように実施され，どのよう

な戦時対策が取られたかについて実証的に明らかにすることが必要である．さらにこうした実証

分析を踏まえて，戦時中の日本の科学研究や技術開発に関する特徴を議論することが必要となろ

う．

こうした問題意識を基に，本論文では，戦時中の新兵器開発の事例として，旧日本海軍の電波

兵器開発，主としてレーダー開発について取り上げた．日本のレーダー開発は陸軍でも行われた

が，海軍は当時の同盟国であったドイツでさえ行っていなかったマグネトロン利用のマイクロ波

レーダーを開発し，そのために核物理学者を動員した．この点は，新兵器開発に見られる科学者

動員の特徴を分析するための典型事例として利用できる．さらに海軍のレーダーに関する新資料

を初めて本格的に利用できたことも，この事例を選んだ理由の1つである．新たに発見した資料

の内，特に財団法人史料調査会（東京都品川区上大崎）が所蔵してきた旧海軍技術研究所電気研

究部関係の技術資料類は，海軍のレーダー資料としては極めて重要な資料群であり，本研究によ

って初めて公開されたもので，本研究にとっても資料面で不可欠の要素となっている刻

3 関運する研究史の検討

以下，本研究分野に関わる従来までの研究を検討し，本論文で取り扱う研究課題を示すことに

したし'・

(1)科学技術動員の制度史ついての検討

①中央研究機関の考察

戦時中の日本の科学技術動員体制に対する最初の考察は，合衆国科学情報調査団（通称コンプ

トン調査団）の調査に基づいて行われた 3). 陸海軍および技術院，大学，その他の研究機関に対

し，主として 12項目についての研究開発状況を調査した 4). こうした調査の結果として下され

た評価は，陸海軍と民間の科学者とを結ぶ適切な研究連絡機関あるいは研究行政機関がなく，技

術院はその機関としての機能を果たさず，結果としてその成果もアメリカに比べ見劣りするもの

であったという賊ここで示された内容は，日本の研究開発結果や潜在的能力を評価するものと

いうより，新兵器開発を遂行した研究開発組織の機構そのものへの評価に絞っている．その背景

には，個々の兵器に関する技術情報は，合衆国陸軍の調査団 6), 合衆国海軍の調査団 7), 極東空

軍の調査団 8), さらに戦略爆撃調査団 91' などがそれぞれ調査・収集していることがある．した

がって，コンプトン調査団は，研究開発組織，主としてアメリカ合衆国で設置された OSRDに

相当する組織の割り出しとその機能分析を行ったもの評価できるまた，日本の陸海軍部の独善

的な対応とそれによる科学技術への無理解という日本軍部批判という役目も果たしている 10)_

しかしこれは，新兵器開発の中心には，軍部研究機関と外部の研究機関とを結ぶ協力機関や中央

統制機関の存在が不可欠であったという前提に立った評価でもある．歴史方法論からみれば，研

究開発能力の中央統制機関還元論ともいえる．研究開発推進において中央統制機関方式が唯一の

制度ではないことは，戦後のアメリカの科学技術政策を見ても今日では明らかとなっている lll.

それゆえ，当時の日本がどのような独自の体制で新兵器研究開発を行ったのかという実態を明ら

かにする課題が残っている．

②科学者動員と科学体制化論
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1973年に発表された広重徹『科学の社会史ー近代日本の科学体制』は，明治以降の近代日本

の科学体制を論じ，その中で 1930年代から戦時期にかけての，日本学術振興会，や文部省科学

研究費，科学動員計画要綱さらに決戦体制化の科学動員などについて総括的に論じ，科学者の側

から科学動員の意味を分析している．興味深い分析視角としては，戦前，戦中の科学動員に関し

て，それまでの大学等の研究体制が合理化・近代化され，戦後の学術体制発足に大きな影響を与

えたと論じている部分である 12)_ しかし，科学活動が現存の社会体制に全面的に依存し，規定

されると唱える「科学の体制化」論は，科学活動の部分を制度面だけの考察から検討した限界と

して批判する必要があろう．

③科学技術動員体制に関する近年の研究成果

1980年代後半以降，戦時中の科学技術動員に関わる新たな資料が公開され，これまで当事者

の体験的資料に寄りかかっていた議論が，ようやく実証的な研究に進展することになった．年代

順にみると，大淀昇ー『宮本武之輔と科学技術行政』 (1989年）では，企画院の科学技術動員行

政に関わった宮本武之輔を通して，科学技術新体制確立要綱の成立過程を明らかにしている 13)_

また，山崎正勝「わが国における第二次世界大戦期科学技術動員」 (1994年）および，YAMAZAKI,

Masakatsu ,'、TheMobilization of Science and Technology during the Second World War in 

Japan " (1995年）では，元技術院総裁であった井上匡四郎の新たに公開された文書を用いて，

技術院を中心とした科学技術動員の実施状況を実証的に明らかにしている 14). さらに，永野宏・

佐納康治「学術研究会議第 1部の戦時研究班」 (1997年）では，学術研究会議の中に戦時中に設

置された戦時研究班の活動を個別的ではあるが検討している 15)_ 市川浩『第二次世界大戦期に

おける日本の戦時科学技術研究の実態に関する実証的研究』 (1999年） 16) および田中浩朗「研

究動員会議と「戦時研究」」 (1999年）同，「技術院の「科学技術総本部構想」」 (2000年） 17) で

は，技術院を中心とした戦時研究の課題や新たに設置された研究動員会議の活動を実証的に明ら

かにしている．また関連する研究では，河原宏 (1975年， 1976年） 18) および沢井実 (1991

年， 1994年） 19) もある． しかし，こうした成果にも関わらず，戦時期における科学技術動員

で大きな役割を果たしたとみなせる軍部の技術開発さらに研究者動員を含む科学技術動員との

関連が検討されていないため，当時の科学技術動員活動全体における技術院，研究動員会議など

の活動の意味，役割が不明なままとなっている．戦時中の軍部の技術開発，科学技術動員の実施

に関する実証的な研究を行う意義がここにある．

(2)兵器開発史

①開発当事者による技術調査，回想記

日本敗戦時にアメリカを中心とした技術調査団が行った活動と平行して，旧陸海軍の技術系士

官らによる技術調査も行われた．例えば，陸軍における航空技術 20), 化学兵器 21), 海軍におけ

る造船技術 22), 造機技術 23), 電気技術 24) などの調査記録が残されている．これらの一部は，

アメリカ軍の技術調査に関連した回答書，軍人の恩給算定のために作成された資料，また軍事技

術の散逸を防ぐことを目的とした資料など，その目的は多伎に渡る．戦時中の資料の多くは焼却

されたために，軍事技術に関わる一次資料に準じた価値をもつものもあるが，現場担当者の回想

が多く，開発計画全体を見渡す記述や，外部研究者の活動を示す科学技術動員面での記述はきわ

めて少なく，また記述内容の根拠を示す資料提示に欠けている．

②戦史としての分析

防衛庁による戦史分析の中に兵器開発体制に直接触れた文献がある．防衛庁海上幕僚監部調査

部『日本帝国海軍の研究ならびに開発 (1925・1945)』(1956年）である 25). 海軍に限定してあ
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るが，海軍技術研究所各研究部，海軍工廠内の各研究部，実験部，海軍技術廠の組織概要や，研

究計画や開発研究の一覧，技術開発に関わる組織概要がまとめてある．また，防衛庁防衛研修所

戦史室編『戦史叢書』の一部には，兵器開発に関わる考察が行われている部分がある 26)_ ただ

し，その多くは，軍戦備から見た兵器開発および配備を解説したもので，技術開発の組織構造や

実態に関わる分析は行われていない．

③科学者が参加した新兵器開発の歴史

軍部が開発した兵器の中で，特に大学所属の研究者等が基礎研究を通して参加した兵器につい

ては，近年になって実証的な研究が行われている．例えば生物兵器 27), 化学兵器 28), 原子兵器

（原爆） 29), 電波兵器あるいはペニシリン 30しなどの開発に関する実証的な調査・研究につ

いては，軍内部における開発過程が部分的ではあるが明らかにされつつある．ただし，これらの

研究は，もっぱら開発現場における個別的部分の分析に限定されており，研究開発過程における

研究者の動員形態やその運用実態などは，考察の対象とされていない．

(3)電波兵器開発史

電波兵器は，第2次大戦が始まる直前にイギリスにおいて航空機の早期警戒用の電波装置（い

わゆるレーダー）として開発された．日本では，当時の資料が不足していたことから，主として

当事者による回想的記述を根拠に，電波兵器開発史が論じられてきた．主要な文献は，陸軍では，

佐竹金次の記述および『日本無線史第9巻』 30,海軍では伊藤庸二，鮫島素直，松井宗明らの記

述および『日本無線史第 10巻』である 32)_ さらに当事者等による資料収集活動 33) や，関係者

等への聞き取り調査による記述がある．中川靖造の著作は多数の関係者らとのインタビューを踏

まえて，海軍における電波兵器開発の実情を明らかにすることに成功している 34)_ 近年では，

新しい資料を利用した研究も行われている．前島正裕は新たに公開された大野茂資料を元に，技

術史からの海軍レーダー開発史を再開させた 35)_ 横山久幸は，防衛研究所図書館にある資料を

縦横に使い，陸海軍のレーダー開発に関わるドイツ技術の影響を示した 36)_ しかし，史料調査

会資料などが新たに公開されたことをきっかけに，この分野の実証的な研究をさらに進展させる

ことができる条件が生まれ，電波兵器全体を明らかにできる可能性が生まれた．

以下の項目では， 4~5では海軍および政府の科学技術体制， 6~9では海軍の電波兵器開発

を事例とした科学技術動員の実態， 10で全体の結論，という順序で，学位申請論文の第 1章か

ら終章までに対応させて，各章の要約を述べてゆく．

4. 電波兵器部門に見る海軍の科学技術組織の特微

無線通信装置の開発から始まった海軍の電波兵器開発は，その兵器開発部門（ここでは科学技

術実施部門と表した）の中心を，海軍技術研究所電気研究部におき，その兵器行政部門（ここで

は科学技術行政部門と表した）を，他の兵器と同様に軍令部，海軍省軍務局におき，電気系技術

に関しては主として艦政本部第三部が管轄していたことを分掌規定から確認できる（表 1).

戦時中における電波兵器開発能力の増大対策としては，行政部門として電波兵器開発のみを管

轄する電波本部が短期間 (1944年4月~45年2月）存在した他は，大きな変化はなかった．実

施部門では無線通信部門から切り離された電波兵器のみを担当する電波研究部が海軍技術研究

所に置かれたものの，外部研究者を取り込む対策ため人員動員制度などは作られることはなかっ

た．一方，海軍技術研究所電気研究部における研究人材は，大きくは武官と文官に区分けられて

いた．武官の中では海軍内部で養成された兵科士官，機関科士官と帝国大学工学部で養成され卒

-80 -



業後任官した技術科士官との違いがあり，後者は将校相当官と呼ばれた．また文官の中では大学

や高等工業学校卒業後に海軍に入業して，技手（判任官）や技師（高等官）に採用される者と，

その他の出身から海軍に入業して実験員から実験工長などとなるエ員から構成されていた．武官

も文官もいずれも海軍が内部に抱える研究人材ということになる．

表 1)海軍における科学技術行政組織の系統図 (1944年時点）

海軍科学技術審議会

高等技術会議

大臣諮問機関 海軍艦政本部技術会議~ 海軍航空本部技術会議海軍艦政本部（船体，機関，兵器）

海軍航空本部（航空機，航空発動機航空兵器）1海軍施設本部（土木，建築）
海軍電波本部（電波兵器）

軍需局 ・・・・・・・・・・ （燃料，衣糧）

医務局 （治療品）

このように，制度面から海軍の技術開発組織を見ると，海軍の電波兵器開発組織は，外部に対

しては閉鎖的な特徴を持ち，戦時中もこの制度が基本的には変更されることなく維持されていた

ことが分かった．また，電波兵器開発部門が艦政本部と航空本部とに分かれている点も，制度J::.

において解決されることはなかった．このことから，戦時中に電波兵器開発の能力を急速に高め

ようとすれば，政府による人員動員制度を利用するか，あるいは既存制度の拡大運用を進めるか

のどちらかとなる．

5 政府による科学技術動員体制の概妻

1939年から 1940年までの時期における科学技術動員体制は，研究の国家管理を目指した企

画院方針を通して，主として総動員試験研究令 (1939年9月公布）により具体的な実現をみた．

第1の特徴は，命令発令者の範囲には文部省が加わらず，またその命令受託者の範囲には陸海軍

研究機関および文部省所管機関（大学，附属研究所等）が含まれなかったことである．第2特徴

は，試験研究令の内容が，主として不足資源充用のための開発研究や製造能力向上のための機械

技術の改良などにあり，いわゆる科学者を動員した基礎研究とはならなかったことである．した

がって開発を目的に基礎的研究や学術の振興を行うことは同研究令には含まれなかった．第3の

特徴は，軍部による独自の総動員試験研究令施行規則の存在である．この規則によって，鉱工業

関係事業法と共に，部外研究組織に対する科学技術上の成果を動員する独自の制度的裏づけを得

て，不足資源面における対策として科学審議会などの制度を利用したと考えられる．

1941年から 1945年の時期における科学技術動員体制は，大きく 2つに区分できる．第1の

時期は，新たに成立した科学技術新体制確立要綱 (1941年5月公布）により科学技術に関する

中央行政機関を中心とした体制が準備された時期である．しかし同要綱で示された技術院の設立
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(1942年 1月），科学技術審議会の設置 (1942年 12月）およびその実質的な活動は遅れ， 1942

年末頃までは従来型の総動員試験研究令が継続していた．第2の時期が 1943年以降である．

1943年に入って技術院および科学技術審議会による科学技術動員体制が整ったが，同年夏には

文部省に関わって科学研究ノ緊急整備方策要綱 (1943年8月閣議決定）が示され，技術院では

科学技術動員総合方策確立二関スル件 (1943年 10月閣議決定）され，本来の科学技術新体制

確立要綱体制は事実上解体されてしまう．科学技術動員が目指す内容も，不足資源の科学的充用

から兵器開発への協力に拡大され，また動員対象もこれまで対象外であった文部省管轄下の大学

研究員にまで拡大された．しかし科学者動員の体制は一本化されずに，企画院系の「戦時研究員」，

文部省系の「科学研究要員」，陸海軍系の「兼任嘱託」と多層化してしまい，研究および人員面

での重複が表面化することになった．

したがって，政府の人員動員体制は， 1943年以降に始まった文部省下の戦時研究班の活動の

他は，軍部の兵器開発とりわけ，海軍の電波兵器開発に，ほとんど役割を持たなかった．

6. 海軍技術研究所電気研究部における基礎研究活動の概要

ここでは海軍の電波兵器開発における基礎研究能力について考察する．海軍技術研究所電気研

究部が 1930年代に行なった電波通信に関わる主要な基礎研究は，短波通信研究とマグネトロン

研究であった．

第1に，短波通信を実用化するためには，まず短波無線装置本体の開発が不可欠であった．し

かし短波の場合，電離層で反射する電波を利用するために，地球物理的な視点に立った電波伝播

特性の理解も必要で，ここに電波伝播研究という基礎研究が短波通信技術に不可欠の要素となっ

た国際的に見ても，電波伝播研究は， 1920年代後半から 30年代に大きな飛躍を遂げた分野

であったが，アメリカ海軍技術研究所を除けば，諸外国における電波伝播研究は軍とのつながり

は比較的小さかった．日本の場合，海軍が無線通信分野で中心的役割を担っていたという実績が

あったことが，海軍技術研究所での電波分野の基礎的研究活動を発展させた．しかし，海軍上層

部はたえず電波伝播研究が基礎的研究過ぎるとの考えを持っていた．このことが，早急な短波通

信の実用化という方向に無線通信技術全体を駆り立てることとなり，研究内容を臨界周波数測定

ヘ，研究地域を南方地域へと拡大させ，また実用向け伝播図表の作成へと向かわせた．こうした

動きは 1939年以降から特に顕著に現れている．したがって，電気研究部で行っていた電波伝播

研究は海軍組織からの要求を背景に，単なる基礎研究ではなく，つねに実用長距離通信手段を前

提とした研究とならざるを得なかった．基礎的な研究であっても実用目的を目指した方向が取ら

れたことから，海軍の短波研究は目的基礎研究に相当する内容を持つことになったと評価したい．

第2に，艦隊通信用の近距離無線通信機開発をきっかけに短波から超短波さらにセンチ波（極

超短波）へと，海軍の無線通信研究の範囲がセンチ波研究に拡大した．当初は隊内通信を目指し

ていたが，やがてセンチ波管の 1つであるマグネトロンの実用化(1938年8月開発の技研管849

管）に成功し，イギリスに比べても約 1年も早く，実用的なマイクロ波発振管を手にすること

ができた．しかし，実用マグネトロンを開発した第 1科では，反結合理論と結びつけたマグネト

ロンの発振理論への関心から，さらに多相振動理論へと進展し，多相高周波工学の研究構想とい

う独自の計画を作り上げた (1939年 8月）．この構想は多数の多相送信用マグネトロンを生み

出す契機となり，送信用マグネトロンにおける工学的知識の蓄積をもたらしたが，マイクロ波そ

のものの基礎研究には向かわず，多相高周波の受信方法の困難を未解決のままとしていた．

海軍技術研究所電気研究部でおこなわれたこうした基礎研究は，いずれも海軍内部の研究者が
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実施したもので，一部に大学工学部所属の学者，民間企業のエンジニアの協力もあるが，大学理

学部所属の科学者が関わることはなかった．海軍内部の研究者を主体とする研究であった．

7. 海軍の電波兵器開発計画の起源について

海軍の電波兵器開発には， 1941年から 42年では2つの主要開発計画が存在した． レーダー

開発と強カマグネトロン開発である．

海外情報からレーダー原理，利用法を入手した海軍軍令部は，大艦隊中心の戦術に合致する，

電波を利用した戦艦射撃用の測距装置としてレーダーを評価した．これが軍上層部側が判断した

初期のレーダー開発案であった．一方，開発側の海軍技術研究所電気研究部では，すでに開発し

ていたマグネトロンは，海上における電波特性が良好なマイクロ波を作る唯一の発振管と判断し

た．このことが，マグネトロンを利用したセンチ波レーダー開発を提案する根拠となり，開発計

画の訓令「仮称電波探信儀研究実験ノ件訓令」 (1941年8月2日付，官房機密第6911号）に結

実した．この段階で，外部のエンジニアが協力者として加わることになったが，大学所属の科学

者はまだ参加していない．一方で，いくつかの困難も生じた. 1つはマイクロ波の受信機部分の

開発が未成熟なまま実用段階の装置を開発使用としたことである．工学原理の面では正しい選択

であったかもしれないが，現実的には開発の遅れを引き起こす選択となった.2つにはレーダー

の用途として航空機見張りを重視しなかったことである．途中から航空機見張りの必要性が議論

されたため，射撃用レーダーと見張用レーダーの同時開発，しかも技術上の問題としては，セン

チ波レーダーとメートル波レーダーとの同時開発という方針を採用することになった．このこと

も開発能力の分散を招くことになり，実用化の遅れを引き起こすことになった．結果としては，

試製，実験されたセンチ波レーダーは要求精度を満さず，動作も不安定であったため，レーダ自

体の評価を低め，開発計画の存続自体を縮小させる原因になった．

センチ波レーダーの開発が縮小させられた時点で，電気研究部では新たな兵器開発構想が登場

した．防御的兵器ではなく，攻撃を重視した画期的な兵器に期待が 1942年6月に生まれ，第 1

科主任の伊藤庸二は，ウラン爆弾と殺人光線という開発構想を提案した．そのうち，殺人光線に

関しては，橘型マグネトロンの応用兵器であるため，技術的見通しを持てたが，ウラン爆弾の可

能性に関しては，物理学者からの知識導入が必要であった．後者の課題が，海軍の電波開発部門

への大学所属の科学者動員のきっかけとなり， 1942年7月の物理懇談会設置につながった．

8. 電波兵器開発における科学技術動員の特微

1943年半ば以降，海軍の軍戦備計画の中で，電波兵器が注目されるようになり，電波兵器開

発の早急な対応が求められることになった．特に未解明であったレーダー工学やセンチ波工学な

どの分野で，開発能力を増大するには，外部の研究者を動員することが必要であった．そのため

に，海軍は海軍技術研究所に電波兵器を専門に担当する電波研究部を設置し，この部署を中心に

外部研究者の取り込みを図った．第1科と第2科の主任となった大阪大学理学部教授であった物

理学者の菊池正士が，海軍技師に任官して，物理学者らを電波兵器開発に組み入れる役割をにな

った（表2). しかし，海軍外部の研究者を動員する新たな制度は準備されなかったため，科学

者の動員には，すでにあった嘱託制度や技師登用制度を拡大運用することで対応した．

こうした動員体制には，開発を実行する際にある長短の効果をもたらした．例えば，嘱託制度

においては，第1に，開発実施部門での臨機応変な採用が可能であるために，能力のある人材を

要求された課題に適切に割り振ることが容易であった．したがって，目的基礎研究に相当する活
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動が実施でき， レーダーに関わる研究開発に進展が見られることになった．

表2) レーダー研究開発体制：電波研究部の2研7科体制

時期： 1944年1月~1944年II月

第二争研藤究：二）itI三こi=~:中野実）
第4科傍信研究 （高原久衛）

第二研究係 第5科需導研究 （高原久衛）

壬（高原久衛） 第7科 航空機傍信需導 （高原久衛）

カッコ内は各係，各科の主任者名

しかし第2に，軍の研究所における嘱託の地位は極端に低く，またその発言力も高くはなかっ

たそのために基礎研究と兵器化研究とに大きな清報の壁が作られ，開発力を弱めることになっ

た．同様の問題は技師登用制度でも生じていた．菊池正士ほどの能力をもった研究者であっても，

実用化研究の分野に参加するためには，技師という文官ではなく，技術士官という軍人になるこ

とを要求されていたからである．この問題は，伊藤庸二も認識しており，未経験の部内研究者が

投手となり，有経験の部外研究者が捕手となっていると例えて，克服すべき問題と考えていた．

ただし，その解決方法は，「正しい思想私心の少ない有力な部外者の一部が海軍部内に入り，

指導者として立って貰うことが必要である」などと，外部の研究者が海軍技術士官となることで

しか解決できないと展望していたここに，海軍の科学技術動員体制の特質が現れていると考え

る．

9. 電波兵器設計・運用における科学技術動員の特徴

旧日本海軍のレーダーについてその実践面における実態を検討すると，実用的兵器としてレー

ダーが量産化され，また，ある程度の規模で，実戦配備されていることが分かった．電波探知機

（レーダー）の生産金額で2004万円 (1943年度）， 8800万円 (1944年度）に増額され，この

伸びは，電気兵器総額で0.9%(1941年度）であった電波探知機（レーダー）が28.7%(1944 

年度）にまで急増したことを示している．陸上設置用レーダーを 1台ないし複数台設置した海軍

見張所は，少なくとも 252カ所を数えることができる（終戦時）．またレーダーオペレーターと

して養成された人員は 1万2千人，電測士官数は 894人と推計できる． さらに， レーダーの設

計およびメンテナンス要員として活動した電波技術系の海軍技術士官数では，技術中将から技術

少尉までの人数とすると， 441人と推定できた（終戦時）．

レーダーの実用化を可能にした一つの要素が，人材面を中心とした拡充対策であった．その中

心は，技術士官および電測士官などの内部人材（内部研究者を含む）の増員であり，部外の科学

者の動員ではなかった．特に兵器設計では，武官である技術士官が開発作業における権限を持ち，

基礎研究で採用した嘱託（外部研究者）は援助者にすぎなかった．すなわちレーダー開発では，

外部研究者を開発活動の中心に据える制度を作らず，緊急対策が求められる中にあっても，従来

型の軍隊組織統制がそのまま維持され，むしろ強化されていた．海軍士官となることが必要であ
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った．

一方，レーダー設計への対応に注目すると，戦争後半から急速に開発・配備が行われるために

独特な設計方針が採用されたことを確認できた．「戦時標準型レーダー」と呼べるこうしたレー

ダー設計の登場は，第一に軍上層部の軍戦備計画に起因する. 1943年春の軍戦備計画の変更後

にレーダーは重要兵器の一つに加わえられ，開発・配備命令が発令された．こうした緊急性のた

め，開発方針の中心は開発済みレーダーの改良に置かれることになった．また改良方針では，第

1に，航空機射撃用レーダーや海上艦船の見張用レーダーなどに対しては高性能化への動きが開

発方針となったが，航空機見張用レーダーに対しては，配備計画を重視した対策が開発・改良方

針となった．たとえば運搬能力の低下に伴った軽量小型化設計，部品性能および製造能力低下に

伴った簡易化設計，実戦使用に伴った安定性化設計などである．こうした軽量小型化，簡易化，

安定化を目指して設計されたレーダーの代表的機種が仮称三式一号電波探信儀三型であった．以

上のような対策によって，戦時標準型レーダーは，配備面，実戦運用面では，当初の配備予定数

に近づくことができた．しかし，連合国側のレーダー対抗兵器の運用が始まるようになると，当

初の航空機見張りとしての機能も発揮できなくなったこの点で，簡易型設計で採用された出力

低下，使用波長の増大が，かえって実戦運用面での価値を失わせたことになる．

1 0. 結論

(1)政府と比較した軍部の科学技術動員の特徴

戦時期に日本が実行した科学技術動員は，大きく区分すると政府と軍部の2系統あった．両者

を区別する大きな特徴は，その目指す目標にあった政府は，不足資源の充填や生産力の拡充と

いう戦時工業力全般に渡る問題を科学技術動員の課題とした．一方軍部は，政府の科学技術動員

制度にも関与する一方で，独自に兵器開発の能力拡充を科学技術動員の課題とした．こうした異

なる目標から，それぞれの科学技術動員の実施方法にも違いが現れた．

この内，政府の科学技術動員の場合は，日中戦争の始まった 1937年以降から戦時体制の整備

の1つとして制度が整備され，体制整備の目的を輸入依存していた資源や生産技術を科学技術の

振興で補うことにおき，またその手段を総動員試験研究令や科学技術に関わる諮問委員会，中央

行政機関，総合研究機関などの設置においた．こうした動きは日本における科学技術政策の 1つ

の起源となったが，その活動実態は，大学所属の科学者を含まず，また基礎的な研究も重視せず，

既知の科学的知識を応用する技術者中心の発明促進対策に止まるものであった. 1943年に至っ

て，政府は新たに戦時研究員制度を作り，大学所属の科学者も政府の科学技術動員の対象とした

が，実施の時期が遅れたこと，技術院，文部省，陸海軍がそれぞれに科学者動員を実施しようと

したことから，不要な重複が表れ，効果を減じる弱点となった．

一方，軍部の科学技術動員では，海軍の科学技術開発組織を通して科学技術動員体制を調べた

が，陸海軍の統一的な動員体制が作られることはなく，海軍の場合でも，戦時中に外部の科学者，

技術者らを兵器開発に動員するための軍独自の新制度は， 1943年2月に設置された海軍科学技

術審議会を除いて設置していないことを確認できた．つまり海軍では，兵器開発を推進するため

の開発能力増進策は，それぞれの開発担当部署に運用を任せており，このため海軍の科学技術動

員の実態は，個別の開発部署の対応においてしか見ることができない特徴を持っていることが分

かった．

(2)海軍電波兵器開発部門に見る科学技術動員方法の特徴

戦時中における軍部の科学技術動員対策では，海軍の電波兵器開発に 1つの典型を見ることが
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できた．電波兵器が新型の兵器であったことから，既存の組織の拡張に加えて，外部からの研究

人材を動員する対策を取らざるを得なかったが要因の 1つである．海軍の電波兵器では，開発か

ら設計および製造の一部を海軍技術研究所電気研究部（後に電波研究部）が担当し，製造を主と

して艦政本部下の海軍工廠，運用は軍令部が担当した．電波兵器が軍戦備の中で重視されるにし

たがい，開発能力の拡充策として科学技術動員が実施されることになった．この実施には，上記

のような内容の違い，担当組織の違いから，大きく 2つの系統に科学技術動員を区別することが

できた．研究開発に関わる科学技術動員と設計運用面での科学技術動員である．両者の科学技術

動員の規模と形態を，主として人材動員に限定して特徴づけてみると，以下のようになる（表3).

表3から，研究開発部門では，政府および軍上層部が整備した戦時研究員制度は電波兵器開発

に直接の機能を持たなかった．戦時研究員制度は戦時中の研究人材の登録運用制度であったが，

少なくとも電波兵器に関してはほとんど役割を持たなかったことになる．それに対して，外部研

究者の動員として機能した制度は，海軍に従来から存在していた嘱託制度および技師登用制度で

あった．電波兵器開発に関わった研究者の大多数は海軍嘱託という身分で動員された．嘱託に任

命された場合は本来の所属先の地位のまま，海軍の研究施設へ出向したり，所属先で研究課題だ

けを依託されるなど，その運用には幅があった．また嘱託者の選出は代表的な研究者が行うこと

が多かったそのため研究に必要な人材を適材適所に配置することが可能であった．その反面，

兵器開発を行う軍研究部における彼らの役割は，置かれた地位から補助的なものと見なされ，電

波兵器開発の中心を担うような体制には発展できなかった．

表3)海軍の電波兵器開発にみる科学技術動員の形態と規模

←嘱託制度

研究開発部門 ←技師登用制度

←戦時研究員制度

←技術士官採用制度

設計運用部門 ←技師，技手採用制度

←エ員採用制度

←予備士官制度

300人程度（大学，公的機関，民間の研究者）

JO人程度（大学，公的機関の研究者）

（機能せず）

500人程度（無線関係者）

70人程度（無線関係者）

500人程度（無線関係者）

800人程度（電測士官）

一方，設計運用部門では，主として若手人材の動員が中心であった．開発や設計を担当する部

門では，主として技術士官制度 (2年現役制度など）が利用され，運用を担当する部門では主と

して兵科予備士官制度が利用された．どちらも，海軍武官（前者は技術士官，後者は兵科士官）

に採用される特徴がある．技術士官制度の場合，外部の研究者，技術者らを採用する手法であっ

たが，年輩者を途中採用することは軍隊組織に混乱を引き起こすことから，新規採用に限定し，

大量採用という形態で開発能力を拡大することとなったといえよう．運用者としては，オペレー

ダーを含め，指揮官が必要であるため，レーダーを専門とする兵科士官の採用という方針が取ら

れた新規の兵器であることと，軍隊の戦争遂行上からは電波兵器が補助的な地位であったこと

などから，海軍兵学校出身者ではなく，大学卒業後に兵科士官となった兵科予備士官が，主とし

てこの分野の人材供給源となった．
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以上から，研究開発面では，部外の実績のある研究者を動員する必要から，臨時職員という動

員体制で対応したが，設計運用面では，若手人材を供給することに特化し，武官としての体制を

取った．このために，年齢構成では研究面で実質的な活動を行う人材に比べ，開発を指導する内

部人材が若くなり，また海軍の地位構造でも年齢上の逆転構造が発生することになった．こうし

た地位・役割と年齢との逆転構造は，電波兵器の開発促進という点で1つの弱点となったと判断

したし＼

(3)電波兵器開発方針の特徴

海軍では電波兵器開発体制を整備することに遅れた．これについては， 2つの時期に区分して

考察することができる．

開戦初期の段階では，軍上層部が艦隊中心の軍戦備計画のなかで，射撃用レーダーの役割に注

目し，このために海上における電波特性が良くかつ高分解能のレーダーを開発することが当初の

目標となった．また開発実施部門でもそうした要求に応えられる要素技術として，いまだ開発途

上にあったマイクロ波技術を開発方針の中心に置こうとしていた点もある．実際には両者が射撃

用レーダー開発という点で一致し，このことが用途としての航空機見張り用レーダーの開発を軽

視することになり，また技術的には開発が容易であったメートル波レーダー開発についての基礎

的研究を軽視する問題を招いたことになる．さらに射撃用レーダーに対する要求は弱<.補助的

兵器に止まり，また安定したレーダーが容易には開発できないことから，レーダー開発全体が軽

視された．一方で攻撃型兵器への要求が強まり，レーダー開発担当者が新型兵器開発にも関わる

こととなり，このことがレーダー開発を遅らせる要因に加わった．すなわち，軍上層部の大艦巨

砲主義による軍戦備計画と，開発担当部門でのマグネトロン偏重の技術方針との2つが，レーダ

ー開発初期の特徴を構成していたと判断できる．

さらに開戦後期の段階になると，航空機見張り用レーダーの戦術的意味を理解するに伴って，

レーダー開発が促進させられた．これは，それまでの戦術方針に基づく軍戦備計画に代わって相

手兵器への対抗を目指した軍戦備対策となり，電波兵器に対しても，戦訓として伝わってきた情

報をもとに，多機種のレーダー開発が試みられることになった．そのため，一方では高性能のレ

ーダー開発が推進され，研究開発能力の拡大のために，外部研究者の動員が促進され，部分的に

は目的基礎研究に相当する活動が電波兵器開発の中で行われ，センチ波分野の研究の一部は進展

した．これによりアメリカ軍が使用している高性能，多機能な電波兵器の基本性能や構造を模倣

しようとする体制は準備できた．他方，真空管の寿命や運搬性能，信頼性などの現実の電子工業

の能力を考慮した対策も取られ，メートル波を利用し，簡易化を進めた戦時標準型の電波兵器を

開発することができた．軍上層部が防備力強化の方針に転換したことに対応し，航空見張に特化

したレーダー配備が計画された．これが戦時標準型レーダーの登場につながった．

このことにより電波兵器の量産と実戦配備が可能になった．ただし，連合国側の電波兵器との

性能格差は広がり，電波戦では一方的な敗北につながった．またレーダー開発における 2つの開

発方針は，結果としては開発能力の分散化を招くことになったこれがレーダー開発後期の特徴

といえる．

(4)電波兵器開発体制の残したもの

戦時中の海軍の電波兵器開発体制は，戦局を挽回する戦術に結びつくことで比較的大きな規模

で整備させたものであったしかし結果としては，高性能レーダー開発は試作段階に終わり，実

用段階に達したレーダーは連合国側のレーダー対抗措置で無意味化されてしまった．敗戦に伴い

こうした電波兵器および開発運用体制は単なる遺物となってしまった．しかし，戦後の電子工業
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は，戦時中に作り出されたこれら遺物を基礎として再興されることになる．戦時中に大きな規模

で電波兵器開発体制を作り上げたことは，この時期の日本の電子工業に関わるレベルを高めたこ

とは否定できない．戦後の電子工業の発展にどのような役割を果たしたかについては，戦後技術

史の課題として実証的に考察しなければ確かなことはいえないが，独自に開発したマグネトロン

やマイクロ波技術の工学的知識の蓄積や，戦時中に養成された電波関係技術者らの層の厚さは，

戦後の電子工業発展の重要な遺産となったといえる．
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言語と世界観の分析ー「規約」という観点から

葉山雅 指導教官：藁谷敏晴

1 はじめに

本論文は，言語相対論的認識論についてその根拠と妥当性とを明らかにしようとするものである．この

ため特に，言語相対主義的な見解を 20世紀前半の科学方法論・認識論において提出した，ポーランドの論

理哲学者KazimierzAjdukiewicz(1890-1963)1 による「根源的規約主義 (RadicalConventionalism) 

」なる立場をとりあげ，分析を行なった．

「言語相対主義」については，一般には言語学・文化人類学における「サピア＝ウォーフの仮説(the

Sapir-Whorf Hypothesis)」が広く知られる.Sapir,E. (1884-1939)は1920年代頃より言語相対主義

を表明しているが，この立場は Sapirより指導を受けた Whorf,B.L. (1897-1941)によって 1930年代

に発展をみた.Whorfは，アメリカ・インディアンの一部族であるホピ族の言語の研究を通じて，そこ

に印欧語文化とは異質な形での世界把握が認められることを示そうとしている．世界観が言語の選択

に依存して決定されるとする言語相対主義は 1930年代から 1940年代にかけて強い影響力を持った

が，その見解は必ずしも経験的には裏付けられないものである．一方，Ajdukiewiczによる「根源的規

約主義」の中心的な論拠は Whorfの研究とほぽ同時期にあたる 1929年から 1934年頃にかけて形成

されており，これは「言語相対主義」の主張を科学的言語について厳密な形式において導出したもの

となっているすなわち，根源的規約主義においては，科学的言語の概念を明確に定義した上で「世界

観が言語の選択に依存して決定される」ことが定理として導かれ，言語の選択が科学的知識に本質的

な影響を及ぽすということが示された．つまり，言語相対論的認識論は言語学・文化人類学・科学論

などにおいては観察から知られ経験的に立証されるべきものとして扱われるが，根源的規約主義では

これに理論的な定式化を与える試みがなされたのである．

またこの論文では，政治的理由により埋もれてしまった Ajdukiewiczの業績に対して，正当な位置

づけを与えることをも目的とした

Ajdukiewiczは，「ポーランド学派」の中心メンバーであり，ポーランドにおける 20世紀の代表的

な論理哲学者であった．ポーランド学派とは， Lw6w大学およびWazawa大学を拠点とし，事実上の活

動の時期を第 1次世界大戦終了から第2次世界大戦勃発までの間とする，論理学者，哲学者，数学者ら

の総称であり，Lw6w-Warszawa学派 (theLw6w-WarszawaSchool)ともよばれる2.Ajdukiewiczの業

績は，論理学また認識論のみならず科学方法論，存在論，倫理学など広い分野にわたっており，また彼

はすぐれた学者であるのみならず，すぐれた教師でもあったと伝えられる．

しかし，Ajdukiewiczの業績は旧社会主義圏外においてはほとんど知られておらず，また共産圏崩

1 Ajdukiewiczは1890年に当時オーストリア領であった Tarnopolに生まれた.Lw6w大学にて，哲学を Twardowskiに，
論理をLukasiewiczに，数学を Sierpinskiに師事し，1912年に Ph.D.を得ている.1913年には Gottingen大学にて，Hilbert
やHusserlに学ぴ，その 1年後より兵役に従事，1920年に学究生活に戻った.1921年には Twardowskiの娘である Maria
Twardowskaと結婚している.Lw6w大学，Warszawa大学で教授を勤めたが，第2次大戦勃発後もポーランドにとどまり戦中
はドイツの占領下において公的な学究活動の停止を余儀なくされた戦後は 1945年より Poznan大学で科学方法論の講座を
持ち，1948年から 1952年にかけては同大学の学長であった1953年には雑誌 StudiaLogicaの創刊に参加，また 1955年に
はWarszawa大学に移り 1961年の引退まで論理の講座を持った.1963年に突然の心臓麻痺により Warszawaにて没する
2代表的指導者としては，Ajdukiewiczの他に，L函niewski,Lukasiewicz, Ko tar binski, Tarskiらがいる主な業績として
は，Lukasiewiczによる多値論理学や様相論理学の体系，Lesniewskiの「存在論」と名付けられた述語論理体系，Tarskiの真理
論などが知られる
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壊後のポーランドにおいても Ajdukiewiczについての研究は積極的になされていない．これは，20世

紀のポーランド哲学がボーランド国家の苛酷な政治的運命の影響下に置かれたことによる．第2次

世界大戦によってポーランドの文化は壊減的な打撃を受け，戦後ポーランド国内に存命していたの

はAjdukiewiczや Kotarbinskiなどのわずかな人々であったさらに 1948年には共産党支配の確立

によって Marx主義が政治当局の認める唯一の公的哲学とされるようになり，そのためポーランド学

派の伝統は糾弾されAjdukiewiczの「根源的規約主義」も弾圧の対象となった．そしてベルリンの壁

崩壊後の今日では，ポーランドの若い世代は西側文化の流入を受けて欧米流の科学哲学に傾倒する風

潮にあるため， Ajdukiewiczの哲学は忘れ去られようとしている．しかしながら，例えば本論文で扱う

Ajdukiewiczの「根源的規約主義」は，Kuhnのバラダイム論をKuhnとは異なった観点からおよそ 30

年前に先取りしたものにあたっており 3'またその異なる観点ゆえに Kuhnとは別の意味で射程の広

いものとなっている．したがって，このまま Ajdukiewiczの業績を埋没させることは哲学史上の損失

であると考えられよう4 • 

2 根源的規約主義

以下に，Ajdukiewiczが根源的規約主義のテーゼを提出する際に依拠した論拠についての分析を簡

潔にまとめる．

2.1 認識論

Ajdukiewiczの言語に関わる認識論において，根源的規約主義を導く上で重要である特徴は次の通

りである．

l. 言語の認知的役割が強調されている

2. 言語を使用するひとは「特定の経験を動機として特定の文章を受容する」ものとされる

3. 判断内容は文章として表現される

特徴 1により言語表現を使用することとその意味を理解することとの間には密接な関係があるも

のととみなされたので，Ajdukiewiczにおいては表現の意味を言語を使用する行為と独立に定義する

ことは避けられ，「言語表現を使用する」こととは「その言語において表現の意味を特定する様式

(meaning-specification, 以下では「意味の特定様式」と記述する）に則る」ことであるととらえられ

た．このことは，特徴2の要請とあわせて「意味の規則」として定式化された：

型Lの状況において種類Bの文章を受容しうる状態にあるひとのみが，言語Sの語と表

現とを，Sの意味の特定様式によってそれらと対応している意味において用いることがで

きる．

このような意味規則はそれが定められるところの言語に固有のものであり，言語表現の意味を間主観

的な見地から人間の思考と言語，そして世界との関係の上に位置づける規約であるまた逆に，言語に

おけるそのような規約の正当性は，実際にその言語を使用するひとが何らかの性質を示すという事実

によって説明されるべきものとなっている．

3 Ajdukiewiczの根源的規約主義は 1934年に発表され，Kuhnが初めて彼のパラダイム論を論じた TheStn,cture of 
Scientific R四 olutionsは 1962年に出版された．
4現在，ポーランド学派についての組織的な研究はポーランド本国ではなされておらず，日本及びイタリアにて行われてい

るのみであるAjdukiewiczについての研究は今回Webで検索したところ全く見当たらなかったしたがって本論文には先行
研究が存在しない
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また特徴3により，意味規則によって受容の定められる文章の集合には，文章の意味であるところ

の判断内容の集合が対応するものとされたさらに Ajdukiewiczは科学的知識は判断内容に属するも

のと考えており，そのため文章の集合は科学的知識を表現しうるとされた

2.2 言語理論

Ajdukiewiczの言語理論は，認識論において定式化された意味規則が変動しない理想的な言語を想

定した上で展開されたその特徴としては，

1. 言語はその意味規則によって関係づけられた文章の公理的システムである

2. 言語表現どうしが同義であるならば，各々は言語の意味規則によるシステム内で同じ構造におい

て同じ位置を占めている

ということがあげられる．特に，異なる言語間で言語表現どうしの意味が同ーであること，すなわち

「翻訳」については厳密には次のように説明される：

表現A'が言語Sから言語S'への表現Aの翻訳であり，さらに Sにおいて AがA1,A2, …， 

んと直接的な意味の関係を持ち，A1,A2, …， AnがS'への翻訳 A1',A2',…， An'を持つ

ならば，S'において表現A'は，Sにおいて AがA1,A2, …， Anと持つ直接的な意味の関係

と同じように，A1',A2',…， An'と直接的な意味の関係を持つ．

ここでは，ある言語の表現が他の言語の表現の翻訳であるためには各々のシステムにおいて各々の表

現の関係している構造が一致していることが要請されている．また，さらにこのことから，閉じていて

連結している言語（その表現の語彙が，片方の集合に含まれるどの表現とも，もう片方の集合の表現が

直接的に意味が関係しないような二つの集合に分けられない言語で，かつ，他の語彙を加えても，その

語彙がもとからある言語表現と直接的な意味を持たない言語）については，同一の概念枠（閉じてい

て連結している言語に現われる全ての表現に対応する意味が構成するシステム）を持つものどうしの

みが翻訳可能であり，翻訳不可能な言語の概念枠どうしはまったく重なりを持たないことが定理とし

て導かれる．したがって，根源的規約主義における翻訳不可能性の概念は，言語表現の意味が言語全体

の概念枠の構造に依存しているという点において，全体主義的な立場と関わりを持つということが示

唆されよう

2.3 根源的規約主義

根源的規約主義は，上にみた認識論と言語理論にもとづく．まず科学的言語は，意味規則によって系

統づけられた文章のシステムであると想定されるこの意味規則は言語に固有であるので，言語のシ

ステムはそれが備える意味規則によって区別されている．つまり，根源的規約主義における科学的言

語は，それが備える「意味規則」なる規約という観点から相対的にとらえられた．また Ajdukiewicz

の認識論に基づいて，科学的世界観は科学的言語を構成する文章の意味にあたる判断内容から成る

と理解されたしたがって根源的規約主義においては，科学的世界観はそれに対応する言語に固有の

意味規則を変更すること，すなわち言語を変更することによって変更されるものとされるそしてさ

らに Ajdukiewiczによる同義性の解釈を導入することによって，変更された世界観は以前のそれと共

通の要素を持たず，その場合には対応する言語どうしが翻訳不可能であることが導かれた5 • すなわ

5ここで根源的規約主義についての問題をひとつ提起しておきたいそれは，根源的規約主義の言語理論においては，あるひ
とつの言語が異なる意味の特定様式を備えた状態へと変化していくという事象を説明できないということであるこれはなぜ
ならばそのような場合には，言語の「変化」の前と後とで何らかの同一性が保持されていなければならないが，根源的規約主
義の言語理論においては，二つの言語はその意味の特定様式が異なるならば，それは同ーではないとみなされるからであるこ
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ち，Ajdukiewiczが提出した言語モデルにおいては「世界観が言語の選択に依存して決定される」こ

とが定理として導出される．また Ajdukiewiczは，こうした言語の変更の例を実際に科学の歴史上に

見出せることをも指摘している．

3 今後の展望

今後は，以上の検討でえられた、言語を規約という観点からとらえる議論への見地をもとに，言語に

関する哲学への理解を深めたい．現代において特に Ajdukiewiczを研究することの意義としては，主

に以下の二つがあげられる

まずひとつは，Ajdukiewiczの科学論における貢献である．彼が根源的規約主義において提出した言

語モデルにおいては「翻訳不可能な言語に対応する概念枠どうしは全く重なりを持たない」ことが導

出されるが，このことは Kuhnの科学論に対応させて考えるならば，「異なるバラダイム間に共通の評

価基準が存在しない」ことを表現している．したがって，Ajdukiewiczの根源的規約主義は，科学社会

学的見地から観察される通訳不可能性の概念に対して，論理学的な見地からその論理的表現と必然性

を与えるものである．根源的規約主義は Kuhnのバラダイム論よりもおよそ 30年前に発表された立

場であるが，今日の科学論のもとでの再検討を要する見解を提出しているといえよう

もうひとつの意義は，Wittgensteinの私的言語問題において Ajdukiewiczに非常に類似した言語観

がみられるということに存する．デカルト以来の近代哲学においては，「すべての知識と説明の出発

点は，自分自身の存在と自分自身の心の状態を直接的に知ることにある」ということが暗黙の了解に

なっていたが，このような観点は，自己の感覚を内的な直示によって名づけることを認め，したがって

私的言語の可能性を示唆するものである.20世紀に至るまで近代哲学が敷術したこの認識論上の前

提に対して哲学史上始めての異議を唱え，私的言語の不可能性を主張したのが Wittgensteinであっ

た.Wittgensteinによれば，言語を理解するとは言語をどのように使用するかを知ることであり，その

ような能力は外的な基準によって，すなわち，人々がどのような行動をするかによって測られるとい

うつまり，ひとが言語表現を使用する能力について，そのひとの行動という側面からの基準を想定し

ている点において，AjdukiewiczとWittgensteinは共通しているしたがって，Ajdukiewiczの言語理

論と Wittgensteinの言語ゲームの理論とはその議論のスタイルや目的は異なっているが，その言語観

の本質的な性質の一致ゆえ，これらを比較することによって私的言語問題についての新たな見解を得

られることが期待される．
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の問題をとう扱うべきかにつじては今後の課題としたい．
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電気めっき産業の技術的特質に関する研究

伊藤詠

日本における電気めっき産業は、明治初期の手工業的な生産方式に始まる歴史の長い産

業であり、昭和 40年代を境とした急速な機械化・自動化を経て、現在もあらゆる製造業

の基盤技術・基盤産業として重要な役割を担っている。その一方で電気めっき専門業者の

大部分が中小零細企業であるが、そこには日本で独自に発達した技術も多く内在し、技術

的にも納期や単価の面からも海外諸国では不可能とされるめっき加工もある。しかし現在

の長期化する経済の閉塞状況において、典型的な下請受注型産業でもあるめっき産業は、

発注元である大手メーカー等の競争力低下を受け、産業規模としては縮小する傾向にある。

しかしこれに対する社会的関心は低く、めっき産業の持つ技術的な特性やその歴史的変遷

に関する研究も十分ではない。現在、機械化・自動化が進んだ実際のめっき工場において

は、めっき液の発達もさることながら、その作業工程や生産設備が、実際の生産状況や工

場規模などの構造を規定している側面があると考えられる。そこで本研究ではめっき製品

の生産工程を主眼に置き、その発展過程を実地調杏を行った結果も交えて検討し、その技

術的特質を分析した。同時に日本における中小企業技術の一例としてめっき技術を捉え、

今後の電気めっき産業における技術発展の可能性についても検討した。

古代の装飾めっきに始まり、第 2次大戦に至るまで、めっき作業は基本的に手作業によ

る工程で行われていた。江戸期までは主に職人による金・銀の装飾めっきが主流であり、

水銀アマルガムめっき法、あるいは焼着法といった技法によるもので、それらは多くが鍍

金師、筋師などの職人たちの手によって秘伝として伝えられ、独占されてきたものだった

111。 1 9 5 5 (安政 2)年、薩摩藩主島津斉彬によって電気めっき技術が初めて日本に紹介

されたが位）、明治初期まではそれらの銹師、鍍金師などの職人たちが中心となって、現在ま

で続くめっき産業の基盤となったのである。特に江戸職人の集中していた東京では、日本

で最も最初にめっき業者の組合が明治 22年に結成されており、現在でもめっき専業者が

最も多いのが東京である。

日本において最初にニッケルめっきを行ったのは、明治 20年に設立された宮川電鍍工

場である。創業者・宮川由多加 (1865-1904)は三河国の出身で、代々庄屋という裕福な家

庭に生まれ、後に東京帝国大学の医科に入学する。初めは医者を志したが、薬剤を学びな

がら化学を専攻するようになり、ここで電気めっき技術を研究し、その将来性に着眼する

と共に、日本に近代的めっき工場がないことから、本格的な電気めっき工場設立を考えた

という。宮川は独力で電気めっき技術の研究・実験を続け、明治 20年、東京下谷区竹町

に「宮川電鍍工場」を創業。後に神田区和泉町に工場を移転し、明治 25年頃から本格的

に事業化する。これが我が国最初のめっき工場組織である 11。ニッケルめっきの登場こそが

めっき技術を単なる「職人芸」から「工業技術」へと転換させる端緒となった。事実、一

時は 10 0人を越えるまでに大きくなった宮川の工場は、当時としては大工場の部類に属

していたと思われる。こういっためっき技術の工業化が進む一方で、弟子を数名抱えるだ

けような［職人」たちがめっき専業者の大多数を占めていた。これらの業者は昭和初期ま

で小規模な工場で「徒弟制度」的な操業を続けており、ここから独立した専業者たちが増
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えることで、現在まで続くような大多数の中小めっき工場の元になっていったと考えられ

る叫昭和初期におけるクロムめっきの工業化を経て、めっき技術はその応用範囲を広げエ

業技術として普及していったが、中小工場を中心とした産業であり、設備の近代化は進ま

ず、労働環境も良くなかった 15)。これはめっき需要がそれほど大きくなかったこともあるだ

ろうが、バフ研磨工程や各種前処理工程、めっき工程、液管理などにおいて人手や熟練技

術に頼る比重が大きかったこと、これに伴って量産性が低かったことも原因であったと思

われる。少なくとも第 2次大戦中を通して、中小めっき工場の大半が手作業で工程をこな

しており、機械化されている部分はごくわずかであった。めっき産業における本格的な機

械化は戦後の新しいめっき技術の登場・普及を待たなければならなかったのである。

戦後のニッケル資材不足を契機として始まった光沢めっき浴の開発と普及は、後に電気

めっき工場における工程全体をも改変させるほどの重要性を持っていた。まずそれまでめ

っき面光沢を出すために必要とされていためっき後のバフ研磨工程を省略化もしくは廃止

することを可能にした。さらに光沢めっき浴の普及に必要な要素として、濾過器やめっき

槽、整流器、電解研磨と界面活性剤などめっき工程各部に影響のある技術的進歩が促され

た。さらに昭和 30年代以降の経済復興とそれに続く高度経済成長の時代にあって、めっ

き産業もまた急増した需要に対応すべく、生産合理化と製品の量産化体制を必要とした。

こうして自動めっき装置が登場し、昭和 30年代後半から 40年代にかけて普及して行

くが、このような自動めっき装置を可能にしたのも、前出の光沢めっき技術とそれによっ

て促された他の周辺技術改良が前提となってのことであった 16!171 0 

その一方で、生産性や前処理工程不全の問題から中小めっき工場では必ずしも完全自動

化には進まず、工程の柔軟性を残し、多品種少量生産に対応できるような、現在の中小め

っき専業者の生産システムが形成されていった叫

現在、めっき専業者はその大部分が中小企業である。ここでいう中小企業とは、 r中小

企業基本法J (平成 11年改定）に定める中小企業の定義によるもので、製造業において

は「資本金・ 3億円」 I従業員数 ・30 0人」となっている。この定義に沿って考えた場

合、例えば全国鍍金工業組合が平成 11年末に調査した電気めっき関連事業社の企業数2

2 0 1社のうち、 99%にあたる 21 8 0社が中小企業である。しかも大企業である残り

の21社は基本的にめっき専業者ではなく、めっき内製ラインを持つ企業である。内訳と

しても、従業員 10 0人以下の事業所が全体の 97 %、 1 0人以下の小規模事業所が全体

の55%を占める 191。このことからめっき専業者は中小企業性、すなわち小規模性という特

徴を持つと言える。

江戸時代から続く臓人的な装飾めっき生産体制を母胎として発生しためっき産業は、ニ

ッケルめっき、クロムめっきといった工業用めっき技術へとその重点を変換しつつ、実際

には第 2次大戦頃までの間、根強い徒弟制度と少人数による手作業工程を中心とする小規

模な生産体制を持つ中小めっき専業者が大多数であった。そしてこの時代の中小めっき専

業者において最も職人的な熟練を必要としていたのがバフ研磨工程であった。そのため研

磨の外注化と、その後の光沢めっき技術の登場と普及は研磨工程の省略化を促し、結果と

してめっき工場から 1日来の徒弟制度を廃することになった。さらにめっき工程自動化の起

因となり、現在のような量産可能なめっき製造ラインヘとつながったのである。

しかし一方でめっき専業者は今だその大多数が中小工場である。量産化や合理化が必ず
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しも事業規模の拡大に向かわなかったのはなぜか。

まずめっき工業は基本的に自己の製品を持たず、他の製造業で生産された製品上に委託

によりめっきを加工するという業態である。製品に対しては多くの場合 2次.3次加工業

種であり、下請生産的な業務が多い。製品を持たないため、発注先からの単価による制約

を受けるが、一方で過剰に在庫を持つ不安は少なく、大きな資金が不要で代金の回収が早

いという部分もある。さらに比較的小規模であっても量産性があり、需要の変化に対応し

やすいという側面も持っている。

近年、製造業のニーズの変化に伴って、電気めっき生産体制にも様々な要求が成される

ようになってきた。そのため中小めっき専業者においては少品種多量生産到の大塑装饂は

重要視されなくなり、多品種少量生産に対応できる、半自動式か処理工程を自由に選択で

きるキャリア型の自動装置へと移行しつつある。同時に、品質保証への対応として、めっ

き浴の流動・浴温の精密制御、電流、めっき時間などのめっき諸条件の制御、めっき浴組

成の自動分析・自動補給、めっき膜厚等検査の自動化、検査結果の自動統計処理などの技

術が登場してきた 11010 

めっきは加工コストが安く、加工要求に対する即応性、柔軟性があり、めっき金属種類、

被めっき製品素地やその形状・大きさ、その他諸条件によって極めて多様な応用範囲が存

在している。こうした多様性ゆえに大工場においてすべてのめっき製造を行うにはコスト

の面から困難が伴い、中小めっき専業者においては、その得意分野、独自技術がそれぞれ

存在している。こうしためっき技術の特質は、工業集積地帯に集中していた中小めっきエ

場と結びつき、古くから都市型産業として発展してきたが、戦後の急速な需要増加や高い

地価に伴う工場面積の小ささ、さらに労働力不足という問題に対し、光沢めっきやそれに

続く小型自動装置など工程を効率化することで対応し、限られた小規模な生産体制の中で

も量産化と省力化を実現する方向で技術発展をしてきた。しかしこれらのめっき装置の自

動化・量産化は必ずしも一様に進行したわけではなく、金めっきをはじめとする一部の装

飾めっき技術のように自動化されなかったもの、あるいはクロムめっきのように中小規模

での生産性からむしろ半自動化にとどまったようなものなど、それぞれの工場の業態や使

用めっき浴、製品の目的などに合わせて多様に進行してきた 11110 

さらに環境問題においては、資本の必要な大型処理施設の必要性に対して、例えば東京

都における京浜島めっき団地や城南協同処理センターのような低金利• 長期の政府資金援

助を受けた工業団地など、世界でもあまり例のない協同化事業など独自の方法で対応して

きた。都市部に集中するめっき専業者にとって、排水処理設備の設置は資金の問題と共に、

工場敷地の問題から困難であり、こうした合同事業はめっき専業者がその生産体制を維持

するためには大きな意義があった 11210 

こうして日本におけるめっき技術は、中小企業という規模に適応する形態を持って発展

してきたといえる。それは単にめっき液の進歩のみならず、装羅の進歩や環境問題など他

の社会的な影響を受けながらも、柔軟な生産体制を維持することを前提にした生産システ

ムや産業構造が形成されてきたためである。しかし同時に、めっき専業者の環境問題対策

における協業・合同化や近年の労働力不足といった側面は、中小企業であるめっき専業者

が個別に対処していく限界を示したものとも言える。まためっき工場における環境対策、

工場敷地、人手不足、毒物劇物管理等の様々な制約は、小規模めっき工場の新規参入を阻
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害し、業界全体として拡大を望めない状況にある。さらに現在、需要の構造的な変化によ

って、これまで大部分のめっき専業者が手がけてきた基本的なめっき種別は今後も受注が

困難になると予想される。これは外観・装飾性を求められためっき技術から、より一歩進

んで機械的・電気的性質などを付与する「機能めっき」技術への本格的な転換が求められ

ているものと考えることができる。しかしこうした状況は、個々のめっき専業者による対

応のみでは限界がある。

今後、中小めっき工場は独自技術の開発に重点を置きつつ、柔軟な方向転換を必要とさ

れる。生産の合理化、新技術の開発・導入と共に、協業・合同化事業などによる新技術開

発とあらたな需要の喚起も必要とされるであろう。その際には電気めっき産業の発展過程

において、中小企業によって培われてきた多様性、柔軟性を持つ生産システムが、新たな

技術の普及を促進させるのに有効性を持つものと考えられる。

(I)東京都鍍金工業組合『東京都鍍金工業組合八十年史』東京都鍍金工業組合， 1971年， 9-2

3頁．

(2)高浜二郎『メッキ語源考』鍍金研究所， 1957年， 12頁．

(3)日本鍍金材料協同組合『鍍金の世界』， No.378 (1999年）， 94頁

(4) 『東京都鍍金工業組合八十年史』， p.99-101 

(5)電気鍍金研究会『石田武男先生追悼集』電気鍍金研究会， 1991年， 19頁．

(6) 『東京都鍍金工業組合八十年史』， p.187-408 

(7)全国鍍金工業組合連合会『全鍍連 30年史』全国鍍金工業組合連合会， 1978年， 40-118

頁．

(8)聞き取り調査等による

(9)全国鍍金工業組合連合会『平成 12年度全鍍連要覧』， p.19 (2000) 全国鍍金工業組

合連合会

(I 0)中小企業研究所『中小企業のための技術動向分析（表面処理） 第 2分冊』中小企業研

究所（中小企業事業団・中小企業大学校） 1988年 p. I -2 

(I I)聞き取り調査等による

(12) 『全鍍連 30年史』， p.100 
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制御技術への状態空間法の導入過程の分析

An Analysis on Introducing Process of the State・Space method to Control Technology 

木本研究室鈴木秀人 指導教官 木本忠昭

This dissertation analyzes the development process of the control theory based on the state・space concept in control technology 

Between the researchers of the Control Engineering classifying control theory in Classical and Modern is accepted. However, an 

interpretation of modem control is various, and is not in agreement. It is thought that the如sagreementof these、-i.ewsoriginates in 
the fact whose introductory process of the state space method to control technology was not clear. In order to solve the essence of this 

hist.orical process. the author tried to build the histo0・of control as development process of en如eeringtechnique drawn from 

technology and there 

第1章研究背景と研究目的

「制御」は，今日に至るまでその理論的解明や技術において成

果を挙げてきたその制御を分類する方法の中に，制御（理論）

を古典と現代に分類する仕方がある．しかし，それぞれの規定相

互の区別に関しては様々な見解があり，制御工学の研究者の間

においてさえ一致していない特に現代制御理論に関する解釈

の違いは顕著である． 周波数を言語としてプロック線図や伝達

関数によって制御対象を記述する古典制御理論は、第 2次世界

大戦後から 1950年代にかけて成熟期を迎えた。見解の不一致

には，古典制御理論に相次いで出現した状態空間法と制御技術

の接触過程が明らかになっていないことが影響を与えていると考

えられる．

制御史の先行研究では，古代から18世紀までにおける技術中

の「フィードバック制御」に着目した OttoMayrの研究1と，

Stuart、Bennetによる18世紀末から 1955年頃までの制御技術

とそこから導かれた手法の発達過程を扱った研究2が代表的であ

る．今日の状態空間法と制御技術の関係を取り上げた史的記述

の殆どは， Bennet の研究中で引用された Alistair

Macfarlaneの見解叱MichaelAthansの見解4に基づいて

いる．彼らは，制御技術と状態空間法の接触点として飛翔体制御

とディジタル計算機の登場を指摘しつつも，飛翔体技術に関する

具体的な技術要求がどこに生じたのか，ディジタル計算機が如

何にして制御技術に取込まれたかまでは明らかにしていない本

研究は，技術とそこから形成される工学的手法の発達過程として

先行研究の不明確な点を明らかにしながら制御史を構築する中

において，制御技術と状態空間法の関係とその技術的特性を解

明することを目的とする．そこから現代制御理論の歴史的分析に

まで踏み込んで，制御技術へ導入された状態空間法の歴史的

意義を考察する．

論文は6章から構成される．まず第2章においては，フィード

バック制御方式が技術の如何なるところから出現して発達を遂げ

たのかを概銀し，一般的なフィードバックシステムに対して応用可

能な制御手法として形成されるまでを明らかにする第3章にお

いては，古典制御理論の限界を克服する努力に対して状態空間

手法がどのような経過から影響を与える存在となり，結果として如

何なる手法が形成されて実技術の中で成果を挙げていったのか

を明らかにする．第4章では，現代制御理論の出現経緯を解明し，

状態空間法との位置関係を考察する 第5章では，制御技術へ

の状態空間法の導入が制御工学全体に与えた影響を考察する

ために，その後の制御研究の展開を明らかにして，制御技術へ

の状態空間法の導入の史的意義を考察する．

第2章 古典制御理論と制御技術

2. 1 フィードバック制御を必要とした技術問題

近代的なフィードバック制御技術は，蒸気機関の定速回転技

術としてリフトテンダから発展したガバナから始まったその調整

メカニズムには，今日「ネガティプ・フィードバック(Negative

Feedback)」と呼ばれる，設定値と制御システムからの出力差を

とって，その値を制御システムヘの入力とする制御原理が用いら

れていた 19世紀中頃には，同様な原理を有する制御装置が蒸

気船の操舵機関に採用され，サーボ(servo)動力と呼ばれるよう

になった．やがてサーボ動力は魚雷や砲塔の旋回機構， 20世紀

に入ってからは航空機のオートパイロットの中に見られるようにな

ったこれらサーボ動力を採用したシステムの多くが，最大値と最

小値の二値動作一リレー式の一制御動作をしていた．

(a) Wattのガバナ (b)Grayの操舵機闘

図1初期における制御問題の解決技術

ガバナは蒸気機関のみならず，幅広い原動機の回転制御装

置として広く普及した 1840年頃にイギリスの物理学者 George

B1ddel Airyが，ガバナの安定性解析で，微分方程式と制御問

題を結合したのを皮切りに，制御問題の理論研究が進み， 1866

年にJamesClerk Maxwellが，ガバナの運動を表現した3次ま

での微分方程式が安定である条件を示したことによって今H的な

理論解析の突破口が開かれた.n次までの拡張は Edward

Jhon Routhによって達成され，同様の判別方法が，独立して

1895年にAdolfHurwitzによっても示された．

2. 2 古典制御理論＝周波数応答手法の成立

次に制御の理論的手法が発達したのは通信技術の領域であ

った. 20世紀になると電話の普及が始まった．長距離音声伝送

の問題点は，信号のひずみと減衰であったひずみという非線
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形特性を改善するために 1927年にベル研究所の Harold

Blackが．出力信号の一部を取り出して入力側に戻す仕組みを

有する「フィードバック増幅器」を発明したこの増幅器を含むシ

ステムの安定性解析からナイキスト線図とボーデ線図が生まれた

s. この周波数応答手法は， 1940年代になるとレーダー対空射撃

システムにおけるフィードバックシステムの解析／設計に応用さ

れた その中において微分方程式で表現されたシステムを周波

数領域の言語に翻訳する手法が検討され始めた.MITの

Albert C.Hallは．レーダー装置のアンテナの回転が不安定に

なる問題の解析にナイキスト線図を応用し．その研究から伝達関

数を導いた．また．ドイツの技術者KarlKiipfmiillerが1928年

に「プロック線図」の原型を発表し6,1944年には．アメリカGE社
のSeymourW.Herwaldも，これと独立してプロック線図を導入

したこうしてフィードバックを含む一般的な制御システムを表現

する手法として今日の古典制御理論の骨格が完成した．

(a)ブラッグのフィードバッグ蟻幅暑 伽ナイキストの解析手法

(c)キュブフミューラーが用いたブロック線図

園2古典制鯛珊論の手法の出瑣

2. 3 古典制御理論の遍用と限界

第二次世界大戦が終結すると，古典制御理論を各種分野に応

用する試みが始まった．その代表的分野の中に，ディジタル計算

機と航空機があった．制御技術と計算機技術の結びつきは，古

典制御理論が確立する以前に始まっていた．レーダー対空射撃

システムの中で制御速演算を実行する装置が予測機であったが，

この予測機内部における演算処理を電子素子によるディジタル

計算機に置き換えれば，将来的にディジタル計算機を組み込ん

だフィードバック制御が可能であることを MITの PerryOrson 

Crawfordが提案したtサンプル値システムを古典制御理論に
取り込むためのz変換手法の原型は，予測機の動的試験器の解

析から形成された.1950年代に入るとディジタル計算機の商用

普及が始まった．当初はデータ収集やオフライン処理のみの使

用であったが， 1959年に，アメリカのテキサコ社が所有するポー

ト・アーサー精油所における精留塔の計算機制御でループが閉

じられることによって，始めて本格的なディジタル計算機・フィード

バック制御が実現された．

一方，古典制御理論は， 1940年代末頃から航空機の安定性

補償装置（姿勢）と自動操縦装置（方向）の解析に利用されるよう

になった. 1940年代における航空機の翼形状やエンジン配置

のような構造上の変化がこのような装置を航空機に必須のものと

した．例えば，ポーイングB-47に採用されるXB-47ヨーダン

パの設計解析に際して周波数応答手法が応用されたのが最初

の例の1つであったB.また，アメリカの航空技術者 Walter

W恥 ansは，航空機の制御系設計問題に関連したところから根

軌跡図を 1948年に提案したこの手法は，プラックのフィードバ

ック増幅器の発明からナイキストによる安定性解析に始まった周

波数領域における制御システム解析／設計手法の延長路線に

区切りをつけた一応の最終的到達点となった．

1940年代における爆撃機を中心とする急速な大型化が，機体

の制御に必要とされる力を急増させた．制御動作が装置を構成

する動力や材料の性能的上限で実行される場面が頻繁に出現

するようになり，制御システムの非線形性は一層強まるばかりであ

ったまた，精密な制御を実現しようとすれば制御則計算が複雑

化したこのような事態に対して1入力1出力の線形システムのみ

を対象とする古典制御理論は，対応できなかったつまり古典制

御理論は限界点に突き当たった．

衰1アメリカlコ刃ゴ昌撃櫨の大型高性能化
葦式名壽 YB--t Bー178B-25 B-29 B-38A XB-47 B-52H 

最富遍虞(km/h) 303 47( 518 575 555 93( 1,017 

作鴫寓魔Cm) 4,38~ 7,504 9,144 10,241 11,918 12,497 14,539 

搭麟兵●量(kg) 9妖 217, 1814 9.072 32,659 9,979 22,680 

翼長(ml 23.44 31.67 20.6< 43.07 70.IC 35 36 56.39 

全長(m) 15.73 20.45 16.4~ 30.18 49.3E 32.8C 47.55 

畠重(kl) 3793 12543 7824 33793 61244 34473 78354 

織重量(kg) 605€ 17235 12953 61235 14106, 74843 221353 
1200• 1700》 2300x 3250> 37501b 17000lb. 

櫨●（属力X●) 600x~ 4 .ヽ 4 € .x6 xB 
壽入年次 1931 1939 194( 1943 1947 1947 1962 

第3章飛翔体制御への要求と状態空間法の導入過程

3. 1 負荷の急変動と制御過租の最遍性

プロペラ回転の安定化のための制御技術が， Watt以来のガ

バナであったしかし，空中における制御対象の特性変動の幅と

変動速度が水上とは比較にならない程に激しかったにもかかわ

らず，航空機のような飛翔体が制御入力に利用可能なエネルギ

ーは船舶より著しく制約された．この事情に対する研究者側の対

応を支えたものは，突然の大きい外乱に対しては，利用可能な最

大値を制御入力に用いることで最良な制御成績が達成される（速

やかな現状回復新たな平衡状態への到達）という技術的直感

であった

w. ホルl-<1904) D.J. カルマン(1944) AAアンドロノフ(1937)
園3位相薗の工学的利用の賽遷

Herbert K.Weissは，非線形制御問題を解析するために適し

た手法を探す中で， D.J.KahnanやAAAndronovらがそ

の工学的有効性を提示していた位置一速度を座標軸にとる位相

面に辿りついた．彼のリレー要素を含んだ非線形制御システムの

位相面解析に関する研究成果は 1946年に発表された9.

Donald McDonaldが取扱ったのは簡単な純慣性システムのみ

であったが10,リレーサーボ機構を位相平面で解析する中で，始

めて最短時間制御問題に一つの明確な解答が与えられたので
-IO I -



あった．しかも彼が提案した手法は．新しい動力源や材料を必要

としなかった．位置と速度を座標軸にとる位相平面を用いた最短

時間リレーサーボ制御の問題は， 1950年代前半に盛んに研究さ

れた

この制御問題の研究者にとっては，二次システムにしか対応で

きないという位相平面の制約が，より高度な制御の実現を阻んで

いると思われた.Richard E.Bellmanは1954年に発表したダイ

ナミック・プログラミング(DynamicProgramming: 動的計画

法）の研究中で，「状態変数」と「状態概念」を導入していた11.19 

55年には,Rudolf Emil Kalmanが位相空間上の非線形関

数を部分線形と見なすことから，ベクトル行列型の連立一次微分

方程式を最適リレーサーボ制御問題に導入した12.Richard 

E.Bellmanは，制御に対応させてダイナミック・プログラミングの

意義を思索していった時に，位相面／空間において解析が盛ん

に行なわれていた最適リレーサーボ制御問題とのアナロジーに

辿り着いた.1956年に Bellmanは，アメリカでは Donald

McDonaldに始まるリレーの最適切換えタイミング問題が，パン

ーバン制御問題・に一般化され，ダイナミック・プログラミングによ

って解答が与えられることを示したのである．同時にダイナミック・

プログラミングで導入された「状態（変数）」概念が，始めて制御問

題に取り込まれることになった．制御対象となるシステムはベクト

ル行列型の線形微分方程式で与えられた．同じ年．ソヴィエトの

数学者 L.S.Pontryaginらのグループが，最大原理を制御問

題に導入されることによって，リレーの最適切換えタイミング問題

は，位相面（空間）のようなトポロジー的手法に頼ること無<n次元
システムまで一般化して解くことが可能になった．

結局この問題の原点に存在した航空機の負荷急変動時にお

ける最短時間回復という制御技術上の問題は．対象を航空機に

限定しない．一般的な最適制御問題への解法を導いた．

園4 マクドナルドの用いた位相■解析法

3.2 エンジンの効寧化と多査戴同時制御問題

飛翔体には，全般的な制御特性の向上が望まれていた．その

ような背景下で， 1948年には，エンジンの特性を支配する独立

変数を複数選択し，これらの変数間の相互干渉を抑制しながら

制御を行なう可能性が提示された13,

1954年にはサンプル値制御手法の特性に関する研究の延長

線上で，サンプル値システムを，ステップ（階段状）入力に対して

有限時間で目標値に誤差0で収束する有限時間整定応答（デッ

ド・ピート：dead-beat)問題としてシンセシス的に取扱えることが

提示された14.Kalmanはこれと，最適リレーサーボ制御の共通

問題性を発見した15,この結果，リレーサーポ制御手法の研究に

おける諸概念・成果を，サンプル値制御手法に直接援用すること

が可能となった．

・制御入力uが+1または一1に限定され（つまり最大値とその反転した
値）．その切換えで制御を行なう方式をバンーバン制御という．

状態空間法は，ここからサンプル値多変数制御問題に導入さ

れた．設計された制御システムを実機導入するためには，サンプ

リング時刻間の制御対象の振舞いに関しても最適性を保証する

制御手法が必要であった.Kalmanは，目標に到達するまでの

全ての瞬間における最適性を保証するサンプル値制御システム

が状態概念の導入によって設計可能であることを提示した．

血 manが古典制御的な周波数領域の言語で示されていた有

限整定応答問題を状態概念で捉え直したときに始めて，状態を

フィードバックして制御するという本格的な発想が生まれた．この

手法は，最適レギュレータ（レギュレータ：目標値 r三0)として，状

態概念に基く制御手法を構成する要素の一つとなった． 多変数

同時制御を実現するために決定的な役割を果たしたのは，

I<almanが1960年のIFAC総会で発表した状態概念に基づく

制御システムの根本特性として，可制御性・可観測性を定めた研

究16であった．

(a)有農鴫閏蔓定躙・の脱胴園

(b)状饂遍暮と状饂フィードパック●念の例示

園5R. E. カルマンl=J::る状饂空111に至る鯛鐸研究

現実の制御システムでは，状態変数が全て観測可能であると

は限らないことが直ぐに理解された.David Luenbergerは，こ

の不具合を克服するために状態を推定する装置，即ち「オプザ

ーバ（観測器）」を着想し， 1964年にその手法原理を発表した．

オプザーバが導入されたことによって，制御システムの状態を全

て観測する必要性が無くなった. KalmanやLuenbergerの研

究が発表された当時は，リアルタイムでオプザーバ機構の計算

処理をこなすことが可能な小型高性能計算機が存在していなか

ったそれを実現するマイクロプロセッサの出現は1970年代まで

待たねばならなかったのである．

3. 3 観測精度の向上と鯛鐸問題

フィードバック制御は，センサからの情報を前提として成立する

技術であった状態空間法が制御問題に導入されたことによって，

制御と観測（計測）の間に存在していた等価性が， Kalmanによ

り双対原理として明示された．それにともなって多変数制御とディ

ジタル計算機の利用に適した制御手法の特性は，双対な位置に

ある観測（計測）手法として展開した．

状態空間概念と制御問題が接触を始めたばかりの 1957年に

は，ソヴィエトでスプートニク 1号の打上げられていた．状態空間

法に基づく観測手法の技術的要求もまた，制御手法と同様にし

て飛翔体と関わるところに存在していた．宇宙船の任意時間にお

ける状態を見積る（推定する）手法が開発される必要性があった

のである．アメリカ航空宇宙局(NASA)のグループがその研究を

進めていた最中の1960年には， l{almanが，自身で開発した最
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適レギュレータと双対原理から，やはり状態を推定する手法ー後

にKalmanフィルターと呼ばれるようになる一を導いていた氏信

号は，白色信号が加えられた線形動的システムの出力であるとさ

れた．問題の定式化を変えず，旧来の時間域におけるウィナーフ

ィルターの拡張としてフィルタリング問題を定式化したこの研究

に並行して，技術側からフィルター問題に関するウィナーのもの

を含む従来手法の拡張が要求されていた結果として Kalman

フィルターで採用された時間域での状態推定アルゴリズムは， C

--5A輸送機やサターンVロケットに搭載が検討され，アポロ計

画における宇宙船の航法システムにも応用された また，ジェッ

ト推進研究所(JPL)の Kalmanフィルターの研究成果は， 1971

年に打上げられた火星探査衛星マリーナ9号の航法装置に組み

込まれた．

AP0U0 rnMMOIIO輝,OULE嶋,..... 員
..,, ... 

＂鰤鈴 m鼻"重...... ,_,、.................”叩.,...... 

'""""'りと● "'吋'"'●" ...... """'" ............ ,, ⇒ 

図6アポロ指令船に搭載された小型計算機

3. 4 新たな制御手法としての状態空間法

飛翔体制御に関わる技術問題から始まり，古典制御理論の限

界点を克服しようとする試みを通して導かれたこれらの手法には，

はっきりとした一つの共通点が存在していた．それが制御対象の

システムを1階の連立常微分方程式（状態方程式）で与える状態

空間法の使用であった状態空間法の基盤は．従来のような「周

波数」概念ではなく，「状態」という時間域の概念であった古典

制御理論では克服不可能であった問題は，この状態空間法の手

を｛昔りることにより始めて解決手法が産出された．制御要求が個

別に出現したにもかかわらず，一連の状態空間法に基く制御手

法の相互関係は密接であった宇宙船の位置や姿勢などの推定

問題に貢献したKalmanフィルターは，可制御性・可観測性とい

う状態空間表現された制御システムの特性理解と，その状態空

間法による最適レギュレータの導入無しには出現し得ない技術

であったそして可制御性・可観測性という概念は．最適リレーサ

ーボ制御の切り替え問題と．サンプル値制御手法における有限

時間整定問題との共通性が認識されることなしには到達し得ない

ものであった．同時に多変数制御問題へ解が与えられることもな

かった．さらに最適リレーサーボ制御問題は．状態空間概念を導

入することなしに経路の最適化問題に対して一般的な解を与え

ることが不可能であったその状態空間概念は．リレーサーボ制

御問題が位置ー速度を座標軸に取った位相面を用いて解析を

行なうという準備段階があって始めて制御に導入されたのであっ

たそして，この状態空間法の背後に存在する制御技術側の特

徴に着目すると，前節までに取上げた幾つかの状態空間法に基

く制御手法は．結局リレーサーボ制御という一つの制御方式に辿

り着いた状態空間法を制御技術に導入させる直接的なモーメ

ントは．制御技術自身の中に存在していた

第4章状態空間法と「現代制御理論」

4. 1 「現代制御」概念の出現

1950年代における先進の周波数応答法，即ち古典制御理論

が成果を挙げるに従って明らかになった限界点に対して解決法

を与えた制御手法は，ベクトル行列表示された状態方程式に基

いていた最適レギュレータなどの状態空間法に基いた制御手

法は，当時の「先進」よりも前に飛出しために，既存の制御理論の

中での位置が不明確になってしまった

現代制御（理論）は，制御技術へ導入された状態空間法に基

く制御理論が， IFACという制御研究者の国際的なコミュニケーシ

ョンの場を介して普及し，その有効性が評価されたことに影響を

受けて，新たに制御を分類しようとする動きが（アメリカを中心とす

る）研究者内部で始まったことから 1964年頃までに出現したそ

れはまさに状態空間法の絶頂期であった．同時に，従来の手法

を総称する古典制御（理論）という名称もこのとき始めて出現した．

そして 1965年までには制御理論を古典と現代に類別することが

専門研究者間で一般に普及するようになった．

4. 2 「現代制御」解釈の食い違い

1964年のアメリカ航空宇宙エレクトロニクス会議に出現した最

初の「現代制御」の解釈は「1959年以降の状態空間法に基く制

御手法制御対象は線形・非線形」であったのに対し，同年に

Julius Touが提示した「現代制御理論」は「状態方程式と最適制

御」であり，現代制御の導入当初から既に解釈の食い違いが生じ

ていた制御の専門研究者の間において，この「現代制御」解釈

を巡る食い違いが議論されることは無かった書物タイトルに「現

代制御」を含むものは多いが，その実，自動制御の便覧や辞典

に「現代制御」という項目は，今日に至ってもなお存在していない．

例えば最近では，須田信英監修による『自動制御用語辞典』（朝

倉書店，2000年）には「現代制御」という項目はない

4. 3 状態空間法と「現代制御」の概念

第3章まで明らかにした状態空間法に基づく制御手法と，現

代制御（理論）に対する既存解釈と照合すると，「現代制御」の概

念規定は， r1959年以降」といった年代では規定されず，また

「Kalman」といった特定個人名を当てはめることも的確ではない

ことが分かる．

第5章状態空間法の制御史上の意義

5. 1 状態空間法と古典制御技術との関係

数学的な観点から見れば，古典制御理論における伝達関数

表現を全て状態空間手法の中に取り込むことが可能であるように

思われた．古典制御理論における伝達関数は，制御システムの

内部構造をプラックボックス化するものであったそのプラックボッ

クスにメスを入れて内部構造を明らかにすることを実現した状態

空間法は，制御の理論的研究が根源的なところに到達したことを

専門家に感じさせたこうした背景下で，専門家の中に状態空間

法特に最適制御手法を万能視する見解が出現した．
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園7 逆ナイキスト法(INA法）のシステム表現

状態空間法の有効性を疑問視する見解は大学などの研究者

や現場の技術者の中に常に存在してきた こうした反動力を受

けて， 1960年代末頃からイギリスの大学研究者の間で周波数領

域における多変数制御システムの設計・解析手法の開発が始ま

った．しかし初期における古典制御理論拡張の試みから産出さ

れた一連の制御システムの設計／解析手法は，状態空間法に基

く制御手法に対する根本的なプレークスルーにはなり得ないとい

う認識が広まったこの強い反動力の出現には，制御技術への

状態空間法の導入が古典制御理論とは独立したところから始まり，

状態空間法の導入過程には従来の古典制御理論的手法を置換

えようとする姿勢（＝淘汰）が常に潜在しており，そのことが反動

力を産出したのである．この状態空間法に対する反動力が，周波

数領域で多変数問題を取扱い可能とする制御手法の開発動機

に強い影響を与えた．

5. 2 古典制御理論の適合性

状態空間に基づいた制御手法を有効に機能させるためには，

状態方程式が制御対象の特性を正確に表現していることが必要

とされたが，多くの場合における状態方程式で記述された制御シ

ステムは，実のところ現実世界の極めて荒い近似を与えるに過ぎ

なかったつまり「制御対象のモデルが正確に得られていれば」と

いう現代制御理論の有効性の前提は，最初から成立しない場合

が多かったそこで今度は，モデル化誤差を許容する設計手法と

いう観点から LQG制御手法の限界点を超える試みが始まった．

モデル化の誤差を許容する程度は「ロバスト性(Robustness)」と

呼ばれ，やがてロバスト制御問題が制御研究者の関心を集める

ようになった.George Zamesが提案したノルムはH=ノルムと呼

間法は古典制御理論を完全に克服して，これを淘汰することはで

きなかったつまり状態概念は，古典制御理論の有効性の全てを

包含した万能の制御手法を提供することはできず，部分的な優

位性の提示にとどまった状態空間法は，古典制御理論に内包

された工学的設計問題における有効性（経験と直感）を浮彫りに

し，その周波数領域における古典制御理論を更に発達させようと

するモーメントとしての重要な役割を果たした

5. 3 状態空間法の制御史上における意纏

Doyleがポストモダン制御という言葉を造語した 1990年頃に

は，そこに至るプロセスが「古典制御理論の再発見」，「制御理論

のルネサンス」と呼ばれ，更に古典制御理論と現代制御理論を物

理学における量子力学と古典的なニュートンカ学になぞらた見

解も出現した18.制御の専門家が歴史的な表現を好む傾向にあ

るのは，制御手法を分類するための形容句に「古典」や「現代」が

選択されたことが影響している．古典／現代の分類出現以前に

おける状態空間法の制御技術への導入が，制御手法の新たな

分類形成の動機となったことを考えれば，状態空間法とその背後

にある制御技術が，制御理論に関する今日的な歴史認識を生み

出した根元であることが理解される．

状態空間法が制御技術に導入されなければ，現代制御理論

は出現しなかったことは第 4章において明らかにした経緯からも

確かである．そして第 3章で検討した通り，バンーバン制御と呼

ばれるリレー形式の動作を含んだ制御技術とそれに対する研究

努力が払われること無しに，状態空間法は制御技術へ導入され

ることは無かった言い換えれば，制御問題におけるリレー動作

は，情報の世界における「ビット」の世界観を制御技術の中に具

現化する役割を担っていたのである．状態空間法は，古典制御

理論の完全克服を目指して導入が始まったにも関わらず，結果と

して提示できた有効性が，適用可能前提が多い LQG制御手法

のように制御の対象となる技術領域全体の一部分に対応するも

のに過ぎなかったしかしその部分的ゆえの不完全さこそが，制

御研究者をロバスト制御手法のような次世代の制御システム設計

／解析手法の開発に着手させるモーメントになった．

第6章結論

ばれ，この周波数領域における指標に基づいて制御システムの 本研究では，状態空間法の制御技術への導入過程と，これに

ロバスト性の評価を行なう（小さいほど良い）設計手法は，今日 H 基づいた理論的手法の展開の史的分析を試みた．これまでの第

』制御（エイチ・インフィニティ又はエイチ・無限大制御）と呼ばれ 2章から第5章に至る議論から以下のように結論する．

るようになった．これらの研究は，古典制御理論における経験と 1. 状態空間法の起源は1956年である

直感を活かした設計手法を合理的に基礎付けようとするものであ 1940年代を中心として急速に進んだ航空機技術の構造変化

った.John Doyleは，これらの研究が切り開いた制御システムの （大型化や推進動力の変化）と性能変化（高速化）は，制御に必

設計手法を「ポスト・モダン制御理論」と呼んだ．研究が始まった 要なエネルギーと使用できるエネルギーの間に矛盾を生じさせ

ばかりの頃は「H』制御は LQG制御とは本質的に異なる新しい たこの矛盾が新しい制御手法の検討を促した．手法開発の方

方法で， LQGよりも優れている」という見解が多数を占めていた． 向性は，対象の制御に要する力が，制御入力として利用可能な

しかし， 1988年には， H=制御を状態空間法で取扱う方が設計ア カよりはるかに大きい場合は，利用可能な力の最大値を制御入

ルゴリズムとしての見通しが良いことが示されて， H』制御はLQG 力に用いることで最良な制御成績が達成されるという従来からの

制御を一つの極限に含むことが理解されるようになった．こうして 技術的直感から規定されたこうしてリレー動作（バンーバン制御）

周波数領域手法の利点（設計に経験と直感が活用可能）と状態 方式による最短時間制御問題が提起された．やがてBellinanが

空間法の利点（制御システムの表現が計算機処理向き）を併せ ダイナミック・プログラミングと，最適リレーサーボ制御手法との類

持った制御システムの設計手法が出現することによって，制御研 似性を発見し，自らの手法によって最適リレーサーボ制御問題が

究は再び新たな発達段階に突入した実は，制御対象となるシス バンーバン制御問題として解けることを 1956年に提示したこの

テムの伝達関数表現は，その状態方程式表現と完全に交換可能 とき「状態(State)」という術語と概念は，初めて工学的見地から

ではなかった．伝達関数表現されたシステムの「隣り」が，状態方 制御問題に導入されたそれまで制御研究者の中で図式手法の

程式表現では必ずしも「隣り」になるとは限らなかったのである． 延長線上に捉えられていた位相空間法は，新たに状態空間法と

制御手法を現場に導入するときの感覚的微調整が有効であるた して捉え直され始めたそれ故に1956年は現代制御理論では

めには，このことが非常に重要であった． 結局のところ，状態空 無く制御工学における状態空間法の起源として位置づけられる．
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位相面（空間）解析法は，状態空間法の母体として重要な役割を

果たした

2. 状態空間法は現代制御理論の産出起源の一つである

状態空間法と現代制御理論は同時に出現したのではない．

「現代制御」という術語が文献の中で最初に登場したのは 1964

年であり，この年には既に制御研究者内部で理論的手法を「古

典」と「現代」に分けて捉える気配が出現していたしかし現代制

御理論という概念規定に年代区分を含ませることは適切ではなく

「線形システムを対象とした状態概念に基く制御手法」が現代制

御を構成する手法的な必須要素である．現代制御を構成する要

素は，理論的手法に限定されるものではない．さらにその発達は，

時代毎の技術的実現手段の到達水準にも依存しているが，制御

技術に状態空間法が導入されなければ現代制御とそれに対応

する古典制御という分類，特に工学理論的な分類は今日的な形

では出現しなかったその意味において状態空間法は，制御理

論の今日的な史的枠組みを形成した母体といえる．

3. 状態空間法は制御理論の全体的発展を推進した

可制御性・可観測性に基礎づけられた多変数制御問題へのア

プローチは，最適レギュレータという状態フィードバック制御手法

を与え，やがてオプザーバ等の支援手法と共に， 1入力1出力の

伝達関数では不可能であった精密制御を実現したこれら一連

の制御手法は全て状態空間概念に基いて制御技術の中で形成

されて，成果を産出した．一方でこのような状態空間法の難点が，

やがて逆ナイキスト配列法などの古典制御理論の延長線上にあ

る周波数域制御手法の拡張を導いた．古典制御理論の有効性

の再確認と状態空間法を基礎とする現代制御理論の有効性に関

する限界認識は，今日における古典と現代の共存共栄的状況を

産出し， 1990年には，周波数域における制御手法として開発が

始まった止制御を介して両者は初めて有機的に結ぴついた．

結局，古典制御と現代制御の橋渡しをしたのもやはり状態空間

法であったこのように状態空間法は，制御理論の全体的発展を

促進するモーメントとしての役割を果たした
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Conicsにおける図形的方法

山崎研究室 99M42315 山口陽子

1. Netzの主張と本研究における方法

現代の数学（幾何学）の証明は，言明だけで命題の内容が理解でき読み手が図示できるように記述

されている．一般には理解の際に図が不可欠ではない．しかしギリシア数学の命題では必ずしもこのこ

とが当てはまらない． 「図がテキストを構成している」命題もあり，その場合はテキストのみからは図

を起こすことができない．そして実際の証明の横に描かれた図には，特に言及されておらず性質を特定

できない点も存在しているのである.Reviel Netzはその著書TheShaping of Deduction in Greek Mathe 

matics. 111の中で，そのような命題について， 「テキストの中に図を読み込んでいる」 121と述べ， 「文

字付きの図131とテキストの依存関係」を指摘している．

Netzはまた，命題の言明における定型表現（古代ギリシアにおけるホメロスなどの叙事詩に見られ

るような，ある決まった表現）の存在も指摘している 141- Conicsに限らず，ギリシア数学のテキスト

では，ある決まった図形や状態を表す為に定型表現を利用している．彼はこれらの反復使用されている

定型表現の存在も，ギリシア数学を特徴付ける要素の一つとしている．

Netzは，ギリシア数学史の研究に古典文献学や言語学，認知科学といった今までにない視点を持ち

込むことにより，テキストと図の依存関係と定型表現の使用という新たな枠組みを打ち出した．そして，

この枠組みを以ってギリシア数学における演繹的推論の形成を論じている．ギリシア数学は，幾何学的

思考による「文字付きの図」と言語による「定塑表現」という2つの認識のための道具を持ち，それが

演繹的推論を形成した，というのが彼の主張である．さらに彼は，活字印刷記号を認識のための道具と

して持つ現代数学と，ギリシア数学との相違を，この道具の相違に由来させている．このNetzの試

みと主張は，ほぼ成功しているように見受けられる．

ここで注目したいのは，ギリシア数学の持つ演繹体系である．ギリシア数学は個々の命題の証明に関

しても演繹的に証明を行っているが，ある書物の中でも演繹的な構成をもって命題が並んでいる．この

書物内での命題間の連続性を考慮すると，それぞれの命題がどのように理解されるのか，その前出命題

との依存関係も含めて検討されるべきであろう． 「言明によって特定されていない」ような文字がギリ

シア人の思考の中でどのように理解されていたのかを，個々の命題間及び命題内の言明における，前出

の事項や命題への依存関係からも検討する必要があると思われる．個々において特定されていないよう

な文字が，演繹的に並んでいる命題同士の関係において前出の命題や言明を読み込むことや定塑表現の

利用により，実はほとんど特定されるというのであれば，それらの文字は図以外のものによって特定さ

れていると考えられる．つまり， Netzの「文字付きの図とテキストの依存関係」という主張は成り立

たないのではなかろうか．

(1) Reviel Netz , The Shaping of Deduction in Greek Mathematics. (Cambridge : Cambridge U 

niversity Press, 1999)以下， SDGMと略記．

(2) SDGM,p.23 

(3) SDGM,p.15 Aristotleの頃には既に文字付きの図があった．

(4) SDGM,Chap4 
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従って本研究では， Netzの主張のうち特に「文字付きの図とテキストの依存関係」の構造に関して，

個別の文字の特定のされ方ではなく，命題及び言明間の前出命題との依存関係という観点から焦点をあ

てることを目指す．そして，この観点からも Netzが主張しているようなテキストと図の依存関係が

成立しているかどうかを Conics,1~3を対象に検討した．

2. Conics, 1-3の分類
Netzの主張を元に， Conics,1~3の図における文字の特定のされ方を分類する分類基準を以下の

ように設定する．

I. 不特定な文字が含まれている命題

ここでの「不特定な文字Jとは，その命題における言明を通じて全く明確にされず，突然現れるよう

な文字のことである．そのような文字を含んでいる命題を，ここに分類

(a). 図を読み込むことにより理解される命題

命題の言明を通して検討してもあるいはその命題以前に証明された命題を利用しても，テキストに

図を読み込まなくては文字を特定できない命題をこのように分類

(b). 前出の命題を読み込むことにより理解される命題

Conicsは，前出の命題と内容的に連続している場合が多い．前出命題との依存関係を検討するとい

う意味からもこのような分類を行う．このような命題は更に2つに分けることができる．

i. 前出の命題と同様の事柄が仮定されていることが明示されている命題．

明らかに前出の命題を仮定している旨がテキストの中で述べられているような命題を分類．

ii. 明示されてはいないが，前出の命題との関連性が指摘されうる命題

前出の命題を仮定しているとは述べていないが，その関連性からテキストを省略していると考えられ，

その結果文字が特定されていないと考えられる命題をここに分類.Coninsでは基本的にアルファベッ

ト順に図に名前を付けていくため，類似の命題においては途中までの基本的な作図が一致することが多

い．ここではその基本的な作図が一致するものに関して，関連性を認めることとしたまたこの分類に

おいては，斎藤憲の「ギリシア数学の toolboxの復元」による利用命題（命題がどの命題の証明に用

いられているか）の索引も参考にしだ尺

2. 不特定な文字が含まれていない命題

Conicsの中には，現代の数学と同様にテキストのみから文字が特定され，理解できるような命題も

存在する.Conicsにおけるテキストはいくつかの部分に分けることができるので，それらを読み込ん

でいるか否かにより，更に2つに分類する．

(a) テキストを読み込むことにより理解される命題．

命題の内容を一般的な表現で述べている箇所では触れられているものの，具体的な図形に即して述べ

ている箇所においては表れず，不特定と判断されるような点が存在する命題を分類．

(b)個別的設定のみから理解される命題．

具体的な図形に即して述べている箇所に沿って作図を行うことができ，不特定な点が全く含まれない

ような命題を分類

(5)この索引は2002年 1月現在 http://wwwhs.cias.osakafu-u.ac.jp/-ksaito/ の Index of Propos 

itions used in the Conicsでも参照できる．

-I 07 -



分類の結果は付属の表のようになる．

3. Conics(!)分類結果の検討と考察
分類結果から見出すことが出来る， Conics,1~3それぞれの巻ごとの特徴について考察する．

1巻は， I(b) i・iiに分類されるような前出の命題との関連性がある命題が少ない．これは「前出」

の命題がまだ少ないこと，今後の議論の基盤となるような命題が多いことが原因であると考えられる．

1巻は個々の命題の証明が長めであるが，内容の複雑さから長いというのと同時に，読み手への配慮も

あってか証明が丁寧に著されているという印象を受ける．また， 1巻末と2巻末にはある作図を「要請す

る」ような命題（「問題J)が存在する．そして，問題であるためかその言明の構造が崩れていること

が多く，ほとんどがI(b) に分類される

2巻は背理法が多用されており，ほとんど2(a)に分類されている．背理法により仮定された図は，

実際には存在しないような図形を仮定しており，テキストによって文字を特定しなくては読み手に理解

されにくいことから，ここに分類される命題が多いと考えられる．その図は概念的な，証明のための

「イデア的な図」であると考えられる．

3巻では，命題間の連続性が目に付く．特に命題1~16は，命題16の証明を目指して明らかな連続性を

持っている. I・2巻においてもある命題の証明を目指した構成になっている部分はあるが， 「前出命題

の仮定」を多用し明らかな連続性を示しているのは3巻に入ってからである．
しかし1巻~3巻を通し， I(a)不特定な文字を含み，図を読み込むことにより理解される命題の割合

は大きく変化していない．これは，扱っている命題や議論（巻）の進み具合等によらず，テキストに図

を読み込まなくては理解できないような命題が存在しているということの表れであると考えられる前

出の命題との依存関係などを読み込んでもなおこのような命題が存在しているということは，図なしに

は理解できないテキストの存在を明解に示すものである．この点において， Netzの主張が裏付けられ

たということになる．

以上より， Conicsにおいては命題間の関係によって特定されるような文字も多く存在している．

しかしそれでも，テキストに図を読み込まなくては理解されないような命題が存在することが確認され

たさらにそのような命題は，他の分類に入る命題の割合は大きなばらつきがあるにも関わらず，巻が

異なってもやはり一定の割合で存在している．この結果はNetzの主張を裏付けるものである．

しかし一方で，彼の著書における例示にはやや疑問が残る結果となった．

例 Conics, I巻命題IIより 「LはKを通り DEに平行な直線上にある……．」

Netzは， Lが線分FGにあるような特殊な点であることは図から理解されるとし，テキストに図を

読み込んでいる例として挙げている(6)がこれは不適切ではなかろうかテキストの前半では「任意の

直線が円錐切片からその径へひかれる」と述べられており，そのことから，そのような直線が径（ここ

ではFG)へ引かれていることが理解される．これによりあらかじめ径FGに対して線分が引かれる

ことが明示されその結果「Lは線分FG上にあるような特殊な点」ではなく， FG上に取られるべ

くして取られた点であると言えようしたがってこのLは．完全特定されているとして，本研究では

2 (a)に分類したここには，命題内部でのテキストの間における前出命題との依存関係が表れている，

と考えられる．

(6) SDGM,p.23 
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4. おわりに

本研究では， Netzの研究を元に，彼が提示した新たな枠組みのうち，テキストと図の依存関係の構

造に関してConics,1~3の命題の分類を通して検討したまず，ギリシア数学の命題の言明の構造や

Netzが指摘している定型表現の存在などを踏まえて分類の基準を設けた.Netzは命題に表れる個々の

文字の特定について述べているが，本研究では演繹体系における個々の命題と前出命題との依存関係を

踏まえた文字の特定に関する分類を行ったその結果， 「文字付きの図とテキストの依存関係」によっ

て理解されるような命題は，テキストの内容等によらず一定の割合だけ存在することが示され， Netz

の主張を裏付けることができたまた，この前出命題との依存関係を踏まえた結果，いくつかの特徴を

得ることもできた．

しかし，本研究で対象としたのは完全不特定な文字に関してのみであるので，下位特定の文字やクラ

ス移動する文字に関する検討もなされるべきであろう. Conics, I~ 3を読んだ限りでは，下位特定な

文字については，図への依存性がさらに高くなると筆者は考えているが，詳細な検討を行うことができ

なかった．

また，図を対象とした研究を行っている以上，校訂版の図を無条件で認めてしまっていてはその探求

にも限界があるものと思われる．従って今後の課題としては，写本を通した校訂版の図の検証と，写本

による図そのものの変遷の検討が必要だと思われる．
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1奉 1巻計 2巻 2巻計 3巻 3巻計

(a)図を読 6,7, 13, 16,2 8 8,20,32,37, 5 16, 19,20,23, 7 

み込むこ 2,38,45 40 24,33,41 

とにより
理解され
る命顆
(b)-i主 0 2, 14,21,43 4 2,3,6, 7,8,9, 10, 1 23 
に(1)一般 1, 12, 14,21, 

的な表明 25,26,29,35, 

t'不特定 におい 36,38,40,46,4 7, 

な文字が て，前出 48 49 50 

含まれて の命題と 「問題」と 53,57 2 44 1 

゜いる命題 同様の事 して著さ
項が仮定 れている
されてい 命題
(b)-ii明 40,46,47 3 0 13, 15, 17,22, 7 
示されて 29 32 43 
はいない 「問題」と 52,54,55, 7 4,45,46,47, 10 

゜が，前出 して著さ 56,58,59, 48,49,50,5 
の命題と れている 60 1,52,53 

の関連性 命題
(a) (1)- 11, 12, 14, 12 11, 16,24, 5 27,28,37,39, 7 

般的な表 15, 18,24, 33,35 54,55,56 
明を(2)具 30,35,44, 
体化に読 48 49 51 
み込むこ 背理法が 33 1 

゜ ゜とにより 使用され
理解され ている命

2, 不特定 る命題 題
な文字が 1,2,3,4,5,8, 23 1, 10, 12, 13, 17 1,4,5,30,31,34, 11 

含まれて 10,19,20, 15, 17,18, 44,45,51,52,53 
いない命 21,23,25, 19,22,23, 
題

(b)具体化
27,28,29, 25,26,27, 

のみから
34,36,37, 28,30,31, 

理解され
39,41,42, 33 

る命題
43 50 

背理法が 1,9,17,31,3 4 3,5,6, 7 ,9,29 12 

゜使用され 2 ,34,36,38,3 

ている命 9.41.42 
題
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